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巻頭言 アフターコロナの課題
走行中充電システムの動向と我が国の取り組み交流の広場

「思い込み」の罠～ ファクトフルネスから錯覚まで～　他ずいそう

建設機械産業の現状と今後の予測について　他統　　計

● �製品紹介　ブルドーザ　D71-24
● 振動ローラ自律運転システムを搭載したコンセプトマシンの開発
● �四足歩行ロボットを用いた現場管理業務の遠隔化・自動化に

向けての取組み
● 転圧締固め度自動計測技術T-iCompaction® の現場導入事例
● 安全性と環境性能を向上した新型ラフテレーンクレーン　他

技術報文

● 建設施工分野における取り組み
● �国総研，土研の建設DX 実験フィールド（土工

フィールド）の整備及び活用

行政情報
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　本協会では、国内における建設機械の実態を網羅した『日本建設機械要覧』を1950
年より3年ごとに刊行し、現場技術者の工事計画の立案、積算、機械技術者の建設機械の
データ収集等に活用頂き、好評を頂いております。
　本書は、専門家で構成する編集委員会の審査に基づき、良好な使用実績を示した国産
および輸入の各種建設機械、作業船、工事用機械等を選択して写真、図面等のほか、主
要緒元、性能、特長等の技術的事項、データを網羅しております。購読者の方々には欠
かすことのできない実務必携書となるものと確信しております。

「日本建設機械要覧 2022年版」購入の方への特典として、当協会が運営するWebサイ
ト（要覧クラブ）上において2001年版から2019年版までの全ての日本建設機械要覧の
PDF版が閲覧及びダウンロードできます。これによって2022年版を含めると1998年か
ら2021年までの建設機械データが活用いただけます。

・B5判、約1,280頁／写真、図面多数／表紙特製

日本建設機械要覧 2022年版

　好評をいただきました2019年版につづき「日本建設機械要覧 2022年版」の電子版

も作成し、より利便性の高い資料とするべく準備しております。御期待下さい。

今後の予定

参考：写真は旧版（2019年版）です

近日発売のご案内

2022年版　内容

・ブルドーザおよびスクレーパ

・掘削機械

・積込機械

・運搬機械

・クレーン、インクラインおよび

ウインチ

・基礎工事機械

・せん孔機械およびブレーカ

・トンネル掘削機および設備機械

・骨材生産機械

・環境保全およびリサイクル機械

・コンクリート機械

・モータグレーダ、路盤機械

および締固め機械

・舗装機械

・維持修繕・災害対策用機械

および除雪機械

・作業船

・ICT建機、ICT機器

・高所作業車、エレベータ、

リフトアップ工法、横引き工法

および新建築生産システム

・空気圧縮機、送風機およびポンプ

・原動機および発電・変電設備等

・建設ロボット

・WJ工法、CSG工法、タイヤ、

ワイヤロープ、燃料油、潤滑剤

および作動油、検査機器等

令和4年3月25日（予定）

発 刊 日

一般価格　53,900円（本体49,000円）

会員価格　45,100円（本体41,000円）

（注）送料は1冊900円（複数冊の場合別途）

価　　格（消費税10％含む）
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3/31（木）までに納品希望……（この場合本申込書は 3/10 までに必着で送付下さい）
（チェックを入れてください）

購入申し込みは随時受け付けております。

〒980-0014　仙台市青葉区本町3-4-18　太陽生命仙台本町ビル5F

2022年版

令和

2-4-30 いわきビル

E-mail（本部　tosho-hanbai@jcmanet.or.jp）
E-mail（ 〃　　　　　　　 〃　　　　　　　）
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1 商品名
日本建設機械要覧2019

電子書籍（PDF）版
建設機械スペック一覧表、

電子書籍（PDF）版

2 形態 電子書籍（PDF） 電子書籍（PDF）

3 閲覧
Web上で閲覧

パソコン、タブレット、
スマートフォンからアクセス

Web上で閲覧
パソコン、タブレット、

スマートフォンからアクセス

4 内容 要覧全頁 spec一覧表

5 改訂 3年毎 3年毎

6 新機種情報 要覧クラブで対応 要覧クラブで対応

7 検索機能 1.単語検索 1.単語検索

8

附属機能
注）‌�タブレット・ス

マートフォンは、
一部機能が使え
ません。

・しおり　・拡大・縮小　・付箋機能 ‌
・ペン機能　・目次からのリンク　・各
章ごと目次からのリンク　・索引からの
リンク　・メーカHPへのリンク

・しおり　・拡大・縮小　・付箋機能 ‌
・ペン機能　・メーカHPへのリンク

9
予定販売
価格

（円・税込）

会員 55,000（3年間） 49,500（3年間）

非会員 66,000（3年間） 60,500（3年間）

10 利用期間 3年間 3年間

11 同時ログイン 3台 3台

12 認証方法 ID＋パスワード ID＋パスワード

13 購入方法 WEB上にて申込み（HP参照下さい） WEB上にて申込み（HP参照下さい）

お問合せ先：業務部　鈴木英隆　TEL：03-3433-1501　E-mail：suzuki@jcmanet.or.jp

一般社団法人 日本建設機械施工協会

　当協会では、国内における建設機械を網羅した『日本建設機械要覧』を2019年3月に刊行し、現場技術者の

工事計画の立案、積算、機械技術者の建設機械のデータ収集等に活用頂き、好評を頂いております。

　このたびこの建設機械要覧に関して更に便利に活用いただくよう新たに次の2種類の電子書籍（PDF）版を発

売いたしますので、ここにご案内申し上げます。

　是非とも活用いただきたく、お願い申し上げます。

発売時期

令和元年5月　HP：http://www.jcmanet.or.jp/

Webサイト　要覧クラブ

　2019年版日本建設機械要覧およびスペック一覧表電

子書籍（PDF）版購入の方への特典として、当協会が運

営するWebサイト（要覧クラブ）上において2001年版

から、2016年版日本建設機械要覧のPDF版が閲覧及び

ダウンロードできます。これによって2019年版を含め

ると1998年から2018年までの建設機械データが活用

いただけます。

　また、同じ要覧クラブ上で新機種情報も閲覧およびダ

ウンロードできます。

様々な環境で閲覧できます。

タブレット、スマートフォンで外出先でもデータ

にアクセスできます。

2019年版

日本建設機械要覧 電子書籍（PDF）版
発売通知
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　本協会では、国内における建設機械の実態を網羅した『日本建設機械要覧』を1950
年より3年ごとに刊行し、現場技術者の工事計画の立案、積算、機械技術者の建設機械の
データ収集等に活用頂き、好評を頂いております。
　本書は、専門家で構成する編集委員会の審査に基づき、良好な使用実績を示した国産
および輸入の各種建設機械、作業船、工事用機械等を選択して写真、図面等のほか、主
要緒元、性能、特長等の技術的事項、データを網羅しております。購読者の方々には欠
かすことのできない実務必携書となるものと確信しております。

　2019年版日本建設機械要覧購入の方への特典として、当協会が運営するWebサイト
（要覧クラブ）上において2001年版から2016年版までの全ての日本建設機械要覧の
PDF版が閲覧及びダウンロードできます。これによって2019年版を含めると1998年か
ら2018年までの建設機械データが活用いただけます。
 なお同じ要覧クラブ上で2019年版要覧以降発売された新機種情報もご覧いただけます。

・B5判、約1,276頁／写真、図面多数／表紙特製

・2016年版より外観を大幅に刷新しました。

2019年版

発売のご案内

2019年版　内容

・ブルドーザおよびスクレーパ

・掘削機械

・積込機械

・運搬機械

・クレーン、インクラインおよび

ウインチ

・基礎工事機械

・せん孔機械およびブレーカ

・トンネル掘削機および設備機械

・骨材生産機械

・環境保全およびリサイクル機械

・コンクリート機械

・モータグレーダ、路盤機械

および締固め機械

・舗装機械

・維持修繕・災害対策用機械

および除雪機械

・作業船

・ICT建機、ICT機器　

　　　　　　　（新規）

・高所作業車、エレベータ、

リフトアップ工法、横引き工法

および新建築生産システム

・空気圧縮機、送風機およびポンプ

・原動機および発電・変電設備等

・建設ロボット

・WJ工法、CSG工法、タイヤ、

ワイヤロープ、燃料油、潤滑剤

および作動油、検査機器等

平成31年3月

発 刊 日

一般価格　53,900円（本体49,000円）

会員価格　45,100円（本体41,000円）

（注）送料は1冊900円（複数冊の場合別途）

価　　格（消費税10％含む）
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一般社団法人日本建設機械施工協会　発行図書一覧表（令和 4 年 1 月現在）

№ 発行年月 図　　　　書　　　　名 一般価格
（税込）

会員価格
（税込） 送料

1 R  3 年 9 月 道路除雪施工の手引 4,950 3,960 700
2 R  3 年 5 月 橋梁架設工事の積算　令和 3年度版 11,000 9,350 900
3 R  3 年 5 月 令和 3年度版　建設機械等損料表 8,800 7,480 700
4 R  3 年 1 月 情報化施工の基礎　～ i-Construction の普及に向けて～ 2,200 1,870 700
5 R  2 年 5 月 よくわかる建設機械と損料　2020 6,600 5,610 700
6 R  2 年 5 月 大口径岩盤削孔工法の積算　令和 2年度版 6,600 5,610 700
7 R  2 年 5 月 令和 2年度版　建設機械等損料表 8,800 7,480 700
8 R 元年 9月 大口径岩盤削孔工法の積算　令和元年度版 6,600 5,610 700
9 R 元年 6月 日本建設機械要覧 2019 年電子書籍（PDF）版 66,000 55,000 －
10 R 元年 6月 建設機械スペック一覧表 2019 年電子書籍（PDF）版 60,500 49,500 －
11 R 元年 5月 令和元年度版　建設機械等損料表 8,800 7,480 700
12 H31 年 3 月 日本建設機械要覧　2019 年版 53,900 45,100 900
13 H30 年 8 月 消融雪設備点検・整備ハンドブック 13,200 11,000 700
14 H30 年 5 月 よくわかる建設機械と損料  2018 6,600 5,610 700
15 H29 年 4 月 ICTを活用した建設技術（情報化施工） 1,320 1,100 700
16 H26 年 3 月 情報化施工デジタルガイドブック【DVD版】 2,200 1,980 700
17 H25 年 6 月 機械除草安全作業の手引き 990 880 250
18 H23 年 4 月 建設機械施工ハンドブック　（改訂 4版） 6,600 5,604 700
19 H22 年 9 月 アスファルトフィニッシャの変遷　　 3,300 700
20 H22 年 9 月 アスファルトフィニッシャの変遷【CD】 3,300 250
21 H22 年 7 月 情報化施工の実務 2,200 1,885 700
22 H21 年 11 月 情報化施工ガイドブック 2009 2,420 2,200 700
23 H20 年 6 月 写真でたどる建設機械 200 年 3,080 2,608 700
24 H19 年 12 月 除雪機械技術ハンドブック 3,143 700
25 H18 年 2 月 建設機械施工安全技術指針・指針本文とその解説 3,520 2,933 700
26 H17 年 9 月 建設機械ポケットブック　（除雪機械編） 1,048 250
27 H16 年 12 月 2005 「除雪・防雪ハンドブック」 （除雪編）※ 5,238 250
28 H15 年 7 月 道路管理施設等設計指針（案）道路管理施設等設計要領（案）※ 3,520 250
29 H15 年 7 月 建設施工における地球温暖化対策の手引き　 1,650 1,540 700
30 H15 年 6 月 道路機械設備 遠隔操作監視技術マニュアル（案） 1,980 700
31 H15 年 6 月 機械設備点検整備共通仕様書（案）・機械設備点検整備特記仕様書作成要領（案） 1,980 700
32 H15 年 6 月 地球温暖化対策　省エネ運転マニュアル  550 250
33 H13 年 2 月 建設工事に伴う騒音振動対策ハンドブック（第 3版） 6,600 6,160 700
34 H12 年 3 月 移動式クレーン、杭打機等の支持地盤養生マニュアル（第 2版） 2,724 2,410 700
35 H11 年 10 月 機械工事施工ハンドブック　平成 11 年度版 8,360 700
36 H11 年 5 月 建設機械化の 50 年 4,400 700
37 H11 年 4 月 建設機械図鑑 2,750 700
38 H10 年 3 月 大型建設機械の分解輸送マニュアル※ 3,960 3,520 250
39 H9 年 5 月 建設機械用語集 2,200 1,980 700
40 H6 年 8 月 ジオスペースの開発と建設機械 8,382 7,857 700
41 H6 年 4 月 建設作業振動対策マニュアル 6,286 5,657 700
42 H3 年 4 月 最近の軟弱地盤工法と施工例 10,266 9,742 700
43 Ｓ 63 年 3 月 新編　防雪工学ハンドブック【POD版】 11,000 9,900 700
44 Ｓ 60 年 1 月 建設工事に伴う濁水対策ハンドブック※ 6,600 250
45 建設機械履歴簿  419 250

46 毎月　25 日 建設機械施工 880 792 700
定期購読料　年12冊　9,408円（税・送料込）

購入のお申し込みは当協会HP　http://www.jcmanet.or.jp の出版図書欄の「ご購入方法」から「図書購入申込書」をプリ
ントアウトし，必要事項をご記入のうえ，FAXまたはメール添付してください。
※については当協会HP　http://www.jcmanet.or.jp の出版図書欄をご参照ください。

消費税 10％



特　　集

グラビア

巻頭言

行政情報

特集・�
技術報文

交流のひろば

ずいそう

JCMA報告

部会報告

部会報告

連載
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特　　集 建設機械建設機

巻頭言 4 アフターコロナの課題
金井　道夫　�一般社団法人　日本建設機械施工協会　会長

行政情報 5 建設施工分野における取り組み
国土交通省　公共事業企画調整課　施工安全企画室

15 国総研，土研の建設 DX 実験フィールド 
（土工フィールド）の整備及び活用
山下　　尚　��国土交通省　国土技術政策総合研究所　社会資本マネジメント研究センター　社会資本施工高度化研究室

室長
山口　　崇　�国立研究開発法人　土木研究所　技術推進本部　上席研究員（特命事項担当）

特集・�
技術報文

20 製品紹介　ブルドーザ D71－24
加美川　忍　�コマツ　開発本部車両第三開発センタ　油圧ショベル・ブルドーザ開発グループ
中野　裕一　�コマツ　開発本部車両第三開発センタ　油圧ショベル・ブルドーザ開発グループ

25 新型 13 t 級油圧ショベル
SK125SR-7/SK135SR-7/SK130SR+-7
杉野　　聡　�コベルコ建機㈱　ショベル営業本部　商品企画部

29 次世代型 Cat® ミニ油圧ショベルの導入
五十畑雅敏　��キャタピラージャパン合同会社　ミニ油圧ショベル開発部　新規開発プロジェクト 

プロジェクトチームリーダ

33 振動ローラ自律運転システムを搭載した 
コンセプトマシンの開発
田中　正道　��日立建機㈱　顧客ソリューション本部　施工ソリューション統括部　施工ソリューション開発部　部長
日暮　昌輝　��日立建機㈱　顧客ソリューション本部　施工ソリューション統括部　施工ソリューション開発部 

主任技師
佐藤　毅一　��日立建機㈱　顧客ソリューション本部　施工ソリューション統括部　施工ソリューション開発部　技師

37 緊急ブレーキ装置（後進用）搭載新型振動タイヤローラの紹介
独自の振動システムと安全性を融合させた GW754G
小竹　勇毅　��酒井重工業㈱　開発本部　製品開発部　開発第 2グループ

42 外部認識機能を搭載した自動運転油圧ショベルの開発
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外部認識機能を搭載した自動運転油圧ショベルの開発

写真提供：㈱安藤・間

土砂位置とダンプトラックの荷台位置を考慮して動作する自動運転油圧ショベルである。実証実験を
行い，土砂の荷こぼし，ダンプトラックへの接触もなく，自動運転による積み込み作業が現場適用でき
ることを確認した。

就労者数の減少や就労者の高齢化への対策として，建設機械のなかでも多様な作業に適用される油圧
ショベルの自動運転技術は，その開発が強く望まれている。
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巻頭言

アフターコロナの課題
金　井　道　夫

明けましておめでとうございます。今年もご指導の
程よろしくお願いいたします。
昨年はコロナ対策に明け暮れた一年でしたが，対策

を考えていく中で新しい仕事の進め方の発見もあった
と思います。
一つは，我が国でもリモートワークができるという

ことかと思います。アメリカのように広い国ではもと
もとリモートワークは当たり前でした。一方，我が国
は対面を重視する仕事のやり方が中心で，リモート
ワークは苦手な人が多いとの調査結果が多く見受けら
れますが，工夫すれば案外可能だったということと思
います。
講演，研修などにも同じことが当てはまるようです。

いろいろな団体が，講演会，研修会などをリモート，
もしくはハイブリッドに切り替えていますが，一般的
に参加者は大幅に増え，特に遠方の参加者の方々には
大きな利便となっています。一方，国際会議など相互
に知らない人が多い会議では，双方 Second_Language 
であることもあり，リモートだけでの意思疎通，結論
のとりまとめにはまだ難があるようですが，これも慣
れていかないといけないものと考えます。
JCMA（日本建設機械施工協会）では，昨年までに， 

世の中の IT化，DX化の流れに対応して i-Construction
施工推進本部を設置し，特に ICT 施工の課題解決，
検査・監督基準の改訂，普及のための講習会実施など
に取り組んできましたが，今年も行政への提言，研修・
講習の充実を含め，本格的な ICT 技術の普及に努め
ていきたいと思います。
また，カーボンニュートラル，安全装置，自動・自

律施工などの環境・安全技術，また幹事国として取り
組んでいる施工データ交換標準などの国際標準化，維

持管理データベースをはじめとする維持管理やDX領
域などへの取り組み強化を鋭意進めていくこととして
います。皆様方のご指導ご鞭撻をいただき，社会資本
の整備・維持管理の改革の一端を担えるように務めて
いきたいと思います。
最後に，ICT 施工の趣旨の一つでもありますが，

「データの時代」についてコメントしたいと思います。
例えば，最近の乗用車はほとんどが Connected_Car
であり，常時，車と自動車メーカーとはつながってい
て，交通情報，運転支援，案内・各種サービスが提供
されています。また，車の位置，速度，加速度などの
プローブ情報もリアルタイムで車メーカーに提供され
ています。プローブデータからどういう属性の人がど
こに立ち寄るか分析すれば，利用価値のあるデータ，
売れるデータになります。
高速道路などの構造物も三次元点群データとして道
路管理者が把握していて，異常の早期発見に役立って
います。施工現場も，これからはデータにより「見え
る化」され，合理的な判断の手助けになると思われま
す。このような広い分野で i-Construction が実用的に
発展していくことが重要です。一方，自動運転がすぐ
レベル 5（完全自動運転）にならないのと同じで，い
くらAI を使っても，社会資本の現場の技術を全面的
に自動化することはできないと思います。全体を集約
して判断するベテラン技術者の技術力はますます必要
となるでしょう。この意味で，当協会は，デジタル化・
IT化と技術者の技術力向上のサポートを両面で支え
ていきたいと思います。
今年一年，よろしくお願いいたします。

─かない　みちお　一般社団法人　日本建設機械施工協会　会長─
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国土交通省　公共事業企画調整課　施工安全企画室

「インフラ老朽化」「災害リスクの高まり」「少子高齢化・将来の技術者不足」など我が国の社会インフ
ラを取り巻く課題解決や新型コロナウイルス感染症対策を契機とした非接触・リモート型の働き方への転
換と抜本的な生産性や安全性向上を図るため，国土交通省総合政策局公共事業企画調整課施工安全企画室
では「河川機械設備のパラダイムシフト型更新」「ICT施工」「建設機械の自動化・遠隔化技術」「除雪機
械の高度化」「新技術情報提供システム（NETIS）」等の施策を推進しているところである。
本稿では，現在重点的に取り組んでいる建設施工分野に関連する施策について紹介する。
キーワード：‌�DX，生産性向上，河川機械設備，i-Construction，ICT施工，除雪機械，�  

自動化・自律化技術，新技術

1．はじめに

我が国の社会インフラは「老朽化の進行」，「地震・
台風・雪害等の災害リスクの高まり」，「豪雨災害の激
甚化」「人口減少・少子高齢化等による将来の技術者
不足」等のさまざま課題に直面している。特に我が国
の総人口は，戦後から増加が続いていたが，2008 年（平
成 20 年）の 1 億 2,808 万人をピークに減少に転じ，
2000 年（平成 12 年）頃は欧州諸国と同水準であった
高齢化率についても，2005 年以降は世界で最も高い
水準となっている。一方，建設業では 1997 年（平成
9年）の 685 万人から 2010 年（平成 22 年）に 498 万
人まで減少し，近年は横ばいで推移しているものの，
全産業平均に比べて高齢化が進んでおり，55 歳以上
の就業者の割合が 36％と高齢化が進行し，次世代へ
の技術承継が大きな課題となっている。また新型コロ
ナウイルス感染症対策を契機とした非接触・リモート
型の働き方への転換と抜本的な生産性や安全性向上を
図るため，インフラ分野のデジタルトランスフォー
メーション（DX）を強力に推進する必要がある。
また，政府では「経済財政運営と改革の基本方針

2021」（令和 3年 6月 18 日閣議決定）を定め，以下の
とおり建設施工分野における取り組みの方向性につい
て記載されているところである。
・�気候変動の影響により激甚化・頻発化する水害・土
砂災害や高潮・高波への対策として（中略）流域全
体を俯瞰した流域治水を推進する。

・�令和 2年度豪雪も教訓に豪雪時の道路交通確保対策
を強化する。
・�デジタル化や脱炭素化を図りつつ，生産性向上に資
する取組を進める。
・�設計，施工，維持管理等の自動化・AI 活用等によ
る効率化などインフラDXを進め，特に，中小建設
業等の ICT 施工の利活用環境の充実等により
i-Construction を推進する。
本稿では，これらの政府の基本方針における目標を
実現するための建設施工分野における取り組みについ
て紹介する。

2． 河川機械設備のパラダイムシフト型更新
の取り組み

（1）河川機械設備を取り巻く課題
昨今の地球温暖化に伴う風水害の激甚化・頻発化に
よる浸水被害の増加から，内水排除ポンプをはじめと
した河川機械設備の重要性が増している。「社会資本
整備審議会河川分科会気候変動を踏まえた水災害対策
検討小委員会」において答申された「気候変動を踏ま
えた水災害対策のあり方について」では，「2℃上昇
に至る前に耐用期間を迎えるポンプ等の施設について
は，その施設の耐用期間経過時点の気候変動の影響を
考慮して設計をすることが望ましい。」とされている。
また，浸水被害の増加から自治体からの排水ポンプ増
強などの要請が高まっているところである。その他，

建設施工分野における取り組み
行政情報

特集＞＞＞　建設機械
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老朽化に伴う故障リスクの増大，従事技術者の減少・
高齢化等の課題にも対応する必要がある。

（2）河川機械設備小委員会
これらの課題解決に向け，河川機械設備のあり方に

ついて従来の考え方からパラダイムシフトを図った上
で，更新・整備を加速化することが求められており，
令和 3年 2 月 18 日に社会資本整備審議会に対し「河
川機械設備のあり方」について諮問し，これを受けて
同審議会において「河川機械設備小委員会」（委員長：
松井純　横浜国立大学大学院工学研究院 教授）が設
立された（図─ 1）。令和 3年 11 月末までに 5回の委
員会の開催を行ったところである。 

（3）中間とりまとめ
4 回の審議を経て，令和 3年 8 月に中間とりまとめ
が公表された。今回の中間とりまとめでは，河川機械
設備においてシステム全体として，より高い信頼性を
確保するため，新たに「総合信頼性」の概念の導入を
提示するとともに，排水ポンプのマスプロダクツ化の
実証試験の開始を端緒に，リダンダンシーを確保する
「冗長化保全」といった新たな保全手法の提示を行っ
た。さらに，新設・更新の機会においては，気候変動
のシナリオへの対応に取り組むことを提示した。ま
た，地域住民の高齢化により操作員の確保が困難にな
ることが懸念されることから，操作運用においては，
機械設備の遠隔操作の導入の考え方を提示した。
これら新たな概念の導入等により，河川機械設備の

あり方のパラダイムシフトを図るべきであり，今後，
最終的なとりまとめに向け，議論の深化を図ることと
している。なお，マスプロダクツ型排水ポンプの導入
は，導入コストの低減，維持管理性・信頼性の向上な
どの効果が期待できることから，既存のポンプの更新

だけではなく，今後，水害の激甚化・頻発化に対する
ポンプ新設の手段としても期待できるとしている（図
─ 2）。今後，さらなる議論の深化を図り，最終的に
は令和 4年夏頃にとりまとめを行う予定である。

（4）マスプロダクツ型排水ポンプの開発
マスプロダクツ型排水ポンプの開発のため，主要な
構成機器のポンプ，主原動機（車両エンジン）及び主
配管（ポリエチレン管等）の技術動向を把握し，技術
開発を行うための実証試験の仕様について検討する
「マスプロダクツ型排水ポンプ技術研究会（以下，「研
究会」という）」に参画する企業の公募を行い，延べ
23 社（ポンプ 13 社，エンジン 8社，配管 2社）が参
画した。研究会は計 3回開催した。研究会では，参画
した各メーカーの製品仕様，適用範囲，組み合わせの
留意点等の共有や実証試験機の仕様，試験方法等の共
有を行った。
また，実証試験での主要な機器（ポンプ，車両エン
ジン）を技術公募するにあたり，実証試験機の仕様決
定の妥当性の確認を行うとともに，公募された機器の
評価項目及び評価基準について審議する有識者・官・
オブザーバーで構成された「マスプロダクツ型排水ポ
ンプワーキンググループ（以下，「ワーキンググループ」
という）」を計 3回開催した。ワーキンググループで
は，実証試験機の仕様決定，技術公募の評価基準等の
決定，公募技術審査等の決定について技術的助言をい
ただいた。これら研究会，ワーキンググループで検討
した結果，ポンプ形式については，実証試験を目的と
するため試験装置に組み込みやすい形式とすること，
また主原動機については，研究会参加者の提案仕様か
らマスプロダクツ型を基本とし，エンジン仕様を決定
した。なお，主配管へのポリエチレン管等の新素材適
用は，コストメリットがないことから今回の実証試験
での採用は見送ることとなった。この仕様を基に，令
和 3年 1月「マスプロダクツ型排水ポンプ技術の開発・
導入・活用に関するプロジェクト公募実施」において，
ポンプとエンジンが技術公募され，技術的優位性（技
術開発における課題への着目点とその対応案），経済
性（実装化するにあたっての経済性），維持管理性（維

図─ 1　河川機械設備小委員会委員名簿

図─ 2　車両用エンジンの導入
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持管理の簡素化，効率）を審査し，令和 3年 3 月 10
日にポンプメーカー 2社，自動車エンジンメーカー 3
社が選定された（図─ 3）。
また，本実証試験にあたり，今回協力企業と協定を

締結し，本協定締結にあたり調印式を令和 3 年 4 月
19 日に開催した（写真─ 1）。現在令和 4年 1 月から
2月にかけて実施予定の実証実験に向けて技術開発を
行っているところである。

3．ICT施工における新たな取り組み

（1）これまでの取り組み
ICT 施工については，直轄工事において公告件数

の約 8割で実施するなど，取組の拡大を図ってきたと
ころである（表─ 1）。
令和 3年度は，国土交通省が事前に一定の機能を確

認した建設機械や後付け装置に対して ICT 建設機械
としての型式認定を与える認定制度の創設，構造物の
出来形管理や路盤の締固め管理への ICT 施工の拡大
などに取り組んでいるところである（図─ 4）。
一方，地方自治体における ICT 施工の実施率は約

3割に満たない状況であり，地方自治体発注工事を受
注する中小企業における ICT 施工経験企業の割合

は，C等級企業で 5割程度，D等級企業において，1
割に満たない状況となっており，中小企業への ICT
施工の普及が課題となっているところである（図─
5）。
ICT 施工未経験の中小企業からはコスト面や人材
育成に対する意見が多く寄せられており国土交通省で
は，各地方整備局における ICT 講習会の実施や，ア
ドバイザー制度の導入，e- ラーニング環境の整備など
の人材育成の支援や，小規模の現場に対応した ICT
施工の導入検討など，ICT 施工の普及に向けた新た
な取り組みを実施している。

（2）ICTアドバイザー制度の導入
中小企業からの意見を受け，国土交通省では，各地
方整備局等で ICT 施工に関する講習会・研修等を平
成 28 年の ICT 施工導入時から毎年実施しており，
ICT施工の普及拡大に取り組んでいるところである。

図─ 3　マスプロダクツ型排水ポンプの開発体制

写真─ 1　協定書調印式

図─ 4　ICT を活用した構造物の出来形管理イメージ

図─ 5　等級ごとの ICT 施工経験企業の割合

表─ 1　ICT 施工の実施状況
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また初めて ICT 施工を導入しようと検討している
企業などに対して，ICT 施工に関する様々なアドバ
イスを受けることができる ICT アドバイザー制度の
導入を図っており，今年度中には北陸地方整備局を除
いた各地方整備局等において支援が受けられる体制が
整う見込みとなっている（図─ 6）。

（3）e-ラーニング環境の整備
ICT 施工に関する研修・講習などについては，新

型コロナウイルス感染症の影響により昨年度は大幅に
縮小する結果となり，今年度はweb による講習会の
実施や，e- ラーニングコンテンツを作成し，ICT 施
工に関する人材育成を行っているところである。講習
等の受講者は 10 月時点で 9,700 人となっている。e-
ラーニングコンテンツは九州地方整備局のウェブサイ
ト上で公表（URL；http://www.ictc-e-learning.qsr.
mlit.go.jp/）しており，誰でも，いつでも，どこでで
も ICT 施工に関する基礎知識を習得できるものと
なっている（図─ 7）。

（4）小規模の現場に対応した ICT施工の導入
これまで ICT 施工は現場の生産性を向上させるた

め，比較的大きな現場を対象に導入を図ってきた。前
述したとおり中小企業における ICT 施工の経験企業

の割合は低く，今後，中小企業が施工する小規模な現
場に対応した ICT 施工の導入を図る必要がある。今
までの ICT 施工は主に中型のバックホウでの施工を
標準としており，都市部や市街地などの狭小箇所によ
る施工が難しい状況であったため，小型のショベルを
使った ICT施工の導入を図ることとした（図─ 8）。 
また小規模な現場では，TLS などの計測機器によ
り出来形管理を行うことは費用的にも困難な場合があ
るため，携帯電話の Lider 機能を使って出来形管理を
行うことを可能とするなど安価で汎用的な機器を活用
した新技術の導入を図ることとした（図─ 9）。
あわせて国土交通省では小規模現場に対応したICT
施工を検討するため，新たに ICT 施工の普及拡大の
ためのWGを設立した。WGには農林水産省や地方
自治体も参加し，さまざまな現場の意見を取り入れな
がら普及促進に取り組む体制としている。来年度には
小規模な現場に対応した ICT 施工の導入を予定して
いる。

4．建設機械の自動化・遠隔化技術の取り組み

人口減少・少子高齢化に伴い，建設業の担い手確保
が喫緊の課題であり，建設機械の自動化・遠隔化技術

図─ 6　ICT アドバイザー制度（中部地整の例）

図─ 7　e- ラーニングシステム

図─ 8　小規模 ICT 施工のイメージ

図─ 9　携帯電話を活用した出来形計測技術
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は現場の省人化による抜本的な生産性向上や，安全で
快適な場所からの遠隔作業という点で働き方改革に大
きく寄与するものと考えている（図─ 10）。

建設機械の自動化・遠隔化技術の普及のためには，
労働安全をはじめとした分野横断的な検討が必要とな
るが，これまで建設機械の自動化・遠隔化技術につい
て省庁横断的・業界横断的に議論を行う場は整備され
ていなかった。そこで，国土交通省を主体として，省
庁や業界をまたいで建設機械の自動化・遠隔化技術の
導入に向けた議論を行う建設AI 施工協議会（仮称）
を令和 3年度に設置することとした。協議会において
は，建設機械の自動化・遠隔化技術の普及促進に向け
た議論を行う予定であるが，その議題を検討するにあ
たって，自動化・遠隔化技術に関係する建機メーカ・
施工会社・ICT ベンダー等を対象に事前ヒアリング
を行った。以下では，ヒアリングで明らかになった現
状の課題および求められる対応策について述べる。

（1）開発目標の明確化
自動車の自動運転においては，統一的な自動化レベ

ルの基準や開発のロードマップが整備されており，企
業が開発目標を設定したり，ユーザやビジネスパーソ
ンが企業の開発状況や開発目標を理解・比較したりす
るための共通認識が醸成されている。一方，自動化・
遠隔化建機においては開発者ごとに独自の自動化レベ
ルの基準やロードマップを示すにとどまっている。自
動化レベルについては，ISOにおいて標準化の検討が
始まった段階であるが，未だ議論が煮詰まっておらず
統一化には至っていない状況である。そのため，今後
は協議会を通して各社の開発状況や最新の技術動向に
関する情報を収集し，それに基づいて自動化・遠隔化
建機の開発・導入のロードマップおよび自動化レベル
基準の検討を行うこととしている。

（2）開発技術の相互利用促進
自動化・遠隔化建機を無線通信，操作装置や安全対

策まで含めた施工システム全体として開発する場合，

通常は建機メーカやゼネコン等複数の開発者が連携し
て行う。この際，秘密保持契約が締結されるため，そ
こで開発された技術を他の施工会社やメーカと共同で
使うことができないことから，開発者間で研究開発の
重複が生じている。
そのため，自動化・遠隔化建機に使用される技術の
一部を規格化・標準化することにより，技術の相互利
用を促進する予定である。ただし，企業の開発情報の
保護や競争領域の確保の観点から，規格化・標準化の
対象とする技術の選定は慎重に行わなければならな
い。これについては，国立研究開発法人土木研究所が
実施している，建設機械とソフトウェアの間でやり取
りする制御信号の共通ルールに関する研究の成果を取
り入れながら検討を進めていくことを予定している。

（3）自動化・遠隔化建機の適用現場の増補
以前から開発されている遠隔化建機においては，雲
仙普賢岳の災害工事現場が技術開発の場として重要な
役割を果たしてきた。自動化建機の技術開発では，一
部の施工会社が山間部のダムや砂防の大規模工事の現
場を活用しているが，その数は多くない。このことが，
建設機械メーカが自動化・遠隔化建機の販売数を見込
めず本格的な生産に踏み切れないことや，より多くの
施工会社が自動化・遠隔化施工を経験することの妨げ
になっている。そのため，国土交通省発注の工事にお
いて，自動化・遠隔化建機の導入が特に有効だと考え
られる現場を「自動化・遠隔化施工モデル工事」に指
定するといった取り組みや，自動化・遠隔化建機の技
術開発の場としてまたは施工会社が自動化・遠隔化施
工を経験する場として活用できるような現場を増やす
ための仕組みを検討する必要があると考えている。

（4）労働安全の考え方の整理
遠隔化施工については，雲仙普賢岳の災害工事現場
で得られた知見よりどのような安全対策が望ましいか
経験的に知られているものの，国土交通省や厚生労働
省が統一的な安全対策を策定するには至っていない。
また，自動化建機を使用する際に講じるべき安全対策
については，体系的な知見がほとんどない。そのため，
施工会社が実現場において自動化・遠隔化建機を使用
しようとする際には，個別に労働基準監督署に相談
し，了解を得ることが通例となっている。しかし，「こ
こまで安全対策を講じればよい」という基準がなく，
施工会社と労働基準監督署双方にとって判断が困難で
あるため，負担となっている。
そのため，協議会を通して安全に資する技術の開発

図─ 10　従来型建機と自動化建機による施工
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動向や，安全対策に必要なコスト等に関する情報を収
集するとともに，自動化・遠隔化建機が使用されるこ
とが想定される現場状況をいくつか設定し，自動化・
遠隔化建機使用のシナリオに基づいて議論すべき項目
を整理することとしている（図─ 11）。更に現場を模
した試験場等で自動化・遠隔化施工を試行し，必要な
情報収集を行った上で，自動化・遠隔化建機を現場に
導入するにあたって講じるべき安全対策について，労
働安全を所管する厚生労働省と連携してとりまとめる
ための検討を行う予定である。

また，自動化・遠隔化建機の機能や効果を国土交通
省発注の実工事現場で実証する際に参照する「自動化・
遠隔化建機の実証ガイドライン（仮称）」を令和 4年
度に策定することを予定している。本ガイドラインで
は，自動化・遠隔化建機の実証において遵守すべき内
容と主として自動化・遠隔化建機に即した労働安全に
ついての実工事への導入にも共通する基本的な考え方
を示すこととしている。

5．除雪機械の高度化に向けた取り組み

近年の除雪現場においては，担い手不足や作業の難
易度が高いこと等からオペレータの高齢化及び技術者
不足の問題が顕在化しており，今後も冬期道路の交通
を確保していくために早急な対応が求められている。
担い手不足対策の 1つとして，ロボット技術やAI

を活用した省人化の試みが各業界で進められており，
自動車業界においては自動運転の開発が急速に進んで
いる。そこで，国土交通省では，インフラ分野のDX
として除雪作業の自動化に向けた実証実験を開始して
いるところである。
除雪機械の運転操作は，現在「運転手」と，周囲の

安全確認及び除雪装置の一部の操作を行う「助手」の
2名体制で行っているが，特に除雪装置の操作は，長

年の経験により，特定の場所での操作，除雪作業時の
エンジン音，機械の挙動を感じながら操作を行うなど
熟練技術が必要である。この熟練技術者 2名の体制で
行っている除雪作業を最新技術でフォローすることに
より運転手 1名体制（ワンマン化）での作業を可能と
し，担い手不足に対応することを目標としている。
除雪作業の自動化は，日本の上空に衛星が必ず存在
し，既存の GPS など海外の衛星で補完・補強を行っ
て通信不感地帯が比較的少ない『準天頂衛星システム
「みちびき」』をベースに正確な自車位置把握が可能な
高精度地図データを組み合わせた自動制御システムを
基本として，特定箇所における熟練オペレータの作業
装置操作情報を地図データに登録することで，除雪車
が目的の作業位置に到達した際に除雪車の作業装置を
自動的に制御する仕組みとなっている。
国土交通省では，各種自動化のセンサー類が苦手と
している使用条件の厳しい積雪寒冷地での実証試験を
行い，自動制御システムの安定性を確認した上で，自
動化に必要な仕様の決定と導入マニュアルの作成を推
進していく。

（1）除雪トラックの高度化
除雪トラックには，雪を路側にかき寄せるため車両
前方に装備した「フロントプラウ」，路面の圧雪を削
り取る「グレーダ装置」，一時的に雪を抱え込み交差
点等に雪を残さないようにする「サイドシャッタ」な
ど各種除雪装置がある。除雪トラックの自動化（図─
12）はフロントプラウの上下及び進行角可変動作，
グレーダ装置の上下及び伸縮動作，サイドシャッタの
開閉動作などを想定している。除雪トラックの除雪作
業内容と基本動作を（図─ 13）に示す。
また，令和 3年度においては，橋梁ジョイント，マ
ンホール箇所等の設置箇所を除雪する際の作業装置の
一時回避動作の検証，トンネル等通過時の一時的に作
業装置を回送姿勢にする制御など，実運用に即した実
証実験を予定している。

図─ 11　労働安全を議論する際に想定する現場及び検討項目の一例

図─ 12　除雪トラックの自動化範囲
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（2）除雪グレーダの高度化
除雪グレーダは，路面状況，道路構造，沿道条件等

に合わせた複雑で難易度が高い操作が必要であり，ブ
レードは，走行しながら 6～ 7本のレバーにより操作
しており，オペレータの習熟が必須の機械である（図
─ 14）。

除雪グレーダは，①②の押付圧を調整する「オート
ブレード」，交差点や中央分離帯などの現場条件によ
りブレードを横送りする③「ブレードスライド」，同
様の現場条件で除雪負荷に応じてブレードの推進角
（投雪方向）を変更する④「サークル回転（推進角）」，
⑤圧雪へのエッジ食い込み角度を適正に調整する「切
削角」，⑥交差点部等でブレード端部シャッタを閉じ
雪の前送りを行う「シャッターブレード」⑦前車輪を
倒し横滑り防止，旋回性向上を図る「リーニング」な
ど，7つの機能を巧みに操作する必要がある。
除雪グレーダの自動化は，既に開発済みの「①②オー

トブレード」，「⑥シャッターブレード」以外の機能で，
除雪作業時に操作回数が非常に多い「③ブレードスラ
イド」，「④サークル回転（推進角）」を優先して検討
を開始している。
また，推進角の制御に関しては，エンジン回転数な
どを監視し，除雪負荷に応じた推奨推進角制御の検討
を進めた（図─ 15）。 

令和 3年度においては，推進角，スライド操作の自
動化に向けた詳細設計，自動制御装置試作及び構内試
験，ワンマン化に向けた安全確認技術として周囲警戒
カメラ（図─ 16）を架装した際の既存カメラモニタ，
近接車両検知システム（過年度成果）の統合検討を予
定している。

（3）ロータリ除雪車の高度化
ロータリ除雪車は，拡幅除雪や運搬排雪に使用さ
れ，車両前部の装置（オーガ，ブロワ）を回転させて
雪をかき込み，シュートと呼ばれる装置で方向や距離
を調整し雪を飛ばす機械である。自動化の範囲を図─
17に示す。
ロータリ除雪車は，「ブロワ」単独で左右任意の角
度での遠方投雪，「シュート」による 360 度任意の方
向への投雪，「シュートキャップ」で任意の距離への

図─ 13　除雪トラックの作業内容と基本動作

図─ 14　除雪グレーダのブレード装置概要図

図─ 15　除雪グレーダのガイダンス画面

図─ 16　周囲警戒カメラ
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投雪など，現場条件に応じた細やかな自動化を目指し
ている。ロータリ除雪車の作業装置の自動化において
は，ティーチング（習い制御）の手法を検討している。
ティーチングとは，作業装置がある場所に到達したら
特定の動作を行うということをあらかじめ機械に覚え
させる手法であり，工場内の産業用ロボット等で利用
されてきた手法である。ロータリ除雪車による除雪作
業の場合は，場所によって投雪方向や投雪禁止箇所が
決められているため，位置情報等をもとに，ある地点
に到達したらシュートを旋回し投雪方向を変えるなど
の操作をロータリ除雪車に搭載する自動制御システム
に記憶させ自動化を行う「習い制御」を基本に検討を
進め，防雪柵上部と電線の間に投雪する（写真─ 2）
など高度な実験に取り組んでいる。
令和 3年度においては，準天頂衛星「みちびき」の

不感地帯対策（車両慣性航法システム，路車間通信，
磁気マーカーなど）の検討，シュート自動制御時にお
ける雪質や風等の現場条件に合わせた手動微調整機能
などの実証実験を予定している。

6． 新技術情報提供システム（NETIS）にお
ける新たな取り組み

国土交通省では，有用な新技術の積極的な活用を促
進することで，公共工事の品質の確保や施工の効率化
を図るとともに，技術の更なる改善を促進するための
仕組みとして，平成 13 年度から「公共工事等におけ
る新技術活用システム」を運用している。新技術情報
提供システム（NETIS）は，この活用システム全体
の中で，「新技術に係る情報の共有及び提供」を目的
として整備・運用しており，令和 3年 11 月時点で約
2,820 の技術が登録されている。申請情報や評価情報
について自由に閲覧可能であり，公共工事関係者をは
じめとした多くの方々に幅広く活用されている。
現在，新技術情報の共有においては，NETIS を利
用することにより，オンラインで簡単かつ即座に実施
することが可能である。しかしながら，新たな技術の
登録申請手続きや，活用効果調査表の作成はオンライ
ンで完結する仕組みとなっておらず，関係者間での
メールや電話による頻繁なやりとり等に，時間と労力
を要している（図─ 18）。
これらの課題に対応するため，現在，NETIS の改
良を実施中である。既にオンラインで運用している
NETIS の枠組みを活用し，登録申請や活用効果調査
表の作成をシステム化するものであり，R4 年度から
の運用を目指し，現在，全国の各地方整備局等にて試
行中である。

（1）改良対象
新技術活用システムの基本的なサイクルは，（図─

図─ 17　ロータリ除雪車の自動化範囲

写真─ 2　防雪柵と電線の間の高度な投雪

図─ 18　改良前後の事務手続き
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19）に示すとおりである。
まずは技術開発者が新技術の「登録申請」を行う。

登録された技術情報はNETIS によって幅広く共有さ
れ，公共工事等において活用される。
活用の際には，事後評価の基礎となる「活用効果調

査」が行われることとなっており，調査件数が一定数
に達した場合に，産・学・官の有識者等で構成される
新技術活用評価会議で事後評価が実施され，評価情報
がNETIS に掲載される。
その後は，登録申請時の技術情報に加え，事後評価

の結果も参考に，更なる技術の活用や改良・開発が進
められることとなる。
今回のNETIS 改良では，この活用サイクルの中の，

「登録申請」と「活用効果調査」に係る事務を対象とし
て，NETISの枠組みを活用したシステム化を実施した。

（2）改良内容
（a）オンライン申請機能
申請書類や調査表を電子申請出来るようにするとと

もに，関係者が修正事項をWEB画面上で直接伝達で
きる機能を実装した。
これにより，受け渡しの都度必要だったNETIS へ

のデータ取り込み等を不要にするとともに，次担当者
への入力依頼が自動で通知される機能も実装すること
で，申請書類や調査表作成に要する時間と労力の削減
を図っている。
またNETIS 上にデジタルデータとして各情報を保

存するため，メール等による資料の受け取り・保管が
不要となる他，今後の様々なデータ活用が視野に入っ
てくる。
（b）入力アシスト機能
申請書類や調査表入力画面上に，記入時の注意事項

やルールを表示し，精度の高い記入内容となるように
作成者をアシストする機能を実装した。記載漏れ，誤
字脱字，“てにをは”等の不備を自動で指摘し修正候

補を表示する機能，また作成者の質問にAI が回答す
るチャットボット機能を搭載しており，関係者間での
確認，修正に要する時間削減に貢献する。
（c）自動確認機能
記載内容に遺漏が無いか，登録申請者と技術開発者
が同一であるか，といった受理要件を満足するかを自
動で確認し，その結果を作成者へ通知する機能を実装
した（図─ 20）。

（d）入力様式の改良
申請者の重複記入作業，申請窓口の整合・転記確認
作業の無駄を省くため，申請情報入力様式の改良（重
複箇所の統合）を図るとともに，一部重複等で統合出
来ない記入内容については，自動転記機能を実装した。
（e）提出状況管理機能
計画書・調査表の提出（登録）状況が自動的に表形
式に整理されるとともに，関係各所でその情報をリア
ルタイムに共有できる機能を実装した。多くの関係者
を経由して作成するため把握が困難であった状況管理
が容易となり，これにより調査表の確認や修正依頼等
が迅速かつ確実に実施されることとなり，各関係者の
労力削減と調査表の精度向上に寄与する（図─ 21）。

（3）期待される効果
各機能の実装により，申請者をはじめとする全関係
者の作業が簡略化され，生産性の向上が期待される。
併せて，登録申請においては，登録の迅速化が技術の
開発から活用までの期間短縮に寄与し，一層の新技術
活用をもたらすことが期待され，また調査表作成にお
いては，作成・提出状況の早期把握や調査表の精度向
上が，事後評価の迅速化や適切な評価の実施に寄与す
ることが期待される。

図─ 19　公共工事等における新技術活用システム

図─ 20　自動確認通知イメージ

図─ 21　提出状況管理画面
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（4）今後の展望
今回の改良により登録技術情報の多くをデジタル

データとして扱えることとなった。今後は，活用率や
活用ランキングに代表される様々な情報の見える化
や，現場ニーズに対する該当技術をシステムにより自
動抽出する等のデジタルデータ活用を進め，より使い
やすく，より便利なNETIS を目指していく予定であ
る。

7．おわりに

建設現場の生産性向上を目指して取り組んできたと
ころであるが，2024 年度には改正労働基準法が建設
業にも適用されることとなっており，建設現場におけ
る生産性向上は待ったなしの状況となってきている。
現在，直面しているインフラの老朽化，災害の激甚化・
頻発化，担い手不足といった課題は容易に解決できる
ものではないが，このような状況に対応するため「河
川機械設備のパラダイムシフト型更新」「ICT施工」「建
設機械の自動化・遠隔化技術」「除雪機械の高度化」「新
技術情報提供システム（NETIS）」の取り組みを推進
しているところである。
今後とも，日本の建設施工分野が抱えるさまざまな

課題に対し，迅速かつ効果的に対応するためには，更
なる新技術等の導入や普及が求められるであろう。
�
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山　下　　　尚・山　口　　　崇

国土交通省では，業務そのもの，建設プロセス，建設業等の働き方を変え，現場においては非接触・リ
モート型の働き方への転換を図ることにより，抜本的な生産性と安全性の向上を図るDXによる強靱な経
済構造の構築を目指している。国土技術政策総合研究所と国立研究開発法人土木研究所では，令和 2年度
補正予算等を活用し，建設機械の遠隔操作，自動・自律施工の技術開発，BIM/CIM等の ICT を活用し
た計測及び検査技術の開発の促進を目的として，新たに建設DX実験フィールドを整備した。本稿ではこ
の実験フィールドの整備内容と，現在，この実験フィールドを活用して進めている自律施工技術の研究開
発を加速する取り組みを紹介する。
キーワード：‌�DX，ICT，遠隔操作，自動・自律施工，土工フィールド，協調領域，自律施工技術基盤，

プラットフォーム

1．はじめに

インフラ分野においては，毎年発生する災害への対
策やインフラの老朽化対策の必要性が高まるなか，深
刻な人手不足が進むことが懸念されている。この課題
への対応のため国土交通省は平成 28 年度から ICTの
全面活用等による建設現場の生産性向上を目指す
i-Construction を推進している。また，IoT（Internet 
of Things）にてすべての人とモノがつながり，様々
な知識や情報が共有され，今までにない新たな価値を
生みだすことを提唱した Society5.0 を踏まえた技術革
新の進展や行政のデジタル化の推進も進んでいる。
こうした背景のもと，国民のニーズを基に社会資本

や公共サービスを変革するため，インフラ分野におい

てデータとデジタル技術を活用して業務そのものや建
設プロセス，建設業等の働き方を変え，また，新型コ
ロナウイルス感染への対応を契機として公共工事の現
場においては非接触・リモート型の働き方への転換を
図り感染症へのリスク低減やより抜本的な生産性と安
全性の向上を図るなど，図─ 1に示す組織体制を整
え，DX（デジタル・トランスフォーメーション）に
よる強靱な経済構造の構築を加速することとしてい
る。
インフラ分野のDXにおける推進体制として，①イ
ンフラのデジタル化を進め，2023（令和 5）年度まで
に小規模なものを除くすべての公共工事について
BIM/CIM活用への転換，②現場，研究所と連携した
推進体制を構築し，DX推進のための環境整備や実験

国総研，土研の建設 DX 実験フィールド 
（土工フィールド）の整備及び活用

行政情報

特集＞＞＞　建設機械

図─ 1　インフラを推進する体制の整備
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フィールド整備等を行い，3次元データ等を活用した
新技術の開発や導入促進，これらを活用する人材育成
の実施，等を掲げている。
こうした方針に基づき，国土技術政策総合研究所（以

下，「国総研」という）は，令和 2年度の第 2次補正
予算等により，建設DX実験フィールド，DXデータ
センター等を整備したところである。本稿ではこの建
設DX実験フィールドに配備した土工フィールドの整
備内容，利活用予定等について概説する。

2．建設 DX実験フィールド

建設DX実験フィールド整備は，ローカル 5Gを活
用した建設機械の遠隔操作，自動・自律施工の技術開
発，BIM/CIM 等の ICT を活用した計測及び検査技
術の開発の促進を目的としたものである。
令和 3年 4月に，国総研および国立研究開発法人土

木研究所（以下，「土研」という）にある試験走路北ルー
プ内に建設DX実験フィールドを整備し，研究施設と
しての利用を開始した。
建設 DX実験フィールドは，図─ 2のとおり，そ

の目的に応じて土工フィールド，各模型施設等から構
成されており，土工フィールドは，従来から土研の施
設として活用していた約 6,000 m2 の建設機械屋外実
験施設を内包し，全体として約 26,000 m2 のエリアを
整備している。
また，各模型施設は 3次元計測やBIM/CIM等を活

用した構造物の施工管理や検査，点検に関する技術開
発を行うための実物大の出来形計測模型として整備し
ており，土工構造物模型，橋梁模型，配筋模型，地下

埋設物模型の各施設から成っている。その他，施工現
場の荷役作業の省力化，負担軽減のための研究用とし
て定置式水平ジブクレーン等を整備している。

3．土工フィールドの主な仕様，機器等

土工フィールドは図─ 3のように建設分野における
先端技術である「無人化施工技術」，「自律施工技術」，
「遠隔制御のための映像支援技術（ローカル 5G 等を
活用）」に関する開発拠点としており，通信インフラ
として降雨減衰なく屋外利用が容易な 4.8 ～ 4.9 GHz
帯のローカル 5G 基地局を 2局及び無線 LANを 2 局
設置し，ローカル 5G等の通信環境を整備している。
実験に用いる建設機械設備として，図─ 4のとお
り，油圧ショベル，クローラダンプ等の土木施工用機
械を始め，土砂災害対策用の特殊機械（スパイダー）
を整備し，操作室や機材保管用倉庫，各種の計測機器
等を備え，ローカル 5G通信インフラを活用した高解
像度，低遅延の映像伝送実験や建設機械の協調制御，
無人化施工実験等を行うことが可能である。

図─ 3　土工フィールド整備概要

図─ 2　建設 DX 実験フィールド
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4．各研究機関の主な研究開発分野

土工フィールドを活用した各種の実証や実験は，図
─ 5のとおり，国総研は主に ICT 施工推進のための
基準類作成に係る計測技術の検証方法の確立に用い，
土研は主に建設機械の自動化・自律化，AI，ロボット，
5Gネットワークを用いた施工方法の開発等に資する
研究開発に用いることとし，両研究機関においては資
機材の共同使用，研究情報・研究者の相互利用・交流
を進めていくこととしている。
令和 3年の 9月はじめに，国土交通本省のDXルー

ムから土工フィールドの油圧ショベルを遠隔操作する
デモンストレーションを実施した（写真─ 1）。

国土交通本省（電気通信室，公共事業企画調整課）
と国総研（施設課，社会資本施工高度化研究室），土
研（先端技術チーム）が連携・協力し，直線距離で約
60 km離れた霞が関とつくば間を 100 Gbps の光ファ
イバーネットワークと土工フィールドのローカル 5G
ネットワークでつなぎ，油圧ショベルを LAN通信に
よる遠隔操作用に改造し，4Kカメラ映像を用いて，
デモンストレーション用に模擬の遠隔施工環境を構築
した。

5．土工フィールドを活用した取り組み

土研では，土工フィールドを活用して自律施工技術
の研究・開発を加速する取り組みを行っている。以下
に，その取り組みの概要を紹介する。

（1）背景と目的
国内の少子高齢化の進展に伴い他産業とくらべ高齢
化が進んでいる建設分野においては，今後，深刻な人
手不足が発生することが懸念されている。そのため，
i-Construction をはじめとした建設現場の生産性向上
を目指した取り組みが進められている。その中で，自
律施工技術は，大幅な省人化と作業環境の改善による
新しい働き方の実現が期待できる技術であり，施工現
場のデジタル化，見える化によるリアルタイムできめ
細やかな施工管理や施工計画シミュレーションも可能
となる，次のステージの生産性向上を進める基盤とな
る技術である。現状，ダム工事などの限定された一部
の現場に適用されている自律施工技術の研究・開発を
加速し，革新的な自律施工技術を社会実装していくこ
とを目的に，土研では取り組みを進めている。自律施
工の将来イメージを図─ 6に示す。

図─ 4　土工フィールドの各種機器一覧

図─ 5　国総研と土研の研究開発分野

写真─ 1　遠隔操作のデモンストレーション 図─ 6　自律施工の将来イメージ
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（2）土研の取り組み内容 1）， 2）

令和 2年 3月に（一社）日本建設業連合会から「建
設業のためのロボットに関する調査報告書」3）が公表
された。この報告書では，「建設業界へのロボット実
用化に向けた課題」をまとめている。これらの課題は，
ロボット技術を用いて自律化・自動化・遠隔化を行う
施工技術全般を研究・開発し，社会実装していく上で
も共通の課題となるものであり，要約すると以下とな
る。
①�多種多様な建設現場環境や作業内容に対応できる柔
軟な建設ロボットの開発
多種多様な建設現場環境や作業内容でも利用可能な

作業性を有した，全天候型ロボット技術の確立が求め
られている。
②�自動化を念頭においた法令・規制の整備
産業用ロボットを参考に，建設業界においても人間

とロボットの協働に向けた法整備を進めていく必要が
ある。
③�協調領域の明確化と技術の標準化による研究開発体
制の整備，それによる開発コスト削減
建設業界は，個々の会社による技術開発が目立つた

め，研究の重複が起こっており費用対効果を得ること
が難しくなっている。協調領域を明確にして，同業者
による共同研究を含めた産学官連携による技術開発体
制を整備し，技術の標準化・共通化による開発・運用
コストの削減の必要がある。
土研では，上記の③を図─ 7のように理解してい
る。概説すると，従来の枠組みでは，民間企業が自律
施工技術の開発を進める場合，多くのケースで施工会
社と建設機械メーカーが個別に開発グループを形成す

ることになる。このような開発グループが複数存在
し，秘密保持などの制約のために，互いに連携・協働
することが困難となっており，研究開発投資の重複が
起こっている。また，メーカーが異なると建設機械の
相互連携が難しく，特定のメーカーの建設機械しか使
えない自律施工技術となりがちである。そこで，協調
領域を設定することで，研究開発投資の重複を回避
し，複数のメーカーの建設機械を相互に連携して使え
る自律施工技術の実現が必要である。
土研が行っている自律施工技術の研究・開発を加速
する取り組み内容を整理すると以下となる。
Ⓐ協調領域の設定 4）

Ⓑ自律施工技術基盤（プラットフォーム）の整備 4）

Ⓒ安全ガイドライン・監督検査方法の提案
Ⓐ協調領域の設定は，図─ 8に示すように，自律
施工等のソフトウェアと建設機械との間でやり取りす
る信号の統一化されたルールを協調領域として設定す
ることを考えている。まずは，油圧ショベルの協調領
域原案（データリスト）を提示し，原案を基に建設機
械メーカー等の関係者と意見交換を行い，成案に向け
て，すり合わせを実施する予定で，検討を進めている。
そして順次，他の機種についても同様に進めていく予
定である。また，この協調領域については，ISO等の
規格化を見据えて取り組みを進める予定である。

Ⓑ自律施工技術基盤（プラットフォーム）の整備で
は，図─ 9に示すように，㋐協調領域（統一された
信号ルール）と㋑バーチャル建機＋バーチャルフィー
ルドと㋒電子制御化された建設機械＋実フィールドと
㋓ミドルウエア（施工管理ソフト等との接続部分）か
らなるプラットフォームを整備する。このプラット
フォームの実フィールドとして土工フィールドを活用
する。
自律施工技術の研究・開発を効率的に進める上で，
デジタルツインが有効である。コンピュータ上で建設図─ 7　協調領域の必要性

図─ 8　協調領域の設定



19建設機械施工 Vol.74　No.1　January　2022

機械の最適な動作をシミュレーションして導き出し，
そのとおりに建設機械が動作するかを実フィールドで
実験して検証する。試行錯誤を繰り返しながら自律施
工技術を最適化する研究・開発用のプラットフォーム
を整備する。このプラットフォームは，意欲と技術力
はあるものの，自ら研究・開発用のプラットフォーム
を整備することが難しい民間企業や大学などにも，共
同研究などの枠組みにより活用してもらうことで，研
究・開発を加速させ，革新的な自律施工技術が実現す
ることを期待している。また，土研では，プラット
フォームや土工フィールドを活用して，技術の検証・
評価や技術競技会などを行っていくことも考えてい
る。
令和3年11月24日から26日に，開発中であるプラッ

トフォームの利用事例の一つとして，油圧ショベルと
不整地運搬車による連携・協調作業である掘削・積込・
移動・放土の自律施工を公開デモンストレーションす
る準備を進めている（執筆時）。この公開デモンスト
レーションでは，土研で研究開発を進めている協調領
域とプラットフォームの構成と研究開発の利便性向上
を研究開発に携わる方々に広く知っていただき，積極
的に活用していただくことを目的としている。また，
今後のプラットフォーム開発の参考とするため，参加
された方々と意見交換会を開催する計画である。
写真─ 2は，公開する予定の自律施工のデモンス
トレーションの様子である。
Ⓒ安全ガイドライン・監督検査方法の提案では，自

律施工技術を実際の工事現場で使用する前提となる周
辺環境整備として，実効性のある安全ガイドラインや
監督検査方法などを，国土交通本省と方針をすり合わ
せながら，国総研とも連携しながら，提案していく予
定である。

6．おわりに

建設DX実験フィールドの利用については，建設現
場の新たな計測技術や建設機械の自動・自律施工をは
じめとして建設技術に関する様々な研究開発を行う民
間企業，大学等にも公開し，研究開発を行う。（http://
www . n i l im . g o . j p / l a b /b cg /k i s y a / j o u r n a l /
kisya20210628_2.pdf）
土工フィールドの施設利用希望については国総研企
画部企画課まで問い合わせ頂きたい。（http://www.
nilim.go.jp/lab/bbg/rental/rental.html）
�
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製品紹介 
ブルドーザ　D71－24

加 美 川　　忍・中　野　裕　一

中小型ブルドーザのブランドイメージとなった「スーパスラントノーズ＋HST＋ICT」のシリーズ最大
機種として新機種D71EX/EXi，PX/PXi-24（以下，本新機種という）を開発したので，本稿ではその概
要を紹介する。
キーワード：‌�ブルドーザ，D71-24，HST，スーパスラントノーズ，IMC2.0，PATドーザ

1．はじめに

本新機種はブルドーザの主力商品の一つである
D65-18 のパワーアングルパワーチルトドーザ（以下
PAT）の代替機として開発した。近年このクラスの
ブルドーザは，汎用性の高い PAT車の比率が大きく
なっていることや任意の車速設定が可能で ICT との
相性の良い「HST＋ICT」車への強い要望を受け，本
稿では今回開発した本新機種について概要を紹介する
（図─ 1）。

2．開発のねらい

従来より『品質と信頼性』をベースに，HST車の
ダントツの前方視界性・優れた操作性を継承しつつ，
環境性・経済性・安全性・作業性・操作性・整備性向
上及び高度な「ICT」を織込み商品力を大幅に向上さ
せた。本稿では今回新たに導入した機能について紹介
する。

＜実施内容＞
（1）環境性・経済性
①オートデセル機能追加
②自動「E」モード機能追加

（2）安全性
①着座感知パーキングロックの採用
②タイオフ用アンカポイントの追加

（3）作業性・操作性　
①クラス最大級の土工量
②旋回速度アップ
③�車速アップおよび変速多段化�  
（クイックシフトモード）
④作業機下げスピードアップ
⑤作業モードの追加

（4）整備性
①サンプリングポート追加
②イコライザバーサイドピン給脂リモート化
③ LEDライト搭載
④ 3Mブレードの折りたたみ工具レス化

（5）ICT
①ゲートウェイコントローラ搭載
②�新 ICTシステム搭載�  
（intelligent Machin Control 2.0）

3．追加機能の特徴

（1）作業性能の向上
今回D71 では負荷に応じた低燃費モード（「E」モー
ド）への自動切換え制御やチャージポンプの可変化等
の採用によりこれまでのトルコン車を上回る作業効率
を達成している（図─ 2，3）。

特集＞＞＞　建設機械

図─ 1　D71PXi-24　（北米ワイドゲージ仕様）
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また操行性において，従来のHST車は旋回時内足
側を減速させて旋回させるため中心車速が大幅に減速
していたが，D71 は外足側を増速させ車速低下を最小
限に抑える機能を追加し，機動性を大幅に改善させて
いる（図─ 4）。

（2）操作性の向上
エンジン出力，減速比，および電子HST制御シス
テムの変更により，従来HST車に対し全速度レンジ
で 10 ～ 22％増加し，生産性を向上。クイックシフト
モードも 3段から 4段変速とし , 操縦性を大幅に改善
した（図─ 5）。
作業機コントロールについても，クイックドロップ

バルブ（QDV）の電子化／大型化により，下げスピー
ドを大幅アップさせるとともに 2段ファイコンにより
作業機操作性を大幅に向上させている（図─ 6）。ま
た，様々なオペレータの好みに対応するため走行／作
業機モードを追加，先に述べた新機能と合わせストレ
スフリーなオペレーションを可能にしている（図─7）。

4． 新 ICTシステム搭載（Intelligent Machine 
Control 2.0）

今回 D71 では，GNSS アンテナと GNSS 補正情報
から得たブレード刃先位置と施工設計データをもとに
ブレードを自動制御する情報化施工システムを大幅に
アップグレード（図─ 8）。進化した Intelligent Machine 
Control 2.0 では新たに 6 つの機能を追加。自動制御
の適用範囲を大幅に拡大し，ブルドーザのさまざまな
作業で施工の容易化とオペレータ疲労低減を実現した
（図─ 9）。また，マルチGNSS に対応したアンテナを

図─ 2　自動「E」モード概念図

図─ 3　作業効率比較

図─ 4　旋回速度比較

図─ 5　車速設定比較

図─ 6　作業機下げスピード比較
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2 個採用することで，施工精度の信頼性を向上，施工
時間の大幅な短縮・効率化にも貢献する。

（1）積層盛土制御機能（図─ 10）
既存または走行時に取得した出来高データ（現況地
形）をもとにブレード制御に使う設計面を作成する機
能を追加。タッチパネルのショートカットボタンを押
すことで，設計図面と現況地形の間に中間設計面を自
動で作成。以降，オペレータ手元の切り盛り増減スイッ
チを押して設計面をオフセットさせることで，一定厚
さでの土砂盛土および敷き均らし作業が可能。マニュ
アル操作に比べ，積層盛土の施工時間を最大で半減で
きる。

（2）クイック設計面作成機能（図─ 11）
現場での作業に応じた適切な平面設計面を，オペ
レータが必要なタイミングで作成することが可能。ま
た，従来に比べ，操作系を大幅にシンプル化し，使い
勝手の向上も図っている。

（3）掘削制御の高度化（図─ 12）
車両が現場で取得する現況地形情報を活用して掘
削・運土できる制御を追加。取得した現況地形面を下
方にオフセットして目標刃先軌跡を生成することで，
従来制御で発生していたうねりや空振りを防止。ま
た，車両がスリップする間際のブレード応答性を最適
化し，熟練オペレータのように，掘削から運土のタイ
ミングを滑らかに効率良く移行できる制御にしてい

図─ 8　新 ICT システム搭載機器

図─ 9　自動施工可能な作業範囲

図─ 10　積層盛土機能

図─ 11　クイック設計面作成機能

図─ 7　作業モード



23建設機械施工 Vol.74　No.1　January　2022

る。以下に新機能の効果を確認するため , 自動掘削作
業を行った試験の比較データを示す。時間当たりの掘
削土量は , 従来制御に対して大幅に増加し , 熟練オペ
レータのマニュアル運転に近い掘削性能が実現できて
いる（図─ 13）。

（4）マニュアル協調制御（図─ 14）
ブレード自動制御中であってもオペレータが作業機

レバーを操作すれば，一時的にブレード上げ下げ（掘

削深さ）やチルト角度を任意量に固定できるマニュア
ル協調制御を追加。これにより，自動制御中でもオペ
レータの意思で掘削深さや斜面角度を調整でき，オペ
レータの好みを優先した作業を可能にしている。

（5）チルトによる直進補正機能（図─ 15）
ブレードの偏荷重による抵抗で車両の進行方向が変
わる場合に，ブレードチルトを使い自動的に直進補正
をかける制御を追加。オペレータが車両の進行方向を
修正するステアリング操作を不要にした。

（6）変曲点縦断整地の高速化（図─ 16）
北米の宅地造成現場では，変曲点を通過しながら整

図─ 13　掘削作業比較

図─ 14　マニュアル協調制御概要

図─ 15　直進補正機能

図─ 16　編曲地形整地の高速化

図─ 12　掘削制御概要
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中野　裕一（なかの　ゆういち）
コマツ
開発本部車両第三開発センタ
油圧ショベル・ブルドーザ開発グループ

［筆者紹介］
加美川　忍（かみかわ　しのぶ）
コマツ
開発本部車両第三開発センタ
油圧ショベル・ブルドーザ開発グループ

地する作業が多いが，傾斜を通過する際のブレード応
答遅れで掘り込んでしまう事例が見られ，車速を十分
落とす必要があった。新制御では，凸部変曲点を通過
する際に，瞬間的にブレード上げ制御の応答性を上げ
ることで，車速を落とさずに整地を行えるように改良
している。

5．おわりに

本新機種 D71-24 は市場の強い期待を受け導入し
た。これまで市場から高い評価を受けている D37-
D61HST 車の滑らかさに加え，力強さと機動性を兼
ね備えた最高のブルドーザに仕上がったと自負してお
り，お客様に深く満足していただける商品であると確
信している。
�
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新型 13 t 級油圧ショベル
SK125SR-7/SK135SR-7/SK130SR+-7

杉　野　　　聡

13 t 級油圧ショベルは重機ショベル国内総需の約 40％を占める汎用性の高いモデルである。7 t 級ショ
ベルより生産性が高く，20 t 級より狭所作業性に優れており，市街地や郊外の造成，河川など一般土木工
事から産業廃棄物処理，建物解体，林業など幅広い現場で活躍している。近年では ICT建設機械として
も活躍している。
本稿では，油圧ショベルに求められる作業性能だけでなく，安全性やオペレータの快適性，デザイン性
を向上させた新型の後方超小旋回油圧ショベル SK135SR-7（以下「本開発機」という）について紹介する。
キーワード：‌�油圧ショベル，後方超小旋回，SK125SR-7，SK135SR-7，SK130SR+-7，産廃仕様

1．はじめに

日本の建設現場は，道路工事や管工事などのインフ
ラ工事や建物が隣接する現場での解体工事，建屋内で
の産業廃棄物処理など狭隘な場所での作業が多く，機
械後方の張り出しが少ない後方超小旋回ショベルが一
般的に使われている。
また近年は，建設業における労働人口減少を背景

に，魅力ある建設現場の実現に向け，管理監督者の安
全意識の高まりや更なる生産性向上ニーズに対応した
建設機械が求められている。
本開発機（写真─ 1）は 2019 年 5 月に販売開始し
た新型 7 t 級油圧ショベル「SK75SR-7」のコンセプト
を踏襲した 7型シリーズとして，作業効率や生産性を
従来機比で大幅に向上させるとともに，安全性や快適
性を追求し，各種新機能の追加と，外装及びキャブ内
装を一新したモデルである（従来機である SK135SR-5
を写真─ 2に示す）。
また，様々な使用用途のニーズに対応するため従来

機同様の建物解体仕様，林業仕様に加え，今回新たに
粉塵の多い産廃処理現場に適合した産廃専用機を開発
した。

2．本開発機のコンセプト

本開発機では，7型シリーズの「Performance×Design 
（パフォーマンス クロス デザイン）」をコンセプト
に，ショベルの基本性能である掘削力や作業スピード

の向上，安全機能の向上，多用途への対応などの体感
できる Performance とキャブ内快適性の向上，堅牢
かつ先進的な内外装のDesign を実現した。
具体的な開発項目を以下に記載する。

特集＞＞＞　建設機械

写真─ 1　本開発機

写真─ 2　従来機
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（1）生産性の向上
従来機から低燃費性能と低騒音で高い評価を得てい

るが，これに加えて作業効率を上げるため，掘削負荷
に応じた最適な油圧制御へ変更し，さらにバケットシ
リンダやバケットピン間距離を見直すことで掘削力を
向上させ，サイクルタイムを従来機比 8％改善した。
従来機では，尿素水タンクを機械上部に設定してお

り，尿素水給水時，機械上部へ上がる必要があったが，
本開発機は，尿素水を地上から給水できるレイアウト
（写真─ 3）に改善することで，ピットインタイムを
削減した。

（2）オペレータ視点の快適性向上
作業中及び作業外で快適な空間を提供するためにサ

スペンションシートを標準設定した。
エアコンの風が効率よくオペレータに当たるよう

に，背面から首元に向けた送風を追加設定した（写真
─ 4）。また，直感的にエアコン操作がし易いダイヤ
ル式を採用し，夜間でもわかりやすいようにバックラ
イトを追加した。

モニターは 10 インチ大型モニターを搭載し，必要
な情報を読み取りやすく，さらに運転姿勢でモニター
操作を手元で容易にできるようにジョグダイヤルを設
定した（写真─ 5）。

（3）環境対策（騒音，燃費）
従来機同様に iNDr（Integrated noise＆dust reduction 
cooling system）を踏襲することで，国内超低騒音基
準を達成している。周囲環境への配慮はもとより，疲
れにくい作業環境をオペレータに提供している。
燃費については，（1）の通り，油圧システムの効率
向上によりサイクルタイム短縮を実現しており，同じ
容量の燃料で行える作業量を従来機比で 9％改善して
いる。

（4）多様な先端アタッチメントにマッチング
13 t 級ショベルは汎用性が高く，様々な用途で使用
されるため，幅広い種類の先端アタッチメントが装着
される。アタッチメントによって設定圧力や必要流量
が異なること，また，その重量や作動圧の違いから複
合操作時の動きが変わってしまうことから，容易な油
圧設定変更，複合操作性への改善要望があった。
本開発機では，アタッチメントモードの選択数を
11 個に増加させ，バケット，ブレーカ，ニブラの従
来機同様のモードに加え，回転グラップル，チルトロー
テータなど様々なアタッチメントモードを新規設定し
た。事前に各種設定項目をプリセットしておけば，モ
ニター操作だけで最適なアタッチメントモードをセッ
トすることが出来る。
各アタッチメントモードは，各固有の操作性課題に
対応できるサービス機能を設定し，流量及び圧力をモ
ニター操作でチューニングできる。

写真─ 3　尿素水の給水

写真─ 4　キャブ内装

写真─ 5　10 インチ大型モニターとジョグダイヤル
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（5）安全性の向上
高まりつつある建設現場の安全要求への対応とし

て，後方，左／右方の 3方向のカメラを標準設定する
ことで，機械周囲の広い範囲を 10 インチ大型モニター
で確認できるようにした。各カメラの個別画像に加え
て，3方向カメラの鳥瞰合成画像も 10 インチ大型モ
ニターに表示できる（写真─ 6）。

シートベルトについては，装着を促すシートベルト
アラーム表示を追加した。作業灯／前照灯は LEDを
採用することで照度アップと消費電力を低減，夜間の
視界確保に貢献する。室内灯も LEDを採用し，さら
にドア開閉と連動した自動点灯機能を追加している。
エンジン始動時にパスワード入力設定機能を設ける

ことで，盗難等に対するセキュリティを強化した。

（6）ITを活用した予防保全システム
従来機同様にエンジン水温や作動油温などをセンシ

ングして，分析結果に基づいたメンテナンスをユー
ザーへ提案することで，エンジンや油圧ポンプの故障
を抑制する予防保全システムを本開発機にも踏襲し
た。

3．産廃専用仕様の新規設定

廃プラや紙くず，木くずなど粉塵が多く発生する産
業廃棄物処理現場では作業環境が過酷で，ラジエー
ター目詰まりによるオーバーヒートの発生リスクが高
く，頻繁なメンテナンスが必要になってくるため，非
効率な作業環境となっている。このような環境への対
応を目的とした iNDr システムは，ラジエーター手前
に脱着容易な iNDr フィルターを設置することで，ラ
ジエーターへの粉塵の侵入を抑え，かつフィルターの
清掃も短時間で可能としている。

しかし，産業処理現場のように粉塵の極端に多い場
所では，この iNDr フィルターの清掃頻度も高くなる
ため，改善が求められていた。
そこで，本開発機では iNDr システムに加えて，油
圧式のリバーシブルエンジンファン（図─ 1）を採用
することで，エンジン冷却風とは逆方向に風を流し，
フィルターに付着した粉塵を外へ除去することができ
る。これにより，過酷な作業現場でもオーバーヒート
を起こさずに連続稼働することができた。
また，安全面への配慮から，エンジンの吸気口およ
び排気口にゴミ等の浸入を防ぐメッシュガードを設定
した。さらに，リバーシブルファンでフィルターから
排出された粉塵がバッテリー上部に堆積しないよう粉
塵防止カバーを設定し，容易に清掃できるようにして
いる。

その他，産業廃棄物処理現場のニーズに対応した本
開発機の特徴を以下に記載する。
①処理する対象物をつかみ機（フォークなどの先端ア
タッチメント）で掴む際，バケットシリンダロッド
やシリンダ配管を傷つけてしまい，油漏れが発生す
るケースがあった。本開発機では，シリンダのヘッ
ド，ロッドを反転して搭載する外部配管倒立シリン
ダ（写真─ 7）をオプション設定した。シリンダロッ
ド内にヘッド室／ロッド室行きの油通路（図─ 2）

写真─ 6　3 方向カメラの鳥瞰合成画面

図─ 1　リバーシブルファン

写真─ 7　倒立シリンダ
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を設けることで，先端アタッチメントから遠いロッ
ド部側にシリンダ配管を接続することができるた
め，作業時の配管損傷のリスクを軽減した。

②右前ガードを大型化することで，場内作業時にぶつ
けやすい右側パネルの破損を軽減させた（写真─8）。
③先端アタッチメントを手元レバーで操作できるよう
に，ハンドコントロールプロポーショナルレバーを
設定した。

4．おわりに

少子高齢化，熟練オペレータの減少，働き方改革と
いった社会環境変化を踏まえて『i-Construction』で
国土交通省から提唱された建設現場の生産性 /安全性
の向上の流れに加え，ESG 事業に代表される世の中
の価値観の変化を受けて，建設現場で求められるニー
ズは益々多様化しており，そのスピード感を増してき
ている。
油圧ショベルの商品開発においても，従前より建設
／土木作業に求められている基本性能の追及はもとよ
り，解体，林業，金属／資源リサイクル分野も含めた
業界の抱える様々な課題解決の一助となる商品を企
画，提案していくことで，誰もが働ける現場を実現し，
豊かな社会づくりに貢献していきたい。
�

図─ 2　倒立シリンダの油通路

写真─ 8　右前大型ガード

［筆者紹介］
杉野　聡（すぎの　さとし）
コベルコ建機㈱
ショベル営業本部　商品企画部
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次世代型 Cat® ミニ油圧ショベルの導入

五十畑　雅　敏

次世代型Cat® 油圧ショベルとして小型及び中大型油圧ショベルに展開されているNext Generation Cat 
Hydraulic Excavator（NGH）のコンセプトを継承した，次世代型Cat ミニ油圧ショベル（以下「本ミニショ
ベル」という）を導入した。車両クラスは 1.5 トンから 4トンの小旋回油圧ショベルで，世界中から寄せ
られた顧客の声と更なる車両の改良点を抽出，反映させた。それらは，オペレータ視点から抽出された性
能改善のみではなく，オペレータの技能・経験，さらには車内環境を改善させる機能。整備・車両メンテ
ナンス視点から抽出されたチルトアップ機構。アフターサービス視点でのコンポーネントレイアウトの共
通化，部品供給の改善などが盛り込まれている。本稿ではこれらの新機能や特徴について紹介する。
キーワード：‌�油圧ショベル，小旋回，チルトアップ機構

1．はじめに

2017 年に導入された 20 t クラスの次世代型 Cat 油
圧ショベルに続いて，ミニ油圧ショベルでも 2018 年
に 2 t クラス，2021 年に 3 t クラスを導入した。モデ
ルラインナップは 1.5 t から 4 t まで，海外仕様を含め
た 9モデルであり，小型及び中大型油圧ショベルから
続くNext Generation コンセプトと特徴を継承してい
る（図─ 1）。それに加えて，現在世界中にある既存
機を通して入手された要望を分析し「顧客の声」を抽
出した。そして，「顧客の声」を反映した試作試験機
を製作し，顧客による試運転ならびにインタビューを
重ね，本ミニショベルの新機能を確立した。それらは
車両の性能改善だけではなく，オペレータ視点，整備・
メンテナンス視点，アフターサービス視点といった，
車両にかかわるあらゆる視点からの「顧客の声」を反
映させている。
従来からミニ油圧ショベルは一般土木工事で使用さ

れることが多く，「多用途性」を求められるのも一つ
の特徴である。工事はレンタル車両を使うことも多
く，利用するユーザは年齢，技術，経験も様々であり，
工事現場も公共工事から住宅地など多岐にわたり，使
用するアタッチメントも数限りなく，非常に幅広く
色々な環境下で利用されている。本稿で紹介する本ミ
ニショベルは，前述の「顧客の声」と「多用途性」に
応えるために開発された。掘削・吊り作業といった車
両性能改善と共に，自分の好みの操作方法に設定変更

可能な「作業機操作チューニング」，快適なオペレー
タ空間のための「エアコン機能（2t クラス）」，ホイー
ルローダやブルドーザと共通の操作方式「スティック
ステアコントロール」。整備・メンテナンスでは，点
検をより容易にするための「チルトアップ機構」，よ
り長時間車両を動かし続けられるよう作動油・フィル
ター交換時間の延長も行った。アフターサービスで
は，機種間のレイアウトを共通化することでメンテナ
ンス性，ならびに部品共通化の改善をし，顧客の追加
要望に迅速に対応できるよう部品のキット化なども
行った。以降，これら新機能の一部を紹介する。

2．製品群，仕様

本ミニショベルとして導入した機種は 9 モデルあ
り，そのうち国内導入は 301.7CR，302CR，303CR，
303.5CR，304CR の 5 モデルである（表─ 1）。これら
はNext Generation コンセプトの元，オペレータイン
ターフェース（ジョイスティック，コントローラ，モ
ニタなど）は上位機種も含めた共通部品を多く使用し
ている。車両仕様としては，オペレータ保護構造
ROPS/TOPS を有する Cab，Canopy，脱着式の簡易
Canopy も開発した（写真─ 1）。下部走行体は固定脚
走行体の他に，狭所を通過しての作業（屋内作業，住
宅地造成等）も考慮した拡幅式走行体（301.7/302/304）
も準備した。その他従来同様のオプション設定とし
て，ゴム／鉄クローラ，スタンダード／ロングスティッ

特集＞＞＞　建設機械
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ク，3トン以上ではショベルクレーン仕様も揃えてい
る。

3．オペレータ視点

前述したように，ミニ油圧ショベルの特徴の一つに
多用途性がある。様々なオペレータが車両をレンタル
することはもちろん，1台の車を様々なオペレータが
同現場で使用することもある。作業現場は地下や屋内
も含めた多岐にわたり，多種多様なアタッチメントを
駆使して作業に当たる。ここではまず，本ミニショベ
ルのオペレータ視点からの新機能について紹介する。

（1）作業機操作チューニング（図─ 2）
油圧ショベルの操作の好みはオペレータ個人，熟練
度，あるいは国や地域によっても異なると言われてい
る。また作業現場によってもその操作は違ってくる。
周囲に障害物のない広い現場，歩行者がすぐ近くを通
るような側道，あるいは隣接する住宅の狭隘地作業な
ど，現場の状況によっても作業機の動かし方は変わっ
てくる。そこで本ミニショベルでは，「作業機スピー
ド」，「レバー反応速度」をオペレータが自ら，目前の
モニタ画面で調整することが可能な機能を搭載した。
「作業機スピード」は，各作業機の速度を，「レバー反
応速度」はオペレータが操作するジョイスティックレ
バーの反応感度をそれぞれ基本の 3 パターン（ス
ロー，ミディアム，ファースト）から選択でき，それ
らを自由に組み合わせることでオペレータの要求・好
み，あるいは作業現場に適切な操作に調整することが
できる。

（2）スティックステアコントロール（図─ 3）
スティックステアコントロールは，北米などで広く
使われているスキッドステア，中大型のブルドーザ，
ホイールローダでは主流となっている操作方法で，
ジョイスティックで走行操舵（前後進，左右操向）す
るものである。ミニ油圧ショベルは従来，足元 2本の

図─ 1　次世代型 Cat® ミニ油圧ショベル

表─ 1　主な国内仕様表

写真─ 1　オペレータステーション
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走行レバーを前後させることで走行操舵を行ってき
た。本ミニショベルではこの走行操舵を左ジョイス
ティックのみで行う事ができるようにした。ジョイス
ティックは通常作業機の操作に使われるが，ジョイス
ティックのボタンを押すことで作業機の操作から，ス
ティックステアでの走行操作への切替が可能である。
このスティックステアコントロールの利点は様々あ
る。例えば，走行操舵が左手のみで行うことができ，
長距離の現場間移動，ブレードとの整地作業などを行
う際も通常の掘削操作を行う姿勢のまま，ジョイス
ティックから手を放すことなく操作することが可能で
ある。

（3）クルーズコントロール
クルーズコントロールは，長距離走行時などにおい

て走行操作をすることなく走行継続することができる
機能である。走行操作をスティックスティアコント
ロールに切替え，左ジョイスティック裏のトリガーボ
タンを押すことで走行操作状態を維持するもので，レ

バーを保持し続けなくても走行を継続する。本機能は
長距離移動を必要とする場合に有効であり，低速とい
えども悪路を長時間走行するようなケースにおいても
オペレータの快適性に寄与できると考える。

（4）Cabエアコン
302CR においては，Canopy 仕様，Cab ヒータ仕様
の他に，Cab エアコン仕様を追加した。従来このクラ
スでは車両が小さいためユニットの配置スペースが限
られ，またエンジン出力からも十分なエアコン性能を
発揮することは難しかった。次世代型 Cat ミニ油圧
ショベルでは，電動コンデンサを車両後方上部に配置
することでこのクラスでの Cab エアコン設定を可能
にした。密閉式 Cab でのエアコン性能は十分な冷却
性能を持ち，このクラスにおいても上位機種同様，オ
ペレータが快適に作業することが可能になった。

図─ 2　作業機操作チューニング概要

図─ 3　スティックスティアコントロール
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4．整備・車両メンテナンス視点

今回，本ミニショベルを 9モデル導入したが，その
レイアウトはほぼ共通にした。主なコンポーネントの
レイアウトを共通にすることで整備作業者に理解され
やすくなった。本ミニショベルでは，チルトアップ機
構も導入し，さらに点検・整備の改善も行った。

（1）チルトアップ機構（写真─ 2）
今回開発した運転室のチルトアップ機構は，既存機

のメンテナンス性をさらに向上させる機構である。特
に床下に配置した油圧機器，ならびにエンジンへのア
クセスを大幅に改善する目的で，チルト機構の支点を
キャビン後方とした。チルト角は作業者の上半身が無
理なくオペ下にアクセス，点検・整備作業が可能な開
口角度とし，自動メカロック機構によりチルト状態を
常に安全に保っている。チルト時の安定性を確保する
ために追加保持バーも装備している。チルト状態にす
ることにより床下の油圧ホース・配線・機器は全て見
渡すことができ，エンジンへのアクセスも容易であ
る。ただし，このチルトアップ機構は特別な点検・修
理の場合を想定しており，通常の日常点検は従来機種
同様，左右ならびに後方カバーを開けることで十分可
能である。

（2）サービス時間の延長
チルト機構に加え，車両点検・整備サービスの頻度
を減らすために使われる作動油に特殊な添加剤を加
え，そのオイル交換間隔を延長させた。これにより車
両整備・メンテナンスの頻度を少なくすることができ
るだけでなく，稼働可能時間が延び，操業コストが改
善，最終的には所有コストも引き下げることができる
と期待している。

5．おわりに

本稿にて紹介した本ミニショベル次世代型 Cat ミ
ニ油圧ショベルは，世界中から収集した「顧客の声」
を反映し，ミニ油圧ショベルの特徴である「多用途性」
に着目しながら，車両に携わるいろいろな視点に対し
新機能を数多く搭載したものとなっている。これらの
機能がミニ油圧ショベルを使う関係者に対し，改善す
る一つのソリューションになることを期待している。

謝　辞
最後に，本開発ならびに執筆にご協力いただいた皆
様に感謝すると共に，引続き世界中の多くのお客様の
ニーズに合った製品を開発していく所存である。
�

写真─ 2　チルトアップ機構

［筆者紹介］
五十畑　雅敏（いそはた　まさとし）
キャタピラージャパン合同会社
ミニ油圧ショベル開発部　新規開発プロジェクト
プロジェクトチームリーダ



33建設機械施工 Vol.74　No.1　January　2022

振動ローラ自律運転システムを搭載した 
コンセプトマシンの開発

田　中　正　道・日　暮　昌　輝・佐　藤　毅　一

我国の建設業においては，生産労働人口の減少，熟練技能者の高齢化を背景として，省人での生産性向
上が課題となっており，自律運転する建設機械の開発に期待が寄せられている。そこで，人と機械が協調
し，施工現場全体の安全性と生産性の向上を図る協調安全と，高度な自律運転の両立を実現する協調型建
設機械の核となるシステムプラットフォーム「ZCORE」（ズィーコア）の思想を搭載した振動ローラ自律
運転システムのコンセプトマシンを開発した。
本自律運転システムは，走行経路ミッションを指示する運行システム，作業履歴をリアルアイムで見える
化した転圧進捗管理システムと，施工現場の変化に対応できる「認識・判断・実行」機能で構成される。本
稿では締固め作業の省人化・生産性向上に寄与する振動ローラ自律運転システムについて概要を紹介する。
キーワード：‌�自律，自動，振動ローラ，無人，協調安全，無線

1．はじめに

我国の建設業においては , 生産労働人口の減少 , 熟
練技能者の高齢化を背景として , 省人での生産性向上
が課題となっており , 自律運転する建設機械に期待が
寄せられている。
そのため，施工現場の安全性と生産性の向上を図る

ための ICT・IoT システムや，人と協調して作業する
自律型建設機械の開発に取り組んでいる。そのひとつ
として，土工用振動ローラによる自律運転システムを
開発した。
道路は，大きく分けて路床，路盤，基層，表層の 4

つの層から成り立つ。土工用振動ローラは，土台とな
る路床の締固めで活用され，ダムや空港，宅地造成な
どの整備でも使用する。強靭なインフラを構築するた
めには，荷重を十分支持できるだけの強度を備えた土
台を形成する必要があり，均一に踏み残しが無いよう
機械を何度も往復移動させる必要がある。そのため，
自律運転には高い走行精度が要求される。
本稿では，締固め作業の省人化・生産性向上に寄与

する振動ローラ自律運転システムについて概要を紹介
する（写真─ 1）。

2．車体

土工用振動ローラは，転圧ドラム，転圧ドラム支持

フレーム，ステアリング・オシレート部，運転席，リ
ヤフレーム，リヤタイヤ，エンジンなどから構成され
る締固め機械である。ZC120S-6（以下，本量産機と
いう）は，初めて開発した土工用振動ローラである（写
真─ 2）。
本量産機は，最高走行速度調整や前後進操作，エン
ジン回転数制御などに電気制御方式を採用すること
で，オペレータ操作感覚をソフトにて調整が可能であ
る。また，転圧ドラム用の回転センサ，リヤタイヤ用
の回転センサ，ステアリング角度センサ，車体傾斜角
度センサなど各種センサの搭載を可能とし，機械状態
の把握を可能としている。これら電気制御化やセンサ
の搭載により，自律運転システムを比較的容易に組み
込むことが可能となっている。
また，本コンセプトマシンは，無線リモートコント
ローラ操作や自律運転での稼働を想定し，運転席を排
除していることが外観上の特徴である。
自律運転システムに必要なコントローラや GNSS

特集＞＞＞　建設機械

写真─ 1　振動ローラ自律運転システム搭載機（コンセプトマシン）
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アンテナ，IMUセンサは，本来運転席があった空間
に収納し，また運転席用のラバーマウントにて防振支
持をしている。
機体の最上部にはGNSSアンテナを搭載している。

3．エンジン始動・停止

本コンセプトマシンのエンジン始動・停止は，グラ
ウンドから操作できる本体側面の操作盤にて行う。作
業中はロックが可能なカバーを有する操作盤には，
ホーンボタンや非常停止ボタン，機械の状態をチェッ
ク可能な液晶モニタを搭載している（写真─ 3）。

4．無線リモートコントローラ

トレーラなど車両運搬車への本コンセプトマシンの
積込・積み下ろしや，作業現場までの移動は，無線リ
モートコントローラ操作にて行う。無線リモートコン
トローラの有効化は，操作盤にて切り替えを行うが，
無線送信機の電源状況を監視するインタロックも設け
ている（写真─ 4）。
無線リモートコントローラは，前後進操作，走行速
度調整，左右操舵，ホーン，エンジン回転数調整が可
能である。小型軽量の無線送信機を採用し，バンドに
て無線送信機を操作者の腰に固定ができ，両手を使用
しての操作が可能である。また万が一，操作中にオペ
レータが転倒した場合や無線リモートコントローラを
誤って地面に落下させた場合には，無線リモートコン
トローラ内の傾斜センサが検知し，機械動作を停止す
る機能も搭載した。

5．LED表示器

周囲作業者との協業において，機械とのコミュニ
ケーションは非常に重要であるため，本コンセプトマ
シンでは，コミュニケーションツールとしてブザー，
フラッシュライト，LED表示器を搭載した。LED表
示器は，無線リモートコントローラ操作や自律運転な
どの動作モードのみならず，作業状態や作業内容，作
業進捗など多くの情報を表示することが可能である
（写真─ 5）。
多くの情報を発信することで，周囲の作業者が容易
に機械の動作状況や健康状態を把握でき，機械周囲の
作業者と協調して施工が行うことが可能である。

6．車載カメラとビューア

本コンセプトマシンの左右前後にカメラを搭載し，
無線 LANや LTE回線を介して，4つのカメラ画像を

写真─ 2　本量産機

写真─ 3　操作盤

写真─ 4　無線リモートコントローラ
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同時に閲覧することができるビューア機能を搭載した。
無線 LANを介して得た画像はスマートフォンに表

示することができ，無線リモートコントローラ使用時
の視界補助として活用可能である。（写真─ 6）
また LTEを介して機械と接続した端末では，遠距

離での作業状況把握が可能である。
夜間でも画像が取得できるように，カメラ近傍には

LEDライトを搭載した。

7．衝突被害軽減アシスト装置

車両の前方と後方に搭載した物体検知センサによ
り，経路上の物体を検知し，車体との距離に応じて，
減速あるいは停止することで，衝突被害の軽減を支援
する衝突被害軽減アシスト装置を装備した。（写真─
7）。物体を検知した情報は，LED表示器に表示する
ことも可能である。
また，車載センサの検知のみならず，稼働現場の周
囲に配置したセンサにて稼働現場への作業者の侵入を
検知した場合，機械を停止することも可能である。

8． 転圧管理システム  
Solution Linkage Compactor

Solution Linkage Compactor（ソリューション　リ
ンケージ　コンパクター）は，転圧作業における土砂
の転圧状況を管理するソリューションであり，施工す
る転圧領域の設定と，機械の走行経路，転圧実施回数
を管理・表示するシステムである。
無線 LANや LTE を介して機械と接続した端末に
より，リアルタイムで転圧状況を確認でき，衛星測位
システムを活用して機械の走行データを記録し，転圧
回数を色の違いで表示できるため，踏み残しや転圧が
不足している箇所も一目で確認が可能となる（写真─
8）。

写真─ 5　LED 表示器表示例

写真─ 7　衝突被害軽減アシスト装置

写真─ 8　Solution Linkage Compactor モニタ画面写真─ 6　車載カメラとビューア
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また，転圧記録をクラウドから取り出すことで，過
去の作業内容の確認や，作業履歴の帳票を作成するこ
とも可能である。

9．ZCORE（ズィーコア）

人と機械が協調し , 施工現場全体の安全性と生産性
の向上を図る協調安全と , 高度な自律運転の両立を実
現する協調型建設機械の核となるシステムプラット
フォーム「ZCORE」（ズィーコア）の思想を搭載した
（図─ 1）。
これにより，オペレータが作業時に行っている「認

識・判断・実行」のような高度な自律運転や，自動施
工に必要な機能拡張を容易かつ柔軟に実現することが
可能である。

10．おわりに

自律運転する建設機械の市場は創生期であるため ,
今回開発した本自律運転システムを用いて，お客様と
ともに ,施工現場内での運用方法を追求するとともに ,
監視デバイスや他の建設機械と協調したシステムへ拡
張する計画である。
�

図─ 1　 ZCORE 概念図
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緊急ブレーキ装置（後進用）搭載 
新型振動タイヤローラの紹介
独自の振動システムと安全性を融合させた GW754G

 小　竹　勇　毅

振動タイヤローラは，タイヤのニーディング作用と振動締固め作用を組み合わせた動的ニーディング作
用によって，アスファルト混合物の密度を増加させ表面の水密性を向上させることで，押し出しや引きず
りを起こすことなく，混合物表面のヘアークラック発生を抑制し締固めることが可能である。特に，締固
め密度と水密性や表面のキメが求められるアスファルト混合物などの転圧において，9～ 25 t クラスの大
型タイヤローラと同等以上の締固め効果を発揮する。本稿では，この独自の振動システムを備えている振
動タイヤローラに先進の安全性を融合させ，更に施工環境への配慮など，多様な要求に応えるべく開発さ
れたGW754G（以下，本機種という）について紹介する。
キーワード：‌�振動タイヤローラ，安全性，施工環境への配慮，緊急ブレーキ装置，動的ニーディング作用

1．はじめに

新機種を市場に導入する際の要求事項として，エン
ジン排出ガス規制の適用は勿論のこと，更なる安全性
の向上，施工環境への配慮など，多様性が求められて
いる。本稿では，これら多様な要求に応えるべく開発
された本機種について紹介する。

2．本機種の紹介

写真─ 1に本機種の外観を，表─ 1に概略仕様を
示す。本機種は、9 t クラスの振動タイヤローラで，4
段階の振幅を選択できる振動機構により，小型かつ軽
量ながら 25 t クラスの大型タイヤローラと同等以上
の締固め効果を発揮する。従来のタイヤローラの特性
であるニーディング作用に振動が加わることで，動的
なニーディング作用を助長させ，骨材の噛合せならび
にモルタルの充填効果が向上し，緻密で耐久性の高い
舗装が構築できる。特に，密度の均一性と高い水密性
が要求される SMA（砕石マスチック舗装）の施工に
活用される。
また，従来の大型タイヤローラに代わり本機種を使

用することで，必須であったバラスト用の大量の水や
鋼材が不要となり，重量調整時の給排水や鋼材着脱の
手間が省略でき，水資源の節約と準備時間の短縮に貢
献できる。

特集＞＞＞　建設機械

写真─ 1　本機種外観

表─ 1　本機種概略仕様

従来機 本機種

機種名 GW751 GW754G

質量（運転質量）� ［kg］ 9,000 9,030

寸法（全長×全幅×全高）�［mm］ 4,540×2,200×2,975 4,695×2,200×3,150

締固め幅� ［mm］ 1,950 1,950

起振力（前輪）（1/2/3/4）�［kN］ 6.4/19.0/32.4/45.1 6.4/19.0/32.4/45.1

起振力（後輪）（1/2/3/4）�［kN］ 7.8/24.5/41.9/58.4 7.8/24.5/41.9/58.4

振幅（1/2/3/4）� ［mm］ 0.1/0.3/0.5/0.7 0.1/0.3/0.5/0.7

振動数� ［Hz］ 40 40

走行速度（変速）� ［km/h］ 0 ～ 3/0 ～ 6/0 ～ 9 0 ～ 6/0 ～ 12

機関（メーカ） クボタ クボタ

　　（型式） V3800-CR-TI-WDR V3800-CR-TI-YDR

　　（定格出力）� ［kW/min－1］ 80.8/2,400 81.8/2,400

燃料タンク容量� ［L］ 130 130

散水タンク容量� ［L］ 560 730
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（1）安全性
（a）緊急ブレーキ装置（写真─ 2）
緊急ブレーキ装置は，NETIS（新技術情報システム）

に登録されており（登録番号：HK-180024-A），以下
に示す 3つの安全機能（トリプル・セーフティ機能）
で構成されている。
①セーフティⅠ：車両後方に取り付けた 3Dセンサに
より作業者や重機などの対象物を検知した後，衝突
の危険が高まっていると判断した時に，衝突回避ま
たは衝突被害軽減のために緊急ブレーキを作動させ
る機能

②セーフティⅡ：ディスプレイの表示とスピーカから
の警報音や自動音声により，オペレータと周囲作業
者に警告する機能

③セーフティⅢ：車両後方に設置した後方カメラによ
り撮影された画像をディスプレイに表示し常時モニ
タリングすることにより，オペレータの後方監視を
支援する機能
検知センサには光学系の 3D センサを使用してお

り，発射した光の反射時間を測定している。反射時間
から算出した対象物までの距離と作業速度から，衝突
するまでの予測時間を算出して危険と判断した場合に
自動で緊急ブレーキを作動させる。図─ 1に示すよ
うに，対象物までの距離と作業速度に応じて緊急度を

3ゾーンに分けることで，適切なタイミングでブレー
キが作動する。尚，周囲条件により検知具合は変化す
る。3Dセンサは，光の反射を測定しているため，暗
色系（紺色や黒色など）の作業着は検知しにくく，明
色系（白色，橙色など）の作業着は検知しやすい傾向
にある。また，反射シート付き安全チョッキは，光が
入ってきた方向に光を反射する再帰性反射材が使用さ
れているため，非常に検知しやすい。図─ 2に示す
ように，作業着の色や反射シートによって検知のしや
すさに差が生じるため，反射シート付き安全チョッキ
の着用を推奨している。

加えて，3Dセンサはその性能上，アスファルト合
材の熱により蒸発した湯気（水蒸気）や土埃なども作
業者と同様に認識する特性があり幅広く検知されてし
まうが，湯気や土埃などと作業者では反射強度に違い
があるため，その性質を活用することで，湯気や土埃
を対象物から除去し，不必要な緊急停止を最小限に抑
制することが可能となった。
図─ 3に作業者と湯気の両方を検知した点群デー
タを，図─ 4に湯気データを除去した点群データを
示す。
今後，更に安全性を高めるため，検知精度の向上に
取り組んでいく。
（b）エンジン始動安全装置
前後進レバーがニュートラル位置かつ駐車ブレーキ

写真─ 2　緊急ブレーキ装置

図─ 1　緊急ブレーキタイミング

図─ 2　作業着の色と検知のしやすさ

図─ 3　作業者と湯気の両方を検知したデータ
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が作動している時にのみ，エンジンが始動可能となる
安全装置を採用し，エンジン始動時の車両の予期しな
い発進を防止している。
（c）3系統のブレーキシステム（図─ 5）
ブレーキ系統に異常が発生した場合でも車両を確実

に停止できるようにするため，緊急ブレーキ装置に加
えて，異なる 3系統の車両制動装置を採用し，安全性
を向上させている。3系統のブレーキは，通常ブレー
キ，駐車ブレーキ，緊急足踏みブレーキに区分けされ
ている。通常ブレーキは，車両走行時に前後進レバー
をニュートラルの位置に操作することによりHST（静
油圧）ブレーキを作動させている。駐車ブレーキは，
車両駐停車時に計器板のボタンスイッチを操作するこ
とによりネガティブブレーキを作動させている。緊急
足踏みブレーキは，緊急事態時にフットペダル操作を
行うことで，HST（静油圧）ブレーキとネガティブ
ブレーキを同時に作動させている。尚，フットペダル
を踏むと前後進レバーは自動的にニュートラルの位置
へ戻る構造となっている。
（d）左右 90°旋回座席（写真─ 3，4）
座席，ハンドル，計器板が一体となり，左右に最大

90°まで回転し固定することが可能な旋回座席の採用
により，後方の視認性を向上させている。これにより，
後進時の身体や首の無理な振り返り動作を少なくし，

オペレータの負担を軽減させると共に，作業時の安全
性を向上させている。
（e）ハザードスイッチ（写真─ 5）
ハザードスイッチを標準装備することで，作業時や
駐車時の安全性を向上させている。
（f）大型サイドミラー（写真─ 6）
後方の視認性向上のため，大型サイドミラーを備え
ている。更に，緊急ブレーキ装置の後方カメラを併用
することにより，従来機よりも広い範囲が確認可能と
なり，車両側面の死角範囲も減少したことで，後方及
び側方の安全性を向上させている。

（g）いたずら防止システム
計器板やサイドカバー，ボンネットフード，及びバッ
テリカバーに，南京錠を取り付ける事が可能ないたず
ら防止機構を標準装備している。
（h）超音波式安全装置（オプション）（写真─ 7）
車両前端に搭載された超音波式安全装置（当社商品
名：ミハールⅤ）は，超音波エコー検知方式（アクティ
ブソナー）を利用し，検知エリア内に作業者を含む障
害物を検知すると，本体内蔵の警報ブザー，外部警報

図─ 4　湯気を除去した検知データ

図─ 5　3 系統ブレーキイメージ図

写真─ 3　右 45°旋回位置 写真─ 4　右 90°旋回位置

写真─ 5　ハザードスイッチ

写真─ 6　大型サイドミラー
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ランプ，及び外部警報ブザーでオペレータと周囲作業
者に注意を喚起し，事故を未然に防ぐことができる。

（2）施工環境への配慮
（a）環境性能
本機種は，国土交通省が定める特定特殊自動車排出

ガス 2014 年基準（図─ 6），及び道路運送車両の保安
基準平成 26 年排ガス規制に適合している。
ディーゼル微粒子捕集フィルター（DPF）搭載に

より粒子状物質（PM）の排出を低減し，大気環境へ
与える負荷を軽減している。また，従来の大型タイヤ
ローラに比べ，タイヤの振動作用により締固め効果を
向上させたことで，少ない転圧回数で所要密度が得ら
れる。そのため，燃料消費量が低減し，CO2 の排出量
が削減されている。

（b）騒音性能
国土交通省の低騒音型建設機械の指定に関する規定

（低騒音基準 104 dB 以下）を満足していることに加
え，ECO（エコ）モード作業中は低騒音基準値より
7 dB 低い騒音値となっている（社内試験比）。図─ 7

は，低騒音基準を満足していることを示した銘板であ
る。更に，写真─ 8に示すバックブザーオフスイッ
チを標準装備したことで，必要に応じてバックブザー
音を停止させる事が可能となり，住宅街，学校，病院
周辺での使用や夜間工事における周囲への騒音の影響
を極力抑えるよう配慮されている。

また，橋梁上部の施工においても，橋梁下部への騒
音・振動の影響はほとんどなく，低騒音（振動）施工
を実現させている。
（c）燃費性能
ECO（エコ）モードを搭載しており，作業環境に
合わせて使用することで，フルスロットル時と比較
し，最大 13％の燃費性能向上となる（社内計算値）。
ECOモードは，スロットルスイッチの操作で容易に
モード切替えが可能である。ECOモードに切替える
と，コンビメータの ECO表示ランプが点灯し，オペ
レータに ECOモード低燃費運転中であることを通知
する。車両に貼付される ECOモードの銘板を図─ 8

に示す。

（d）締固め性能
振動タイヤの動的ニーディング効果により，自重の
9 t から 25 t 相当以上のタイヤローラの締固め能力範
囲を柔軟に調整できるため，施工内容に応じて，様々
な質量のタイヤローラの役割を一台で担える。調整方
法は振動スイッチを切替えることで，低振幅段から高
振幅段まで 4段階の振幅が選択可能である。
（e）機動性能
従来モデルを踏襲し，アーティキュレート式フレー
ム構造を採用することで，従来の大型タイヤローラに
比べ旋回時の踏み残しが少なく，レーン移動の際も小
回りが利き機動性は抜群である。更に，従来機よりも
車両最高速度が速くなったことで，待機場や施工レー

写真─ 7　超音波式安全装置

図─ 6　特定特殊自動車排出ガス 2014 年基準適合銘板

図─ 7　騒音低減銘板 写真─ 8　バックブザーオフスイッチ

図─ 8　ECO（エコ）モード銘板
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ンへの移動時間が短縮し，移動時のストレスも緩和さ
れる。

（3）主要装備
（a）アクセサリソケット（写真─ 9）
電気製品を使用する際の電源（12 V）の取出しを容

易にするため，ダッシュボードにカバー付差込式アク
セサリソケットを標準装備している。

（b）液晶モニタ付きコンビメータ（写真─ 10）
従来のコンビメータでは表示できずに計器板内に点

在していたディーゼル微粒子捕集フィルター（DPF）
の警告灯や，積算計，エンジン関連の警告灯，ECO（エ
コ）表示ランプを，一つのコンビメータに集約したこ
とで，視認性が向上し容易に車両の状態を把握するこ
とが可能となった。

（c）�ディーゼル微粒子捕集フィルター（DPF）駐
車手動再生要求音声アラーム（写真─ 11）

コンビメータの点滅表示に加え，手動再生実行を促
す音声アラームを標準装備することで，オペレータは
視覚的・聴覚的にDPF手動再生要求が発報されてい
ることを確認できるため，再生忘れを防止することが
できる。
（d）サスペンション付きシート（写真─ 12）
振動吸収サスペンション付きシートの採用により，

走行時の乗り心地が向上し，オペレータの負担が軽減
している。
（e）大型キャノピー（写真─ 13）
キャノピーを大型化したことで，日よけ範囲が広が
り，快適性を向上させている。

3．おわりに

振動タイヤローラは，コンパクトな車体，高い締固
め能力，機動性により，幅広い工事で使用することが
できる。本稿で紹介した本機種 GW754G は，その従
来型振動タイヤローラの利点を維持しつつ、施工環境
への配慮と安全性を追求した新型振動タイヤローラで
ある。施工環境に及ぼす負荷の低減や建設機械の安全
性の向上に対する要求はより一層高くなると考えら
れ、引き続き取り組まなければならない課題である。
今後もこれらの要求に応え、タイムリーに製品を提
供し貢献できるよう、開発に努めたい。
�

写真─ 9　アクセサリソケット

写真─ 10　液晶モニタ付きコンビメータ

写真─ 11　DPF 駐車手動再生要求アラーム

写真─ 12　サスペンション付きシート 写真─ 13　大型キャノピー

［筆者紹介］
小竹　勇毅（こたけ　ゆうき）
酒井重工業㈱
開発本部　製品開発部　開発第 2グループ
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外部認識機能を搭載した 
自動運転油圧ショベルの開発

武　石　　　学・土　井　隆　行・野　田　大　輔

近年，建設機械の自動運転技術の開発が盛んに行われており，その中でも多様な作業に適用できる油圧
ショベルの自動運転技術の開発が強く望まれている。そこで筆者らは，ティーチングプレイバック方式の
自動運転油圧ショベルに外部認識機能を加えて，土砂位置とダンプトラックの荷台位置を考慮して動作す
る自動運転システムを開発し，実証実験を行った。その結果，土砂の荷こぼし，ダンプトラックへの接触
もなく，自動運転による積み込み作業が現場適用できることを確認した。また，外部認識機能を用いるこ
とで，オペレータ 1名が通常の油圧ショベルを操作しながら自動運転ショベルの運転管理が可能であるこ
とを確認した。本稿では，開発した外部認識機能と実証実験結果について報告する。
キーワード：‌�油圧ショベル，自動運転，ティーチング，外部認識，LiDAR

1．はじめに

建設業界では，就労者数の減少や就労者の高齢化へ
の対策として，建設機械の自動運転技術のニーズがあ
り，なかでも多様な作業に適用される油圧ショベルの
自動運転技術は，開発が強く望まれてきた。そこで筆
者らは，実際のオペレータの油圧ショベル操作を各種
センサで記録し，記録した操作を再現することで繰り
返し作業を自動化するティーチングプレイバック方式
による自動運転技術を開発した 1），2）。さらにセンサで
周辺の状況を把握する外部認識機能を追加し，土砂と
ダンプトラックの荷台位置に応じて動作位置を調整す
ることで効率的な作業が可能となる自動運転システム
（以下自動運転システム）を開発し，現場への適用性
を実証実験により検証した。本稿では，開発した外部
認識機能と実証実験結果について報告する。

2．技術開発の内容

自動運転システムが対象としている作業内容は，運
転手が苦渋に感じる単純な繰り返し作業である。自動
運転システムでは，実際のオペレータが油圧ショベル
を操作した際の各部位の挙動を各種センサで記録し，
記録した操作を再現する形で運転を自動化している。
しかし，自動運転においては単純な掘削・積み込み作
業であっても，掘削対象である土砂の位置や形状は一
定ではないため，対象物の状態を正確に認識できてい

ないとバケットが適切に土をすくい取ることはできな
い。同様に，積み込み対象であるダンプトラック荷台
位置が把握できないとダンプトラックへの接触や荷台
からの土こぼれが生じることとなる。
そこで，外部認識機能として油圧ショベルにLiDAR 

とカメラを搭載して外部にある対象物の形状と位置を
計測し，その情報をもとに動作の制御を行うことで効
率的な自動運転が可能になると考えた。このとき，制
御システムの開発はMBD（モデルベース開発），外部
認識機能の開発は ROS（Robot Operating System）
環境を適用して全体的な開発効率の向上を図っている。

3．システム概要

今回開発した自動運転システムの概要を以下に示す。

（1）使用機械
自動運転に使用した油圧ショベルはコベルコ建機製
の SK135SR-5 である（写真─ 1）。

（2）システム構成
油圧ショベルには位置・姿勢情報を取得する角度セ
ンサ，加速度計など各種センサを搭載しており，これ
らのセンサ情報は制御コントローラ（写真─ 2）に集
約される。外部情報は LiDARとカメラから取得し，
その情報は周囲認識コントローラ（写真─ 3）に集約
され，対象物の認識を行っている。

特集＞＞＞　建設機械
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（3）制御概要
オペレータは油圧ショベルを操作して自動運転させ

たい動作を行い，その際のバケット，アーム，ブーム
などの各部位の状態をセンサで記録し，その記録した
各部位の状態を再現することで自動運転するティーチ
ングプレイバック方式を採用している。これら動作内
容の記録と再現指示は，タブレットから遠隔で行うこ
とができるため，複数の油圧ショベルを 1人で自動運
転させることが可能である。
オペレータが操作した際の油圧ショベルの挙動が自

動運転動作の基本となるが，外部認識機能で検知した
対象物の形状や位置からバケットに適切な土量をすく
い取れるように掘削位置の調整を行っている。同様に
ダンプトラック荷台位置を検出することで，荷台に均
一かつ荷こぼれなく積み込むことが可能となる。外部

認識機能の採用により，自動運転の無駄ない効率的な
動作を実現したことが本システムの大きな特徴となっ
ている（図─ 1）。

（4）外部認識機能
LiDARとカメラを搭載し，AI を用いて掘削対象物
と積み込み対象部の位置と形状を認識，判断する外部
認識機能である（写真─ 4）。
（a）掘削対象物の認識機能
AI のひとつである教師なし学習のクラスタリング
を用いて，LiDAR 点群情報から掘削対象である土砂
山を判別し，土砂山の位置と高さを精度良く検知する
ことができる。
（b）積み込み対象部の認識機能
積み込み対象部であるダンプトラックの運転席背面
にあらかじめARマーカを設置する（写真─ 5）。AR

写真─ 1　自動運転に使用した油圧ショベル

写真─ 2　制御コントローラ

写真─ 3　周囲認識コントローラ

図─ 1　機器構成

写真─ 4　搭載した LiDAR とカメラ

写真─ 5　ダンプトラックへの AR マーカ
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マーカをカメラで検知してダンプトラックを特定し，
LiDAR 情報を使用することでダンプトラックの荷台
の位置を精度良く検知することが可能である。

（5）安全支援装置
自動運転動作する油圧ショベルが許容動作範囲を逸

脱しないように，記録した動作内容と自動運転中に計
測された動作内容を表示し，自動運転の動作が見える
化できるシステムを備えている（写真─ 6）。自動運
転する範囲から逸脱した場合，監視者が非常停止ス
イッチを押すことで運転を停止させるための安全支援
装置となっている。

4．実験方法

開発した外部認識機能が対象物を正しく認識・判断
でき，その内容をもとに人の運転操作と同様に自動運
転できることを実験により確認した。実験は積み上げ
た砂をダンプトラック荷台へ繰り返し積み込む一連の
動作について検証した（写真─ 7）。
自動運転の動作手順は次の通りである（図─ 2）。
1）�自動運転システムで油圧ショベルの各部位の挙動

であるセンサデータの記録を開始する。
2）�オペレータが油圧ショベルを操作し，バケットの
刃先位置によって掘削対象となる土砂の作業範囲
を指定する（①）。

3）�オペレータが土砂の作業範囲からダンプトラック
荷台に積み込むまでのショベルの動作軌跡を記録
する（②→③→④）。

4）�自動運転システムの記録を停止する。
5）�通常の油圧ショベルを操作しているオペレータが
操作タブレットで自動運転ショベルへ記録した動
作の再現を指示する（⑤）。

6）�AI による外部認識機能で検出，認識した掘削対象
の土砂山の形状・位置と積み込み対象のダンプト
ラック荷台を特定する（⑥→⑦）。

7）�特定した情報と記録したセンサデータから，自動
運転システムが掘削位置と動作経路を自動生成し
て自動運転の動作を実行する（⑧→⑨→⑩→⑪）。

8）�自動運転システムの外部認識機能は，バケットに
すくい取った土砂量を計測でき，ダンプトラック
への土砂積み込み累積量が設定値を超えると積み
込み動作を自動的に終了する。

写真─ 6　自動運転動作の見える化

図─ 2　自動運転の動作手順

写真─ 7　自動運転の状況
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5．実験結果

（1）外部認識機能の実験結果
図─ 3のように LiDAR で計測した情報とAI を用

いて土砂山を認識することができた。LiDAR の点群
情報に対して，判別した土砂山の位置形状は掘削位置
の基準となる地点で±200 mm以内の差異であったこ
とから，自動運転に問題のない精度で位置形状を認識
できていると考える。
また，LiDAR とカメラによる情報からAI が算定

したダンプトラックの荷台位置は，ショベルとの相対
位置で実測に対して±50 mm以内の差異であったこ
とから，現場適用に問題のない精度で認識できている
ことを確認した（図─ 4）。

（2）自動運転の実験結果
自動運転の掘削動作時と積み込み動作時のバケット

刃先先端の軌跡を図─ 5に示す。実験ではオペレー
タが別ショベルの運転席からタブレットを操作し，土
砂の掘削とダンプトラックへの積み込みが可能であ
り，1人で 2台の油圧ショベルを操作できることを確

認した。この時，土砂の荷こぼし，ダンプトラックへ
の接触もなく，十分に現場で適用できる積み込み動作
であった。
（a）掘削動作
繰り返し作業において，自動運転システムは認識し
た土砂山位置から自動的に掘削開始位置を決定でき
た。また，図─ 5に示したように，土砂山範囲をバケッ
トですくう毎に次の掘削位置を横ずらしする一連の動
作で，想定通りに土砂山全体を連続的に掘削できた。 
（b）積み込み動作
自動運転システムは，認識したダンプ荷台位置から
自動的に積み込み位置を決定し，ダンプ荷台範囲内で
自動的に積み込み位置を前後にずらすことで，ダンプ
荷台全体に平均的に土砂を積み込むことができた。ま
た，バケットにすくい取った土砂量を計測し，ダンプ
荷台の累積土砂量が設定値を超えると自動的に積み込
みを終了した。その後，自動的にダンプ荷台の土砂を
整形するための均し動作も適切に行われた。

6．現場実証

現在，開発した自動運転システムの現場適用性を検
証するため，実際の現場で実証実験を行っている（写
真─ 8）。シールド工事の現場において，ピットに貯
留している掘削土砂をダンプトラックに積み込む作業
を自動運転で行い，安全性や有人運転との速度比較な

図─ 4　ダンプ荷台位置の検出結果

図─ 3　土砂形状・位置の認識結果 図─ 5　認識結果から自動的に決定した刃先軌跡
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どを検証するものである。指定した自動運転の許容動
作範囲を逸脱することもなく，安全性については問題
ないレベルであるものの，データ通信の安定性や動作
速度について現場適用に向けた改善を行っているとこ
ろである。

7．おわりに

開発した外部認識機能が対象物の形状や位置を現場
適用に問題ない精度で検知でき，より効率的な自動運
転が可能であることを確認した。また，外部認識機能
を用いて動作内容を自動運転することで，オペレータ
1 名が通常の油圧ショベルを操作しながら自動運転
ショベルの運転管理が可能であることを確認した。こ
れにより，省人化，生産性の向上に繋がる自動運転シ
ステムであることが実証できたと考える。

現在，自動運転システムの現場適用性を実際の現場
で検証しているが，今後の展開として，走行や多様な
作業に適用できるより高度な自動運転システムを開発
することで，さらなる生産性向上を実現したい。
�

《参 考 文 献》
	 1）	武石学ほか：自動運転油圧ショベルの現場実証報告，土木学会第 75

回年次学術講演集，VI-1135，2020
	 2）	武石学ほか：自動運転油圧ショベルの現場実証，令和 2年度「建設施

工と建設機械シンポジウム」，No.41，2020

野田　大輔（のだ　だいすけ）
コベルコ建機㈱　技術開発本部
先端技術開発部　自動運転システム開発グループ
アシスタントマネージャー　

土井　隆行（どい　たかゆき）
コベルコ建機㈱　技術開発本部
先端技術開発部
自動運転システム開発グループ長

［筆者紹介］
武石　学（たけいし　まなぶ）
㈱安藤・間　建設本部
技術研究所　先端・環境研究部
先端グループ長

写真─ 8　自動運転の現場実証
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四足歩行ロボットを用いた現場管理業務の 
遠隔化・自動化に向けての取組み

錦古里　洋　介・三　室　恵　史・千　葉　　　力

建設・土木業界ではデジタル，ロボット技術を用いた開発が盛んに行われている中，昨今登場した四足
歩行ロボットはその高い性能から段差や階段といった移動時の障害物や，工事進捗に伴う周囲の変化にも
追従できる能力を有し，適用が期待されている。筆者らは，このロボットを現場に配置し，現場職員の移
動や業務の時間縮減を目的に現在研究開発に取り組んでいる。本稿では，3社が共同して実用に向けて加
速を図っている 3つの取組み「テレプレゼンス機能」「自動巡回による写真撮影機能」「トンネル坑内の自
動計測機能」の開発・展開について現状を報告する。
キーワード：‌�建設，土木，四足歩行ロボット，現場管理業務，遠隔化，自動化

1．はじめに

建設・土木業界は，慢性的な人材不足や高齢化とい
う問題を抱えており，かつ一般に他産業よりも業務時
間は長くなりがちといわれている。近年デジタル技術
やロボット技術を用いた業務改革が社会全般で推し進
められてきているが，当業界も他業界と同等以上に改
革が期待され，各所で研究開発が進められている。本
稿では，2018 年から進めている四足歩行ロボットを
用いた現場管理業務の遠隔化，自動化についての筆者
らの取組みを述べる。なお，本取組みは 2020 年から
会社の垣根を超え，鹿島建設㈱，㈱竹中土木，㈱竹中
工務店の 3社共同研究として進めている。その目的は
研究開発行為の合理的な分担や成果の共有であり，開
発速度の加速や成果の享受の裾野が広がることにも寄
与する狙いがある。

2．四足歩行ロボットの特長

筆者らが研究題材として扱っている四足歩行ロボッ
トはBoston Dynamics Inc.（アメリカ　以下BD社と
いう）製の「Spot」 で あ る。2017 年 末 に「Spot 
Mini」として発表されたが，現在は「Spot」（以下本
ロボットという）と呼称される。外観を写真─ 1，主
要諸元を表─ 1に示す。本章にて建設・土木現場で
の使用に適していると判断した主な特長について説明
する。

（1）移動能力
最大の特長が四足での移動能力である。建設・土木
現場には必ずある段差や階段，法面などについて，本
ロボットは自ら判断し乗越え，昇降することができ
る。また，一定以下の大きさの障害物に対しては自力
で迂回することができる。この動作はいずれも本ロ
ボットが自律的に動作してくれるため，特別な操作を
必要としない。この移動能力は，建設・土木現場の環

特集＞＞＞　建設機械

写真─ 1　四足歩行ロボット外観

表─ 1　主要諸元

項　目 仕　様
自重 32.5 kg（バッテリー含む）

寸法
全長 1,100 mm
全幅   500 mm
全高   840 mm（立位時：背中レベルまで）

平均作動時間 1.5 H（ペイロードなし）
積載荷重 約 14 kg
最高歩行速度 1.6 m/s
最大乗越え可能段差 300 mm
最大登坂角度 ±30 deg
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境下での使用に非常によく適合する。

（2）遠隔操縦と自律移動
本ロボットは 2種類の方法で動かすことができる。

一方は，操作者がコントローラを持ち直接操縦する方
法で，これを「遠隔操縦」機能と呼称する。写真─ 3

に標準コントローラを示す。インターネット回線を経
由することで，遥か遠く離れたところからの操縦も可
能になる。他方は，あらかじめ移動ルートを教えた後
はスタート地点へのセットと簡単な指示のみで，以後
自律的に歩行させる方法である。この歩行の方式は一
般に「ティーチング・プレイバック方式」といい，こ
こでは「自律移動」機能と呼称する。それぞれ用途に
応じて使い分けることで，効率的に運用が可能となる
ように開発されている。写真─ 4に自律移動の性能検
証を行った時の実験状況を，写真─ 5に自律移動の際
に本ロボットが内部で作成するマップの例を示す。

（3）カスタマイズ性
上記 2件は共に足回りに関する性能であるが，筆者
らの目的は移動ではなく，目的地に到着してから行う
業務である。その点本ロボットは背中に，ユーザーが
本ロボットを通じて行いたい機能（以下，ユーザー機
能という）を開発し搭載することができる。そのため
の本ロボットとの連携部分に必要なプログラムは BD
社より公開されており，ユーザーはそれを用いて足回
りである本ロボットと親和性の高いユーザー機能の開
発実装が可能となる。移動能力や操作性に加え，この
カスタマイズ性が最大の魅力であり，世界中にユー
ザーが多く存在している理由といえる。

3．ユーザー機能の開発と試行

2018 年当初より，本ロボット自身も改善が加えら
れ，次第に移動能力が高くなっていった。筆者らも自
身の建設・土木現場に本ロボットを持ち込んで，2章
に示す性能が実際の現場で発揮できるのかについて複
数回に渡る実験を行い，十分安定した移動能力と操作
性を確認することができた。本章では次のステップと
して進めている，本ロボットを用いた現場管理業務を
行うための，ユーザー機能の開発と試行の内容につい
て紹介する。

（1）テレプレゼンス機能
（a）機能概要
テレプレゼンスとは，遠隔地にいながら自身が現地
にいるかのように感じられる技術の総称である。一般
に操作者が没入感を感じられるように制作する意味合
いを持つが，ここでは現地との情報交信を不足なくで
きることを重視している。表─ 2に我々が必要とす
る機能の概要をまとめる。
表─ 2の内，高精細カメラのみは標準オプション
を用いてるが，その他は独自に開発を行っている。本
稿の実験当時は，スペックの調査や被験者評価を行っ

写真─ 2　階段昇降の様子

写真─ 3　標準コントローラ

写真─ 4　自律移動の検証実験

写真─ 5　内部マップの例
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ている段階であり，タブレット端末やモバイルプロ
ジェクターなどを個々に用意して架台に載せた初期モ
デルで行った。なお，本機能は 2．（2）に示す操作方
法の内，遠隔操縦での使用を想定している。目的地ま
で操縦し到着させた後，この機能で対象物を確認した
り，周辺にいる人物とコミュニケーションを図るもの
である。初期モデルの外観を写真─ 6に示す。
（b）実験結果
現場実験では実際の使われ方を想定し，遠隔地から

現地にいる人物との対話や，資料の投影などを適宜実
施し，建設・土木現場の喧噪の中でコミュニケーショ
ンがどの程度円滑に図れるか，専用のスクリーンなど
がない中で投影資料がどう見えるか，などの確認を
行った。同時に現場の当社職員にも広く評価をしても
らった。評価は総じて良好な意見が多かったが，喧噪
や明暗について想定以上の配慮が必要であることが分
かった。初回は中会議室向けのマイク・スピーカーセッ
トを用意したが，至近距離でも使用には耐えられず，
出力の大きな機器が必要であること，一方で 1対 1で
の対話が始まればヘッドセットに切り替えることで，
詳細なコミュニケ―ションを図れることも分かった。
プロジェクターを用いた資料投影は，上屋がかかって

いるような屋内では十分視認でき，多くの期待が寄せ
られた。実験初期には壁面への投影を考えたが，操作
者が場所を選定し位置合わせをすることが難しかった
ため，代わりに床のコンクリート面へ照射を基本とす
る方が簡潔でよりよいと判断した。
このような機能を日常的に広く使用するには，使いや
すさも重要な評価要素であるが，今後開発する実運用
モデルにおいては，機器の起動方法から，多くの操作
者が直感的に使用できるシンプルなユーザーインター
フェースなどにも配慮して進めていくこととしている。
高精細カメラによる現場管理は，目視確認の業務で
あれば十分精細であった。写真─ 7にそのコントロー
ラのモニター越しの目視確認の例を示す。一方，人間
の様に体を動かして覗き込むといった動作はできない
ため，すべての目視が可能ではないことも改めて感じ
た。当面は対象が限られることは致し方ないが，目視
で確認すれば足るような管理項目であれば，内勤の設
計者や監理者が自席から品質管理を行うことも十分考
えられる。今後寸法測定機能の開発実装も計画してお
り，実現すれば実用性が大きく増すと考えている。

表─ 2　テレプレゼンス機能と確認事項

機 能 概 要 確認事項

会話
図示説明

特定の相手との顔を見ながら会話 遠隔会議システム
作業所環境の中で十分に対話が成立するか
（遅延の有無，聞き取りやすさ）

図面や資料などを操作者側から明
示

プロジェクターにて壁や床など
の平面に投影

作業所環境の中で相手が十分認識できるか
（輝度や解像度）

特定の相手とのやりとりを開始す
るための呼びかけ

マイク・スピーカー
作業所環境の中で，特定の相手が呼びかけら
れていることに気づくか
（出力の大きさ）

周囲の確認
（視覚聴覚）

現地で確認したいところを詳細に
見る

高精細カメラ
（パン・チルト・ズーム機能付き）

施工管理するレベルで対象物を視認できるか

歩行時に周辺の状況を視認，また
操作者に向けた合図を認識

歩行補助・周辺視認用カメラ 作業所環境の中で十分に視認できるか

周辺の作業音や，呼び止められて
いる声を聴く

マイク 作業所環境の中での発生音を認識できるか

写真─ 6　テレプレゼンス機能の初期モデル

写真─ 7　目視確認の例
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（2）自動巡回による写真撮影機能
（a）機能概要
工程管理は現場管理業務において最も重要な業務の

ひとつであるが，広範な現場であるほど各所の進捗状
況を把握するには時間がかかる。一方で細部の確認ま
では望めなくとも，次工程の着手状況や当該工事がど
の程度進んでいるかなどについては写真からも把握が
可能である。自律移動で歩きながら，それぞれの場所
で写真撮影などの決められた業務を行う一連の動作
を，ここでは「自動巡回」と呼称する。
本ロボットの基本機能にも自律移動中の指定場所で

写真撮影を行うことができる。しかしながら連続して
撮影するだけでは，いつどこで撮影されたものか，後
の仕分けに手間を要する。効率的な業務として実現す
るためには建設・土木現場向けに専用のアプリケー
ションを開発する必要があるが，本ロボットのみで活
用するアプリケーションでは，汎用性が低く効果的で
な い。 こ の 懸 念 に つ い て は， 幸 い な こ と に
HoloBuilder Inc.（アメリカ　以下 HB 社）が BD 社
と連携してアプリケーションを開発展開してくれた。
社名と同名の汎用アプリケーション「HoloBuilder」（以
下，本アプリケーションという）とは，建設・土木現
場で撮影された写真を整理・共有するクラウドサービ
スであり，日本国内でも活用が開始されている。通常
は現場職員が巡回し目的地に到着後，アプリケーショ
ンにて位置を指定し撮影を行う。すると，日時・位置
と紐づけられた写真がクラウド上に格納される仕組み
である。時間軸を意識したビューワーも提供されてお
り実用化されているが，この一連の作業を本ロボット
に代行させることで，職員のさらなる移動と撮影時間
の削減が期待できる。
（b）実験現場での試行
本アプリケーションについては，開発段階で先行試

行させてもらい，評価や改善要望などをフィードバッ
クした。アプリケーションを使用するために背中に
360 度カメラを搭載している状況を写真─ 8に，本ア

プリケーションのビューワーで写真を閲覧している画
面を写真─ 9に示す。
今後，本アプリケーションを採用している現場に一
定期間配置するなどし，人が行った場合と本ロボット
が行った場合とで比較，有効性を確認する実験を引き
続き行う予定である。

（3）トンネル坑内における自動計測
通常，トンネル現場においては工事職員による変位
計測を 2回／日程度行っている。この計測作業は，昼
夜の作業交代時間など切羽作業を止めているタイミン
グに行うことが多いため，工事職員への負担は大き
く，残業時間増加の要因となっている。また，計測機
器の頻繁な盛替え，重機の移動など生産性や安全性を
阻害する要因ともなっている。そこで工事職員による
計測作業を，本ロボットに計測機器を搭載して，トン
ネル坑内において自動計測を行う実現性について検証
を行った。
（a）機能概要
自動計測の概要は，事務所等からの遠隔操作による
指示により，計測機器を搭載した本ロボットを自律移
動させ，トンネル坑内の計測を自動に行うものであ
る。自動計測を行う為には事前に移動ルートと計測地
点を，マッピング情報を基に設定し，さらに各計測地
点において，計測点および後視点の位置と座標データ
を，計測器（トータルステーション，以下TSという）
にティーチングする。
計測方法は，スタート地点から計測地点へ移動後，
後方交会法により自己位置を認識し，その後計測を行
う。計測はプリズムを視準する坑内変位計測と，ノン
プリズムによる断面計測を行い，計測終了後に自動で
次の計測地点へ移動する。この計測作業を繰り返し行
い，最後に開始地点に戻る。計測方法の概要を図─ 1

に示す。
今回の現場実験においては，開始地点での本ロボッ
トの起動とバッテリーの充電・交換については，人手

写真─ 9　本アプリケーションの閲覧画面

写真─ 8　自動巡回による写真撮影
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作業により行った。
（b）システムの構成
本システムは，自動計測と計測データの収集・管理

を行う㈱演算工房の CyberNATM（以下 CNという）
システムと，計測機器の移動・据付を自律歩行により
行う本ロボットの機能から構成されている。また，本
ロボットへの指示はCNシステムから行う。
使用する計測機器の一覧を表─ 3に，本ロボット

に搭載した状態を写真─ 10に示す。
本ロボットは起立時も常に安定した姿勢（水平）を

保とうとするため，目視では確認できない程度ではあ
るが常に微動している。微動している状態では計測で
きないため，計測時は本ロボットを安定した姿勢で静
止させる機能の追加を行い，計測を可能とした。

（c）実験の内容と結果
計測地点において行う後方交会は，写真─ 11の様

に，ティーチング時に設定したTSの向きにあわせて
本ロボットの向きも精度良く停止できれば，エラーを
発生させることは無い。ただし本システムでは，自律
移動により計測地点へ移動した本ロボットの向きは，
繰返し精度が良くないため，ティーチング時に設定し
たTSの向きとのずれが生じ，後視点がTSのサーチ
範囲から外れてエラーを発生させてしまう。そこで，
計測地点にQRコードを設置し，そのQRコードと本
ロボットとの相対距離をステレオカメラによって確認
して，ティーチング時に設定したTSの向きにあわせ
て本ロボットの向きを補正できるようにソフトウェア
を改良した。
現場実験では，初めにトンネル坑内に開始地点，計
測点 1，計測点 2を定め，マッピングとティーチング
で自動計測の設定を行いその後，後方交会の繰返し精
度や所要時間の検証を行った。概要図を図─2に示す。
後方交会については，QRコードによる補正を行う
ことによってエラーは大幅に減少した。エラーが発生
した場合でも，再度QRコードによる補正を行う機能
を追加したことによって，後方交会が必ず成立するこ
とを確認できた。
所要時間については，図─ 2に示したルートでは 2
断面を計測するのに，人手（測量士）では 14 分かかっ

図─ 1　トンネル坑内自動計測システムの概要図

表─ 3　計測機器の一覧

項　目 用　途 仕様など
トータルステーション 計測点，後視点の計測

自動整準台
トータルステーションの
水平を自動で確保

±4 deg

CNタブレット
遠隔で CNシステムの指
示・操作を行う

ZigBee 受信機 CNタブレットへの通信用
モバイルバッテリー ZigBee 受信機への給電

写真─ 10　計測機器構成

写真─ 11　後方交会状況

図─ 2　所要時間検証実験の概要図
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たのに対し，本ロボットによる自動計測では 8分で完
了した。人手により行った場合，計測器の移動と据付
けの時間が本ロボットよりかかっているのが所要時間
の差となっている。

4．現場実験のまとめと今後の展開

前章にて，本ロボットの能力と，開発している各ユー
ザー機能の概要と実験結果について述べた。いずれも
おおむね良好な結果を得ることができたとともに，今
後取り組む課題を抽出することができている。またこ
の取組みを通じ，四足歩行ロボットに搭載するという
条件でのユーザー機能の開発を一通り経験し，多くの
知見を得たことも大きな成果である。この知見を活か
し開発中機能の汎用化や，新規メニュー開発と評価を
進めていく。

5．おわりに

今回機会をいただいて本稿では本ロボット四足歩行
ロボットについての筆者らの取組みを紹介した。普及
展開に至るにはまだ時間が必要であるが，これまで実
現できなかった現場管理業務の遠隔化や自動化につい
て，大きな一歩を踏み出しつつあると感じている。加

えて，本取組みは 3社の共同研究として各社の取組み
や共通の課題について，相互に積極的に情報交換し，
フォローし合うことでここまで進めてきている。今後
ますます発展するであろう四足歩行ロボットの性能を
最大限活かせるよう，3社共同という利点を積極活用
し，ユーザー機能の開発と展開を図っていく所存であ
る。
�

千葉　力（ちば　つとむ）
㈱竹中土木　技術・生産本部
技術開発部

三室　恵史（みむろ　けいじ）
鹿島建設㈱　機械部
機械技術イノベーショングループ
次長

［筆者紹介］
錦古里　洋介（にしこり　ようすけ）
㈱竹中工務店　技術研究所　未来・先端研究部
建設革新グループ
主任研究員



53建設機械施工 Vol.74　No.1　January　2022

ニューマチックケーソン工法における 
ケーソンショベルの無人解体システム

小　陽　哲　也・松　村　将　希・佐　藤　　　剛

ニューマチックケーソン工法（以下，本工法という）は，地上で鉄筋コンクリートの躯体を構築し，躯
体下部の作業室に地下水位に見合った圧縮空気を送込むことで地下水の浸入を防ぎ，天井走行型のケーソ
ンショベルを用いて掘削・排土し，躯体の自重により沈設させることで，地下構造物を築造するものであ
る。近年，大断面，大深度の施工が多くなっており，作業室内での高気圧下作業を削減するために，地上
遠隔操作による無人化施工技術の導入はすでに進められている。本稿では，最も作業気圧が高くなるケー
ソン沈設終了時の作業室内作業を無人で行う試みとして，ロボットを用いたケーソンショベルの無人解体
システムについて述べる。
キーワード：‌�ニューマチックケーソン，ケーソンショベル，無人化施工，無人解体

1．はじめに

本工法は，地上での躯体構築とその下端の作業室で
の掘削を繰り返しながら，基礎などの地下構造物を建
設する工法である 1）。作業室内での掘削は天井走行型
のケーソンショベルを用いて行っており，掘削時発生
するショベルの反力をケーソン躯体から取れることか
ら，軟弱地盤から硬質地盤まで掘削できる利点があ
る。本工法は，もともと高い剛性を持つ基礎を築造す
るために橋梁基礎工事として導入されたが，近年で
は，工法の利点を活用して，立坑，地下洞道，上下水
貯留施設等，多くの地下構造物の築造に利用されてい
る。またそれらの用途に応じ，大断面化・大深度化が
進められている。本工法は，深度と地下水位に応じた
圧縮空気を作業室内に送り込み作業することから，作
業室内での高気圧作業の削減，掘削作業の効率化を図
るために，ケーソンショベルの地上遠隔操作技術が導
入されており，作業員の高気圧障害の防止に大きく寄
与している。また，更なる高度化を目指し，ケーソン
ショベルをロボット化し，作業室内の完全無人化に向
けた自動運転システムの開発も行われている 2）。本工
法は，沈設完了後，作業室内に中埋めコンクリートを
打設し，地下構造物の築造を完了するが，中埋めコン
クリートを打設するためには，作業室内のケーソン
ショベルを解体する必要がある。この時作用気圧が最
も高い状態であり，作業時間の制約や高気圧障害のリ
スク低減のため，解体作業を無人化することが求めら

れる。本稿では，ロボットを用いたケーソンショベル
の無人解体システムについて紹介する。

2．無人解体システム

作業室内で使用されるケーソンショベルを写真─ 1

に示す。本ケーソンショベルは，組立解体を短時間に
行うために開発されており，図─ 1に示すように 1台
が 4パーツ（ASSY）で構成されている。従来，解体
作業では，ケーソンショベルの各ASSY や配管を外
す作業及び地上への搬出作業を作業室内で作業員が有
人で行ってきた。これらを無人化するために，これら
有人作業をロボットの遠隔操作で実現した。解体ロ
ボットは，写真─ 2に示すように各ASSY に接続さ
れている油圧ホースカップラーを脱装するWorking 
Robot（以下WRと記す）と解体したASSYを地上搬

特集＞＞＞　建設機械

写真─ 1　ケーソンショベル



54 建設機械施工 Vol.74　No.1　January　2022

出するためにマテリアルシャフト直下まで運搬する
Carrying Robot（以下 CRと記す）の 2台を導入した。
これら 2台のロボットは電動バッテリー式であり，無
線で地上からコントローラーを用いた遠隔操作できる
ことから，作業室内に作業員が入函することなく解体
作業を行うことが可能となっている。無人解体を行う
ためには，作業室内の状況を監視する必要がある。解
体作業を行うマテリアルシャフト箇所周辺にカメラを
4台設置し，写真─ 3に示すようにそれぞれの角度か
らの監視を可能とした。遠隔作業時細部を確認するた
めに，カメラのパン・チルト及び拡大・縮小を用いる
ことで対応した。解体したASSY を地上に搬出する
には，マテリアルシャフト・マテリアルロックを介し
て，ワイヤーロープを用いて行うが，これら作業も無
人化するために，各ASSY に設置されている吊治具
にワイヤーロープを玉掛けする無人玉掛装置を用い

て，地上に搬出した。

3．無人解体システムの実績とメリット

無人解体システムは，実際の現場でも導入されてい
る。1台のケーソンショベルの解体に要する時間は，
2～ 3 時間程度である。この解体時間は，作業室内で
の解体と地上への各ASSY の搬出した時間も含んで
いる。これら作業は，本工法に従事している潜函工と
いわれる作業員が実施した。無人解体システムのメ
リットは，高気圧下の作業室内に作業員が入函するこ
となく作業できるため，高気圧障害である減圧症の発
症を抑えることができることである。近年では減圧管
理体制の整備により，減圧症の発症は大幅に減少して
いるが，最も作業気圧の高い状態での作業を無人化す
ることで，更なる減圧症発症対策につながる。また有
人による高気圧作業は，作業時間と減圧時間を加味し
た作業となるため，特に深度が深くなった場合，十分
な作業時間を確保できないことがある。無人解体シス
テムは，高気圧下に暴露されるのはロボットのみであ
るため，作用時間の制約を受けることがない。よって
ケーソンショベルの解体における作業時間の確保が容
易となる。その他，重量物であるケーソンショベルの
解体作業を直接作業員の手で行わないため，重量物と
の挟まれなどの災害が発生することもない。

4．おわりに

本工法ニューマチックケーソン工法の無人化施工の
取り組みとして，ケーソンショベルの無人解体システ
ムについてシステム概要及び現場への適用の効果を述
べた。本システムを導入することにより，高気圧下で
の有人作業を削減し，高気圧障害のリスクを低減する
ことができ，また高気圧作業特有の作業時間の制約の
影響を受けることなく解体作業を行うことができた。

図─ 1　ケーソンショベル構成

写真─ 3　作業室内監視状況

写真─ 2　解体用ロボット（Carrying Robot）

写真─ 2　解体用ロボット（Working Robot）
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あわせて，無人化施工により建設災害の 1つである揚
重作業による挟まれ災害等の防止にもつながった。
建設業課藍では建設DXの一環として人手に替わる

全自動の建設機械を開発し，作業現場に導入する試み
が活発化している。そのような中で本工法の作業室内
完全無人化にむけて更なる技術開発を進めていきた
い。
�
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転圧締固め度自動計測技術 
T-iCompaction® の現場導入事例
革新的技術の導入・活用に関するプロジェクトにおける試行

後　藤　洸　一・青　木　浩　章

筆者らは国土交通省がおこなう建設現場の生産性を飛躍的に向上する革新的技術の導入・活用に関する
プロジェクトにおいて，5社とコンソーシアムを組み，締固め品質管理システムT-iCompaction（以下本
システムという）を実際の道路舗装工事において試行し，主にアスファルト系を含む舗装材料を対象とし
て面的計測を行った。また，本システムを自動化振動ローラT-iROBO Roller（以下本自動化ローラという）
に搭載し，路盤材料の転圧作業と品質管理を一貫して自動化する技術を試行した。本稿では双方の技術に
よる品質管理の高度化および施工・品質管理の省力化・効率化の両立を目指した取組みを紹介する。
キーワード：‌�締固め度，振動ローラ，自動化，無人化，道路舗装，LandXML，非破壊検査，PRISM

1．はじめに

建設業の担い手不足対策として有望視されている無
人化・自動化施工技術は，心臓部となるコンピュータ
やセンサ等周辺機器の性能が飛躍的に向上し，価格と
流通の両面での入手も容易となり，さらには優れた
様々なソフトウエア資産がオープンソース化されてき
たこと等にも後押しされ，業界各所で盛んに開発と実
証が行われている。
また IT技術の発達は品質管理手法の改善への呼び

水となっている。一方で高度経済成長期に設けられた
社会インフラは老朽化し，これに伴う破壊や崩落に
よって品質管理を問われる機会が増えていることも相
まって，インフラ施工時の品質管理を様々な技術に
よって高度化する取組みが産官学の各所で行われてい
る。
この様な社会情勢に対応するため，筆者らは

T-iROBO® 自動化建機シリーズ（図─ 1）を開発した。
無人かつ自動でのオペレーションが可能なバックホ
ウ，ブレーカー，不整地運搬車，振動ローラがあり，
「スタートボタンを押せば自動で施工を行う」ことを
コンセプトとした。即ち，自動化建機のオペレータは
施工条件の設定とスタートボタンの押下をした後は状
況監視に徹すればよく，従来災害現場等の危険地帯に
おいて行われてきた無人化施工のように，モニターを
注視しつつコントローラを握っての操縦を行う必要が
ない。従来の無人化施工ではオペレータに長時間の集
中力と高い習熟が要求されるが，自動化技術によって

その負担を軽減し，1人のオペレータが同時に複数の
建機を操ることも可能となる。
本自動化ローラと連携して用いることができるよ
う，あらたに開発した締固め品質管理技術が「本シス
テム」である。これは締固め作業時の品質管理技術で
あるが，無人化・自動化施工技術と組み合わせて運用
することも可能である。締固め作業の品質管理は一般
に締固め度の計測によって行われることが多い。本シ
ステムは現在人手による締固め度の計測に代わり，重
機に搭載した計器によって転圧作業と同時に計測を行
うことのできる技術である。本システムは品質管理作
業の省力化のみならず，施工範囲全体の面的計測がで
きることから，従来と比較してより詳細な施工品質の
把握が可能である。

特集＞＞＞　建設機械

図─ 1　T-iROBO 自動化建機シリーズ
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国土交通省では，官民研究開発投資拡大プログラム
（PRISM）を活用して「建設現場の生産性を飛躍的に
向上する革新的技術の導入・活用に関するプロジェク
ト」を実施しており，筆者らは 2020 年度から 2021 年
度にかけて「データを活用して土木工事における品質
管理の高度化等を図る技術」として，本自動化ローラ
と本システムの現場実証を行う機会を得た。本プロ
ジェクトは大成ロテック㈱，大成建設㈱，ソイルアン
ドロックエンジニアリング㈱，㈱ EARTHBRAIN，
日本ゼム㈱の 5社で構成するコンソーシアムで実施し
た。
本稿では主に 2021 年度に実施している本自動化

ローラおよび本システムの現場実証に関連した取組み
について紹介する。

2．プロジェクト概要

筆者らは本プロジェクトにおいて道路舗装工事の品
質管理を対象として，本システムをはじめとする様々
な開発技術を実証した。プロジェクトの全体像を図─
2に示す。従来は施工範囲の中から少数のサンプルを
ピンポイントで抽出するのみで行ってきた品質管理
を，あらたな開発技術によって施工範囲全体をカバー
し，得られた面的なデータを LTE回線等によりクラ
ウド上にアップロードし，速やかに関係者間で共有す
ることができる。品質管理の項目としては，下層路盤
から表層にかけての各層の締固め度，アスファルト系
材料の敷均し時および転圧時の材料温度である。これ
らの情報は舗装の品質に重要であり，後々の耐久性に
も影響するが，現状では限られた少数のサンプルの計
測に留まることが一般的である。本プロジェクトでは
全面計測による漏れのない品質管理を実施することに
よって施工品質を向上するとともに，品質管理や帳票
作成にかかる作業の省力化と迅速化を目指している。
本プロジェクトでは本システムを使用して下層路盤

〜表層の各層の締固め度の計測を行った。転圧品質の

確認のために行われる締固め度の計測作業は，図─ 3

に示すように従来の方法では固く締固められた材料に
孔を空けたり材料採取をする必要があり，多大な時間
と労力を要する。その作業が本開発技術で代替できれ
ば，品質管理作業の負担軽減に資すると期待される。
さらに，下層路盤工では本システムを搭載した本自動
化ローラによる転圧と計測の一貫した自動化について
も試行した。

3．本自動化ローラによる転圧作業の自動化

本自動化ローラは指定した範囲内または走行経路に
おいて，自動的に転圧作業を行うことができる振動
ローラである。図─ 4に本試行で用いた機体と構成
を示す。
本システムは電気的・電子的に制御が可能な振動
ローラに GNSS 受信機やパソコン，無線装置等を搭
載することで，遠隔地からの操作と自動制御を可能と
している。自動制御を行う場合は，その操作をおこな
うオペレータは作業開始を指令するスタートボタンを
押せば，その後は状態の監視が專らの作業となる。
オペレータがスタートボタンを押すまでに必要な作
業は走行計画の設定である。その方法には以下の 2通
りを用意している。

図─ 2　プロジェクト全体像

図─ 3　従来の締固め度管理状況

図─ 4　T-iROBO Roller の機体と構成
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①施工範囲の四隅の座標を入力する方法
この方法は造成工事などの広大な面積における施工

で用いることを想定しており，四隅の座標で定義した
施工範囲内を，設定したラップ幅と往復回数で車線変
更を繰り返しながら直線的に転圧走行を行う（図─
5）。四隅の座標指定は，実際には走行開始点の座標
と走行方向の方位及び走行延長と横方向の範囲の延長
を入力すればよく，また走行開始点の座標と走行方向
の方位は機体に装着した GNSS 等で取得することも
できるため，必ずしも CAD図面上から座標を拾うな
どの作業をしなくてもよい。
②waypoints を用意して読み込む方法
この方法は道路工事など正確に規定の線形を経るこ

とが必要な施工を想定しており，レーンごとに設定さ
れた waypoints に追従した走行が可能となる。
waypoints は振動ローラが沿って走るべき座標データ
であり，各個の座標が属するレーンと，そのレーン内
における順序を示す番号とともに記録されている。走
行に際しては，最初のレーンにおける最初の座標から
順にwaypoints を追い，レーンにおける最後の座標
に達すると最初の座標まで逆を追うように機体が制御
される。指定した回数をレーン内で走行すると，次の
レーンに属する適当な座標を目標として走行し，車線
変更を行う。この動作を最終のレーンまで繰り返すこ
とで，自在な線形に合わせて機体を走行させることが
できる。
本実証では道路舗装工事を対象としているため，後

者の方法を用いた。waypoints は筆者らが開発したア
プリケーションを用いることで，道路線形の設計デー
タとして利用される Land XML データに基づき生成
することができる（図─ 6）。Land XML データには
直線，円曲線，クロソイド曲線で道路線形が記されて
いるが，その線形に沿った走行を行うための
waypoints は，所望の施工範囲の横断・縦断位置を指
定することで生成することができる。即ち，道路線形
上の相対位置のみを用いて走行計画を生成することが
でき，現場での実運用が容易である。自動走行におい
てwaypoints 間は直線的な走行となるが，waypoints
間隔を適切に設定することで運用上問題のない走行が
可能となる。本プロジェクトにおいては点間を 5 m
としてwaypoints を設定した。

4．本システムによる締固め度管理

本システム（図─ 7）は筆者らが開発した締固め品
質管理システムであり，重機に搭載して走行しながら

の計測が可能である。本システムは散乱型 RI 計器の
仕組みを利用したものであり，密度計と水分計をそれ
ぞれ転輪型の筐体に格納することで，走行しながらで
も安定した計測を可能としている。散乱型 RI 計器は
最も一般的に普及している透過型 RI 計器（図─ 8）
と比較して，非破壊での計測が可能という利点がある
ものの，計測精度を確保するためには計測面と計器と
の密着性が要求される。そこで本システムでは走行し
ながら計測を行うために，路面の不陸や凹凸があって

図─ 5　頂点座標指定による走行計画設定

図─ 6　LandXML データに基づく走行経路生成

図─ 7　本システム
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も密着を維持できるようにするための機構を工夫して
いる（図─ 9）。重機には昇降装置を介して接続され，
計測を行うときのみ計器を着地させて用いる（図─
10）。計測結果の受信や昇降装置の制御は本自動化
ローラの制御システムで行うことで自動運転に対応で
きる。また通常の作業員が搭乗して運転操作する施工
機械に本システムを搭載して使用する場合は，搭乗員
がタブレット PCの画面上で計測の開始や停止などの
操作を行うことができる。
本システムは散乱型 RI 計器と同様に，単位時間あ

たりの放射線計数から湿潤密度と含水量を換算して締
固め度を求める。放射線源のもつ壊変揺動や自然放射
線の揺動の影響を平均化するため，計測には一定以上
の時間をかけることが必要なため，後述の本実証に際
しては計測時間を 7［s］程度以上としている。また，
計測時の走行速度は，路面との密着を安定させること
や計器の損耗を防止するため，1［km/h］を基本とし
ている。そこで，走行距離 2［m］を走行距離の単位
として 1［km/h］で走行した場合に単位距離あたり 7.2
［s］の計測時間をとることができる。そして計測者側

には 2［m］の走行ごとに計測結果が操作画面上にプ
ロットされる。
計測結果は，時刻，計測点の座標，湿潤密度，含水
量およびこれらより演算された締固め度などが，CSV
ファイルとして列記・出力される。このファイルには
帳票の生成に必要な情報として，層番号や管理基準
値，材料情報なども記述することができる。また，こ
のファイルは計測中に随時，クラウドサーバに送信さ
れ，クラウドサーバ上で自動的に帳票様式に加工され
て発注者を含む関係者間で情報共有することが可能で
ある。
ここで，本システムにより以下の効果が期待できる。
①�限られた「点」での計測から「面」での計測となる
ため，不良箇所の見落としを防ぎ，規定範囲内であっ
ても過不足気味の傾向分布を確実に捉え，締固め作
業方法の改善に反映できる。
②�計測作業を専門の計測者ではなく，現場作業員や遠
隔操作者が行えるため，省力化に繋がる。
③計測データをクラウド上で自動的に帳票化すること
で，現場管理者の業務負担を軽減する。
④�施工後に計測を行うのではなく，施工中に並行して
計測を行うことができるため，手戻りを防止できる。
⑤�計測者と作業中の重機が輻輳する危険を防止でき
る。

5．実証実験

（1）実証現場
本実証は 2021 年度に岩手県九戸郡の「玉川野田地
区舗装工事」において実施した。この現場は国土交通
省東北地方整備局発注の工事である。GNSS や LTE
回線への接続が良好であり，本プロジェクトにおいて
は好適な環境であった。
（2）実証内容
本実証は全長約 620 m，幅員（片側）8 mの現場内
区画のうち，現場施工の都合上可能な範囲内において
実施した。このうち，本システムを搭載した本自動化
ローラによる自動転圧と自動計測は下層路盤（材料：
RC-40）を対象とし，上層路盤（材料：再生瀝青安定
処理混合物），基層（材料：再生粗粒度アスファルト
混合物），表層（材料：再生密粒度アスファルト混合物）
は搭乗員の操作により本システムによる計測を行っ
た。アスファルト系舗装材料上での重機運転は，材料
表面の平滑性を損なわないよう高度な運転技量を要す
るため，実績の少ない自動化施工機械による運転は見
送った。

図─ 8　透過型 RI 計器と散乱型 RI 計器

図─ 9　本システム搭載機構

図─ 10　本システム昇降装置
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本稿の執筆時点における本実証の結果を表─ 1に
示す。また，本システムによる計測で得られた計測結
果を帳票とした例を図─ 11に示す。さらに実証の状
況を図─ 12に示す。
図─ 11では締固め度の高低により色を分けて計測

点をプロットしている。ここでは品質管理基準値以上
を青，未満を赤として，それぞれ品質管理基準値から
離れるほど濃く表示している。道路線形方向には前述
のように 2［m］ごと，横断方向には振動ローラの車
幅に合わせて 1.5［m］ごとに計測を行っている。こ
のように計測結果をヒートマップ状に表示すること
で，場所ごとの高低傾向を視覚的に読み取ることがで
きる。本ケースでは約 3［m2］ごとに 1箇所の計測管
理を行うこととなり，従来は1,000［m2］に 1箇所であっ
た計測点の頻度と比較して格段に高解像度の締固め度
分布を得ることができた。
加えて本実証は道路舗装工であったため，施工範囲

の近傍に路肩や中央分離帯などの構造物が存在した
が，自動走行運転中はこれら構造物への接触や異常な
接近もなく，安定した走行が可能であった。

6．おわりに

本自動化ローラ T-iROBO Roller は従来，広大な造
成工事などを想定して開発と実証を積み重ねてきた
が，今回の道路舗装工における試用は本プロジェクト
が初めての事例となった。また本システム
T-iCompaction については，これまで対象としてきた
土，砂〜砕石などの材料にとどまらず，アスファルト
系材料へと適用の幅を広げ，システムの有効性を検証
することができた。今後，本自動化ローラおよび本シ
ステムによる品質管理データの自動帳票化やクラウド
の情報共有化は，施工者のみならず発注者の双方にお
いて大いにメリットをもたらすものと期待しており，
実現場での本格的な実用化を目指す。
�

青木　浩章（あおき　ひろあき）
大成建設㈱
技術センター　生産技術開発部
次長

［筆者紹介］
後藤　洸一（ごとう　こういち）
大成建設㈱
技術センター　生産技術開発部
主任

表─ 1　実証結果

層 材料 計測面積 計測点数 備考
下層路盤 RC-40 2,300 ㎡ 659 自動走行
上層路盤 再生瀝青安定処理混合物 6,100 ㎡ 2,119 －
基層 再生粗粒度アスファルト混合物 9,700 ㎡ 2,879 －

※表層は執筆時点で実施中のため未記載

図─ 11　T-iCompaction 帳票の例

図─ 12　現場実証の状況
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安全性と環境性能を向上した 
新型ラフテレーンクレーン
クレボ G5　GR-250N-5

有　馬　邦　裕

日本の建設現場で主力となっている建設機械の一つがラフテレーンクレーンであり，現在日本市場には
最大吊り上げ能力が 4.9 t から 100 t 吊りのラインアップがある。その中で市場での稼働台数が最も多いの
が 25 t 吊りの機械である。本稿では安全性，環境性能の向上など最新技術を盛り込んだ新型 25 t 吊りラ
フテレーンクレーンクレボG5 GR-250N-5（以下，本機という）の特徴を紹介する。
キーワード：クレーン，ラフテレーンクレーン，安全性，作業効率，事故防止，環境性能

1．はじめに

ラフテレーンクレーンは走行とクレーンの操作を一
つのキャブで行うことが可能な大型特殊車両である。
不整地や比較的軟弱な地盤でも走行ができるほか，狭
所進入性にも優れ，都市部の密集地帯やプラント内な
どの狭い工事現場でも活躍できる建設機械である。ラ
フテレーンクレーンはプラント，ビルや住宅建設など
様々な工事現場へは公道を自走して行く。このため，
燃費や排出ガスなどの環境性能はもとより，公道を走
行する車両として安全確保が重要である。本稿では日
本の建設現場で最も汎用的なクラスであるつり上げ能
力 25 t の新型ラフテレーンクレーンの特徴を紹介す
る（写真─ 1，表─ 1）。

2．本開発機の主な特徴

（1）安全性の向上
（a）カメラによる視界補助（走行時・作業時）
走行時やクレーン作業時の事故を減らすため，過去

に発生した事故事例や市場からの要望を調査・分析し
た結果，直接視界やミラーでは見難い状況や場所があ
ることが分かった。そこで，本機では走行時や作業時
の視界改善のため各部にカメラを装備し，オペレータ
の視界を補い事故を防止するシステムを搭載した。以
下に各カメラの配置と視界改善効果を示す（写真─
2，写真─ 3）。
以下①～⑤は写真─ 2内の記号で示すカメラの目
的・効果を示し，⑥の画像例を写真─ 3内に示す。
①�ブーム左右サイドカメラ：交差点などでのブーム突

特集＞＞＞　建設機械

写真―1

表─ 1　主要諸元

●クレーン部
クレーン型式 GR-250N-5
最大つり上げ能力 25 t×3.5 m
ブーム長さ 9.35 m～ 30.5 m
ジブ長さ 8.2 m～ 13.0 m

最大地上揚程
ブーム 31.3 m
ジブ 44.2 m

最大作業半径
ブーム 27.9 m
ジブ 34.0 m

●キャリヤ部

エンジン名称
日野 J08E

（過給機及び給気冷却器，
DPF/ 尿素 SCRシステム付）

総排気量 7.684 L
最大出力 196 kW｛266 PS｝/2,300 min－1

最大トルク 825 N・m｛84.1 kgf・m｝/1,600 min－1

最高速度 49 km/h
●寸法・重量
全長×全幅×全高 11,530 mm×2,620 mm×3,475 mm
車両総重量 25,495 kg
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出による車両との事故を防止する。
②�左前方カメラ：突出するブームにより見にくい状況
がある左前方の視界を補助する。特に緩やかな左
カーブで効果的に前方視界を補助する。
③�旋回台左後方カメラ：車両左後端角部付近の視界を
補助し，車両後退時などに障害物との接触を防止す
る。
④�旋回台後方カメラ：作業時，クレーン旋回時に旋回
台後方の視界を補助し障害物との接触事故を防止す
る。
⑤�車両後部カメラ：車両後退時や走行時の車両後方の
交通状況の把握のため車両の後部の視界を補助す
る。
⑥�選択表示画面：各カメラ画像は 1画面表示から 4画
面分割表示まで任意のカメラレイアウトを選択して
表示することが可能である。

写真―3　カメラ各画像

⑥レイアウト例

①ブーム左右サイドカメラ ②左前方カメラ

③旋回台左後方カメラ ④旋回台後方カメラ

⑤車両後部カメラ

写真─ 2　カメラ配置



63建設機械施工 Vol.74　No.1　January　2022

（b）人物検知警報装置
車体が大きく，かつキャブの左側にブームを配置し

ているラフテレーンクレーンでは走行時に運転席から
直接視認し難い領域がある。この領域における歩行者
や自転車，二輪車などに乗った人物を検知し，ブザー
と映像で運転手に注意を促す機能を搭載した。本シス
テムではカメラが映し出す画像を予め取得した膨大な
データとマッチング処理を行うことで人物を判定し，
走行情報，位置関係から危険レベルを判定して警報を
出力する（写真─ 4）。本機能は走行速度が 25 km/h
以下で車両左側方約1 mの警告領域内の人物の検知，
警報が有効になり，さらに左折方向指示灯を点灯時に
は歩道内の歩行者や自転車を検知するよう，車両側方
約 2 mの注意領域内まで検知，警報範囲を広げる仕
組みとし，交差点での左折時の巻き込み事故などの防
止に効果がある（図─ 1）。

（2）作業の効率化
（a）作業準備用ラジコン
クレーンのオペレータはクレーンが現場に到着して
から作業を開始するまでに，敷板の設置，アウトリガ
の張り出し，ジブ装着などの作業準備が必要である。
従来はこれらの作業準備を行う際，クレーン操作を行
うためキャブへの乗り降りが複数回必要であり，オペ
レータの負担になっていた。それらの負担軽減や作業
の効率化，安全性向上を目的とし本機には作業準備用
のラジコンを搭載した。ラジコンを使用することで，
キャブへの乗り降り回数を削減し，効率的で安全な作
業準備を可能とした。ラジコンでは下記の 3つのモー
ドを選択し，作業準備を行う（図─ 2）。
①クレーン操作モード
本モードでは，フックの取り出し，格納及び敷板の
設置，格納が可能である。特に敷板の設置，格納作業
においてはオペレータが周囲の状況を確認しながら安
全に作業を行うことが可能である。また，本モードで
はブーム長さ及び定格総荷重に制限を設けている。
②アウトリガ操作モード
本モードでは，文字通りアウトリガの設置，格納が
可能である。それぞれのアウトリガを直接目視しなが
ら設置できるため，特に狭隘地や障害物の多い現場な
どでは安全に作業が可能である。
③ジブセットモード
本モードではジブの装着，格納が可能である。従来
機ではクレーンの姿勢を変える際のキャブへの乗り降
りが複数回必要であり，オペレータの負担となってい
たが作業準備用ラジコンの採用により，キャブへの乗
り降りの回数を大幅に削減した。また，ジブ張り出し
格納作業中はフックとジブの干渉などの状況を見やす
い位置で確認しながらの操作が可能となり，安全性も
向上した。
（b）クレーン操作特性変更機能
クレーンの作動最高速度を 5段階で調整できる「速
度調整機能」，クレーンが動き始める時のレバー／ペ図─ 1　検知，警報範囲

写真―4　人物検知警報装置

図─ 2　作業準備用ラジコン各モード
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ダル操作量を調整できる「起動点調整機能」，クレー
ンの動作速度が最高速度になる時のレバー／ペダル操
作量を調整できる「最高速度点調整機能」及び操作に
対するクレーンの動きの感度を調整できる「感度調整
機能」を搭載した。速度は旋回，ブーム起伏，ジブ起
伏で調整可能とし，起動点，最高速度点及び感度は旋
回，ブーム起伏，ジブ起伏，ウインチで調整可能であ
る。本機能により，オペレータの好みや技量に応じた
操作特性に変更することができ，効率的かつ安全に作
業が可能である。また，任意の調整パターンを 3通り
まで記憶できるメモリ機能を装備し，複数のオペレー
タが 1台の車両を使用する場合などに素早く設定を呼
び出すことができる（図─ 3）。
（c）ジブ着脱作業
ジブの着脱作業には従来，ジブの落下防止用の安全

ロープ，張り出し時にジブを支えるガイドロープなど
の着脱を高所にて行う必要があったが本機ではジブ張
り出し時の支持サポートを設けることで高所作業を不
要として安全に着脱ができる機構を採用した。また，
本機では油圧チルト機能に加え，2段ジブを油圧で伸
縮可能なフルオートジブ仕様を設定した。これにより
高所で荷の送り込みができ，効率的な作業が可能と
なった。

（3） デジタルトランスフォーメーション（DX）へ
の対応

（a）API の構築
API（Application Programming Interface）とはア
プリケーションやソフトウェアからなるツールなどの
総称で，デバイスやアプリケーションの違いによら
ず，クレーンの性能演算機能やテレマティクスデータ
を，インターネットを介してユーザに提供する仕組み
である。本機を始めとする製品群を使用するに当たり
ユーザが利用している施工計画ソフトウェアや，機械
資産管理ソフトウェアとの連携などで利便性の向上や
業務効率化に貢献する仕組みを構築した（図─ 4）。
（b）BIMデータの提供
近年，建設現場での施工計画や進捗管理に欠かすこ
とのできないクレーンなどの建設機械のモデルを，
BIM（Building Information Modeling）の要素として
利用したいというニーズが高まっており，このような
市場の声に応え，自社グループの建設用クレーンライ
ンナップの⼀部の BIMデータの提供を開始した。こ
れにより，BIM利用者が，複雑で手間のかかる建設
用クレーンのモデルデータを作成する負担を軽減し，
建設・建築業界のデジタルトランスフォーメーション
（DX）推進に貢献する（図─ 5）。
（c）無線 LANによる車両情報表示機能
無線通信装置を搭載して車両の CANデータを無線

図─ 3　起動点，最高速度点調整概念

図─ 4　Lift API 概念図
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LAN通信で手元のスマートフォンやタブレットなど
の携帯端末に送信し，リアルタイムで表示することが
可能である。キャブ内のマルチファンクションディス
プレイやメータに表示している情報をキャブ外で確認
することでクレーンの情報を確認しながら修理作業な
どが可能である。また，無線通信装置に CAN信号を
保存するためのメモリを搭載することで，約一ヶ月の

稼働時間に相当する 100 時間分のエラーや操作，動作
信号を記録することで再現性の低い不具合の分析を迅
速に行うことが可能である（図─ 6）。
（d）テレマティクスWEB情報サービス
機械の位置情報や稼働状態，異常発生時の情報など
のデータを携帯通信網もしくは衛星通信を利用して機
械から専用サーバーに送信され，地図による位置確認
や日々の稼働状況の確認，部品交換や定期点検の予定・
実績管理が可能である（図─ 7）。

（4）環境対応
（a）環境に配慮した新世代エンジン
ディーゼル特殊自動車 2014 年排出ガス規制に適合

したエンジンを搭載。高い PM捕集率のDPFと NOX
を無害な水と窒素に分解する尿素水を用いた尿素
SCR装置を組み合わせ，高効率でNOX と PMを低減
する。またDPFの再生はクレーン作業中の再生処理
を避けるため手動による操作も可能である。また，前
モデルと比較し尿素水の消費量を約 50％低減し，ラ
ンニングコストを削減した（図─ 8）。

図─ 5　BIM データの提供

図─ 6　無線 LAN による車両情報表示

図─ 7　テレマティクス

図─ 8　排出ガス浄化システム
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（b）オートアクセル
クレーン操作時にレバー／ペダルの操作量に応じエ

ンジン回転数を自動的にコントロールする機能を採用
した。クレーン作業中のアクセルペダル操作が不要に
なり操作性が向上。また無駄が無いようにエンジン回
転をコントロールすることで燃料消費量の低減・エン
ジン騒音の低減にもつながる。また，本システムの作
動はスイッチにて任意に切り替え可能とした（図─9）。

（c）ポンプオートストップ
クレーン作業での待機時など，クレーンを一定時間
使用しない場合にPTOクラッチを切断しPTOポンプ
を自動的に停止させることで燃料の消費を抑える機能
を新たに搭載した。ポンプが停止するまでの待機時間
は 1分・3分・5分の 3パターンから任意に設定可能で
ある。ポンプの再始動はクレーン操作レバーに設けた

ボタンで任意に可能とした。本機能によるクレーン作
業時の燃料消費量低減率は約 2.0％である（図─ 10）。

3．おわりに

本稿では最新のラフテレーンクレーン本機クレボ
G5 GR-250N-5 を紹介した。建設機械にとって作業機
械としての性能の向上はもとより，昨今では労働人口
の減少や走行，作業時の安全性の向上への対応も重要
度は増している。今後も安全性，作業性能，使い易さ，
作業効率の向上を図り，安心・安全な製品の開発に取
り組んでいく所存である。
�

図─ 9　オートアクセル

図─ 10　ポンプオートストップ

［筆者紹介］
有馬　邦裕（ありま　くにひろ）
㈱タダノ
開発企画部
商品・技術革新ユニット
ユニットマネジャー
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スラントブーム型ラフテレーンクレーンの新技術
Rf シリーズラフター MR-350Rf Ⅱ

加　納　稔　大

スラントブーム型ラフテレーンクレーンは，公道走行姿勢ではブーム先端を下げたスラントブーム方式
により走行時の左方視界が良好で，車両全長も短く運転がしやすい。また，クレーン作業時は旋回後端半
径が小さいため，住宅地など狭い現場での作業で扱いやすい移動式クレーンとなっている。本稿では今回，
最大吊上荷重 35 t のスラントブーム型ラフテレーンクレーンであるMR-350Rf Ⅱ（以下「本機種」という）
を開発したので，本機種の特長および搭載した新技術について解説する。
キーワード：‌�移動式クレーン，スラントブーム型ラフテレーンクレーン，SLジブ

1．特長および機能

ラフテレーンクレーンは，日本国内の道路事情や
様々な工事現場に対応するために進化を続け，今や各
種工事で必要不可欠な存在になっている。その中でス
ラントブーム型ラフテレーンクレーンは，公道走行姿
勢ではブーム先端を下げたスラントブーム方式により
走行時の左方視界が良好で，車両全長も短く運転がし
やすい。また，クレーン作業時は旋回後端半径が小さ
いため，住宅地など狭い現場での作業で扱いやすい移
動式クレーンとなっている。現在，スラントブーム型
ラフテレーンクレーンを 13 t（4.9 t）吊りから 25 t 吊
りまで 4機種設定しているが，今回，従来機のモデル
チェンジとして本機種を開発した。本機種は全輪操向
による特殊走行が可能な車幅 2.62 m の 2 軸キャリヤ
に，最長 32.5 m の 6 段ブームと最長 14.0 m の 3 段 SL
ジブを装備した移動式クレーンである。最新の排出ガ
ス規制に適合したエンジンを搭載し，空中振出式 3段
SLジブや坂道発進補助装置などの新技術も搭載した。

2．機種概要

本機種は，クレーン型式KRM-35H-F，キャリヤ型
式YDS-KRC023 として，最新の排出ガス規制に適合
したエンジンを搭載した最大吊上荷重 35 t のラフテ
レーンクレーンである。現在国内販売されている公道
走行可能な 2軸ラフテレーンクレーンとして，また，
スラントブーム型ラフテレーンクレーンとして最大の
吊上げ荷重を実現している。公道走行時の外観を写真

─ 1に，主な仕様を表─ 1に示す。

3．新技術

（1）ジブ
ジブは，油圧により伸縮起伏が可能で，従来機に対
して空中振出機能を追加した 3段 SL ジブ仕様を新規
に開発した。3段 SLジブは，ジブ起伏シリンダのヘッ
ド側を 1段ジブに，ロッド側をスライドブラケットに
固定する。スライドブラケットはテンションロッドを
介してブームトップに接続されている。スライドブラ
ケットはジブ起伏シリンダの伸縮に伴い 1段ジブ外周
部を前後に摺動することによりジブを起伏させる構造
になっている。2段ジブと 3段ジブは 1段ジブの中に
納まっているため，1段ジブに合わせて起伏する。2
段ジブは内蔵されているジブ伸縮シリンダにより伸縮
し，3段ジブは伸長用ワイヤロープおよび縮小用ワイ
ヤロープにより 2段ジブに伴って伸縮する。3段 SL
ジブ の概要を図─ 1に，2段ジブおよび 3段ジブの

特集＞＞＞　建設機械

写真─ 1　公道走行姿勢
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伸縮構造を図─ 2に示す。
3段 SL ジブはブーム最縮小時の前方スペースがあ

ればジブの装着格納が可能であり，任意のブーム長さ
でジブを振り出せるため，スペースに制限のある工事

現場でジブの装着が必要な作業では威力を発揮する。
また，ジブ装着格納作業における運転室からの乗降回
数を従来機から大幅に削減してオペレータの労力を軽
減した上，地上付近のみでジブ装着格納作業が可能と
なり，高い位置での作業を徹底的に排除したため安全
性が向上した。ジブの振り出し姿勢を図─ 3に示す。

（2）吊上げ用ワイヤロープ
移動式クレーンに必要なワイヤロープの特性とし
て，シーブでの繰り返し曲げに対する耐疲労性や吊り
荷の回転やロープの絡みつきが起きにくい（自転しに
くい）といった性能要求がある。従来機では，難自転
性の 6ストランドロープを採用していたが，本機種で
は，主巻用と補巻用ワイヤロープに 8ストランドロー
プを新規に採用した。8ストランドロープは，クレー
ン高揚程作業時において主巻ワイヤロープの絡みつき
が発生しにくく，曲げ疲労性にも優れており，従来機
よりワイヤロープ交換周期の延長が可能になった。ま
た，補巻のラインプル能力は従来機の 4 t から 4.5 t に
向上している。

表─ 1　主要諸元

クレーン型式 KRM-35H-F
ブーム最大吊上能力 35.0 t × 2.6 m
SL ジブ最大吊上能力 3.2 t × 76°
ブーム長さ 7.5 m～ 32.5 m
SL ジブ長さ 6.5 m～ 14.0 m
ブーム起伏角度 －10°～ 84°
SL ジブオフセット角度 5°（7°）～ 60°
最大地上揚程
ブーム／ SLジブ 33.9 m/47.9 m

最大作業半径
ブーム／ SLジブ 30.0 m/35.5 m

巻上ロープ速度（主巻）
（補巻）

125 m/min（4 層目）
125 m/min（4 層目）

後端旋回半径 2.85 m
アウトリガ最大張出幅 6.8 m
エンジンメーカー
エンジン型式

カミンズ
QSB6.7-4E

　総排気量 6.69 L
　最高出力 209 kW/2,000 min－1

　最大トルク 1,152 N・m/1,500 min－1

タイヤ 385/95 R25 170E ROAD
最高走行速度 49 km/h
登坂能力 0.55（tanθ）
最小回転半径
2輪操向／ 4輪操向 8.1 m/4.9 m

軸距 3.65 m
全長×全幅×全高
（走行姿勢） 9.80 m×2.62 m×3.595 m

車両総重量 27,925 kg

図─ 3　ジブ振り出し姿勢

図─ 2　2 段ジブおよび 3 段ジブの伸縮構造

図─ 1　3 段 SL ジブの概要
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（3）坂道発進補助装置
坂道発進補助装置は，乗用車などに採用されている

機能であるが，ラフテレーンクレーンでは初めて搭載
した機能である。坂道発進時にブレーキからアクセル
に踏み換える際，一時的にブレーキが作動した状態を
保つことで，車両のずり下がりを（車両が逆行してし
まうのを）防止できる装置である。坂道発進補助装置
の作動状態を写真─ 2に示す。なお，この装置は写
真─ 3のように車両がバックで坂道を登る場合でも
車両のずり下がりを防止できる。

坂道発進補助装置は，電子水準器による車両傾斜角
度検出，ブレーキとアクセルペダルの作動検出を主な
制御条件としてクレーン作業用ブレーキロック回路を
利用して作動させている。坂道発進補助装置のシステ
ム構成概要を図─ 4に示す。
坂道発進補助スイッチは運転室内のインスツルメン

トパネルにあるインフォメーションディスプレイの作
業用ブレーキロックと兼用のスイッチにて行う。パー
キングブレーキ作動時は作業用ブレーキロックスイッ
チとして使用し，パーキングブレーキ非作動時は坂道
発進補助スイッチとして使用する。坂道発進補助ス
イッチを図─ 5に示す。

4．おわりに

ラフテレーンクレーンは，クレーン関係の各種規則
規格や最新の排出ガス規制等の法的要求に対応するこ
とは必須事項として，更に安全機能や快適機能を求め
る顧客の声に応えるために，各種新技術を開発して搭
載してきた。そのなかでスラントブーム型ラフテレー
ンクレーンは都市部で使用されることが多いため，必
然的にラフテレーンクレーンと人や物との距離が近く
なる機会も多くなる。そのため，顧客からは短時間で
ジブの装着格納ができる機能の他，クレーン作業の効
率化やクレーン能力の向上，走行時の安全機能，クレー
ン作業時の機体周囲に対する安全機能，騒音低減やエ
ンジン排出ガス浄化等の環境対策など，様々な要望が
寄せられる。今後も顧客の要求に可能な限り対応し，
安全で安心して使える製品の開発に取り組んでいく所
存である。
�

写真─ 2　坂道発進補助装置（前進）

写真─ 3　坂道発進補助装置（後進）

図─ 4　坂道発進補助装置システム構成概要

図─ 5　坂道発進補助スイッチ

［筆者紹介］
加納　稔大（かのう　としひろ）
㈱加藤製作所　設計第 1部
課長
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欧州の環境規制に対応した中型アスファルト 
フィニッシャの紹介
HA60C-11，HA60W-11

冨　田　幸　宏

欧州は環境意識レベルが高い地域であり，建設機械についても日米に先んじて 2019 年より欧州排ガス
規制 Stage Ⅴが開始されている。本稿では今回，Stage Ⅴでの排ガス対応技術とともに代替燃料の対応状
況を説明する。また，合わせて Stage Ⅴに対応した中型アスファルトフィニッシャ本クローラ式開発機
HA60C-11（以下，本クローラ式開発機という）並びに本ホイール式開発機HA60W-11（以下，本ホイー
ル式開発機という）において特に欧州市場でのユーザーニーズを反映し，改善した機能を紹介する。
キーワード：‌�アスファルトフィニッシャ，欧州排ガス規制 Stage Ⅴ，排ガス後処理装置，PM（粒子状物質），

NOx（窒素酸化物），PN規制値

1．はじめに

第 26 回気候変動枠組条約締約国会議（通称，
COP26）が 2021 年 10 月 31 日～ 11 月 13 日開催され，
「地球気温上昇を産業革命前から 1.5 度以内に抑える
努力を追求」することが合意された。また，「段階的
な削減（phase-down）」に留まった石炭火力について
は，議長国の英国を始め欧州連合（EU）は「段階的
な廃止（phase-out）」に拘った。この様な姿勢から見
て取れる様に，欧州市場は環境意識が高く，建設機械
に課される排ガス規制も現在世界で一番進んだ規制と
なっている。対して，図─ 1に示す通り，日米は，
米国がトランプ政権時にパリ議定から離脱し，排ガス
規制を進行させなかったので，日本も足並みを揃え，
欧州に比較して一世代前の排ガス規制が適用されてい
る。
本稿では，環境規制を始め，欧州での市場要望に対

応した中型アスファルトフィニッシャ（以下，AFと

称す）本クローラ式開発機（写真─ 1）と本ホイール
式開発機（写真─ 2）について紹介する。

特集＞＞＞　建設機械

表─ 1　主要仕様表

図─ 1　日米欧における排ガス規制開始時期
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2． 欧州排ガス規制「StageⅤ」と対応技術
動向

図─ 2に，排ガス規制値の推移を示すが，図に示
す通り，規制が刷新される度にNOx や PMの規制値
が厳しくなっていった。最新の欧州排ガス規制である
Stage Ⅴでは新たに PN規制が追加され，現時点で，
世界で最も厳しい排出ガス規制となっている。表─ 2

に，Stage Ⅳと Stage Ⅴの比較を示す。
NOx：�一酸化窒素（NO）・二酸化窒素（NO2）など窒

素酸化物の総称。
PM：�パティキュレートマターの略。ススなどの浮遊

粒子状物質。

PN：�パティキュレートナンバーの略。従来の排出ガ
ス内に含まれる一定単位あたりの粒子状物質の
重量を規制する PM規制とは別に，一定単位あ
たりに含まれる粒子数の規制。

StageV以前の排ガス規制では，図─ 3に示す通り，
エンジンメーカーによって排ガス対応方式に違いが
あった。ただ，StageV においては，ほぼ各社が，排
出ガスに含まれる PM，NOx，PN等の規制値をクリ
アするため，尿素 SCR（Selective Catalytic Reduction）
システムやDPF（Diesel Particulate Filter）排出ガス
後処理装置を備えている。
図─ 4にStage Ⅴにおける排ガス処理装置を示す。

写真─ 1　HA60C-11

写真─ 2　HA60W-11

図─ 2　排ガス規制の変移

表─ 2　Stage　Ⅳと Stage Ⅴ比較

Stage Ⅳ Stage Ⅴ
NOx（g/kwhr） 0.4 0.4
PM（g/kwhr） 0.025 0.15
PN（piece/kWh） － 1×1012

図─ 3　排ガス規制と対応技術

図─ 4　排ガス後処理装置（Stage Ⅴ）

Abbreviation Description
DOC Diesel Oxidation Catalyst
SF Soot Filter
SCR Selective Catalytic Reduction
ASC Ammonia Slip Catalyst
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DPFは，排ガス中の有害成分を酸化するDOC（ディー
ゼル参加触媒）並びに PMを捕集して大気中に放出
しないようにする SF（スートフィルタ）で構成され
ている。ただ，SFに捕集された PMは，そのままで
は目詰まりを起こし，エンジン性能が低下するので，
溜まったPMを焼却処理するシステムが付いている。
尿素 SCR フィルタ（SCR）は，フィルタの上流で

尿素水を噴射するドージングモジュール（DM）と，
尿素水が加水分解して発生したアンモニアを吸着し，
NOx を還元・浄化する SCR 触媒，及び SCR 触媒で
吸着できなかったアンモニアを酸化・浄化するスリッ
プ触媒（ASC）で構成されている。
Stage Ⅴでは，DPF で PM，SCR で NOx を低減す

ることにより，排ガス規制値を満足している。

3．代替燃料

排ガス規制に加えて，北欧エリアでは GTL（Gas 
to Liquids），HVO（Hydrotreated Vegetable Oil）と
言った代替燃料への対応要望が高い。GTL は，天然
ガス由来の製品であり，環境負荷の少ないクリーンな
軽油代替燃料である。石油由来の製品と同等の性状を
保持しつつ，軽油対比でCO2 排出量を 8％程度削減す
ると言われている。HVOは，燃料ライン，エンジン，
排出ガス後処理装置，排出物質などへ影響を及ぼさな
い，高品質のバイオディーゼル燃料と言われている。
また，HVOは廃油，菜種油，ヤシ油，動物性油など，
さまざまな資源から作ることができるので，温室効果
ガスの総削減量に大きな影響を与えることができ，標
準的な軽油と比較して，CO2 排出量を最大 90％削減
効果があると言われている。
本クローラ式開発機，本ホイール式開発機は，排ガ

ス規制対応のため EN15940 の要件を満足した GTL，
HVO燃料に限定されるが，代替燃料の使用を前提に
設計・開発を行い，2021 年より実機での検証を行っ
ている。

4．HA60機能紹介

本クローラ式開発機，本ホイール式開発機は，国内
で評価を得ている旧モデルをベースに欧州排ガス
（StageV）規制の対応と共に，欧州顧客要望事項へと
して，以下の項目について対応した。
①輸送性の改善
②電気加熱時の舗装能力制限の解消
③作業性，機能性の改善

（1）輸送性の改善
3 連スクリードである J/PAVER2360 は，他社に無
い伸縮性を有する反面，スクリードが 3 連となるた
め，構造上前後長が長くなる。合わせて，旧モデルを
始め，国内向けアスファルトフィニッシャ（以降，
AF）は，合材ダンプのバンパとの干渉を避け，低床ホッ
パを採用している。重量バランスを確保するため，前
輪前側のウェイトが大きくなり，結果的に，欧州メー
カーのAFに対して全長が長くなっている。欧州の場
合，AFとローラを合積するため，全長短縮の顧客要
望があった。
本ホイール式開発機は，ホッパ高さとウェイト形状
を見直すことにより，従来機に比べて 300 mm全長を
短くし，輸送性の改善を図った。

（2）電気加熱時の舗装能力制限の解消
HA60 は，走行系のポンプが 2ヶ，コンベヤとスク
リュー用ポンプが 1ヶ，タンパ，バイブレータ，シリ
ンダを駆動するポンプが 1ヶの計 4ヶポンプが搭載さ
れている。従来の発電システムは，図─ 6（a）に示
す通り，コンベヤ，スクリュー用ポンプから作動油を
供給し，油圧モータにより発電機を作動していた。こ
のため，加熱で発電機を稼働させる場合，能力がそち
らに取られてしまうので，コンベヤ，スクリューの能
力を落とさざるを得なかった。本クローラ式開発機，
本ホイール式開発機では，旧モデルより 20％出力アッ
プしたヤンマー製新規エンジンを搭載するとともに，
図─ 6（b）に示す様に発電機を独立した回路にする
ことにより，本来の舗装能力を落とすこと無く，発電
できるようにした。

図─ 5　ホッパ長さ改善
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（3）作業性，機能性の改善
（a）�折り畳みリテーニングプレート（本ホイール式

開発機）
従来ホイール用リテーニングプレートは，取り外し

式又は内側のみスライド式が採用されてきた。取り外
し式は脱着の煩わしさ，スライド式には合材が固着す
ると引き出せないと言った問題があった。ただ，舗装
幅 4.5 m 以下の現場が大半を占める欧州市場において
は，内側 1段のみの折り畳み式とするリテーニングプ
レートの要望が強い。新型本ホイール式開発機におい
ては，図─ 7に示す通り内側 1 段目のみを折り畳み
式，外側の 2段目は脱着式かつサポートを追加するこ
とにより段取り作業の利便性向上を図った。
（b）�ブレーキステア並びにデフロック（本ホイー

ル式開発機）
本ホイール式開発機の走行システムには，ブレーキ

ステアに加えて，デフロックシステム（オプション）
を準備している。
ホイール式AFは，前輪切れ角の制限から，通常の

回転半径は 7 mと大きい。対してブレーキステアは，
低速モード時，内側後輪の走行モータのブレーキをか
ける事に依り，図─ 8に示す通り，3.5 m という小旋

回が可能となる。
ホイール式の走行システムは，前輪・後輪共に 1ポ
ンプ -2 モータ方式となっているため，例えば軟弱路
盤などでは片側が空転した場合，負荷の軽い空転側に
油が流れ，機械はスタックしてしまう。その為，標準
仕様では，片方のタイヤが停止し，逆側タイヤの空転
が一定時間以上継続された場合，空転していた方の
モータ傾転を“0”にして，止まっていた方の油圧モー
タへ全量流すノンスピン制御が搭載されている。た
だ，この方式の場合，一時的に機械が停止してしまう
為，軟弱路盤などでは，再発進できず，脱出出来なく
なってしまうことがあった。対して，デフロックシス
テムは，図─ 9に示す通りフローデバイダにより，
左右後車輪モータ及び前輪モータへ流入する作動油の
量を左右ほぼ均等に供給する。これにより，軟弱路盤

図─ 6（a）　旧モデル油圧システム

図─ 6（b）　Stage Ⅴ対応機油圧システム

図─ 7　折り畳みリテーニングプレート

図─ 8　ブレーキステア効果

図─ 9　デフロックシステム
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等で車輪の片側が空転してしまうような場合でも，逆
側の車輪モータへ作動油が供給され，有効な牽引力を
得ることが出来る。
（c）FVM（Field View Monitor）
現在，ISOではAFの視認性に関する規格策定が検

討されている。AFは，オペレータの死角となる機械
周辺範囲が広く，図─ 10に示す様なカメラ 1台では
全範囲を確認するのは難しい。また複数のカメラを搭
載する場合には , 映像の切替え操作が負担となりう
る。そこで，FVMでは 3 系統のカメラ映像入力と 3

系統のカメラ映像スルー出力および 1系統の合成映像
出力を備えた映像合成ユニットにより，リアルタイム
での合成映像出力を行う。表示範囲は，図─ 11に示
す通り，車体と周囲作業者あるいは車体と周囲障害物
との位置関係の確認を頻繁に行う前方 270°としてい
る。尚，本クローラ式開発機，本ホイール式開発機に
おいては，従来機比べて合成画像のゆがみを抑えたカ
メラの搭載位置へ変更した。

5．おわりに

本稿では，欧州の排ガス規制 Stage Ⅴの状況とその
規制に対応したAFを紹介した。また，北米，日本に
おいても現在更に厳しい条件となる排ガス規制の採用
が議論されている。排ガス規制は今後も一新される毎
に条件が厳しくなっていくことは容易に推察でき，
AFの製造メーカーとしては，引き続き排ガス規制の
対応していくのは当然として，カーボンニュートラル
への対応も検討が必要と考えている。
また，FVMの中でも一部記載したが，現在AFを
含め，道路舗装機械に関する欧州規格である EN-500
の見直し並びに ISO 化が進められている。その中に
は作業者の安全性，環境性が担保されるよう，規格の
見直しが検討されている。規格に準拠するだけで無
く，より安全で快適な建設機械の開発を行っていく所
存である。
�

図─ 10　フロントカメラの死角範囲

図─ 11　FVM による視認範囲
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発破用穿孔機史：戦前編

岡　本　直　樹

「発破穿孔機史」の戦前編では，はじめに発破穿孔機の分類とサーフェスドリルへの繋がりを前史とし
て示してから，さく岩機史へと進める。そして，ジャックハンマ（シンカ），スタンド（三脚，支柱）式，
ストーパ等からレッグ式の誕生までを記し，国内の概略史も示す。次のサーフェスドリルでは，ワゴンド
リルの開発とケーブルツールドリルからチャーンドリルへの変遷を示し，外地の撫順炭鉱等での使用例を
加えた。
キーワード：‌�建設機械史，発破，穿孔機，さく岩機，サーフェスドリル，チャーンドリル，ジャックハンマ

1．はじめに

発破用穿孔機の分類を図─ 1に示す。発破用穿孔
機Blasthole Drill（広義）は，Rock Drill，Drill Jumbo， 
Surface Drill（Bench Drill）に分類でき，狭義のブラ
ストホールドリルはサーフェスドリルを指す。「鑿岩
機」は，Rock Drill の訳語として生まれたが，鑿岩機
の字義からか，わが国ではピック等も含むものとなっ
ている。戦後の新表記「削岩機」は，字義が不適当な
ので本稿では不採用とし，Blasthole Drill は「発破用
穿孔機」と表記する。
穿孔機には発破用の他に試錐機・さく井機等があ

り，明かり発破に用いられる地表からの穿孔は，井戸
掘り等の歴史と関わりが深い。ロータリドリルの起源
はBC2000 年頃に遡る。エジプトの採石場跡で，ピラ
ミッド用のストーンブロック切出し用の穿孔跡（穿孔
長 6 m，径 500 mm）が見つかっている。穿孔法は，
コア抜きCalyx drillのような図─2が想像されている。
図─ 3は，別の早期の方法（三脚櫓と巻取りポール）

であるが，2,000 年前（異説は多い）の中国やペルシ

アの井戸掘りに使われていたパーカションドリルの説
明にも引用されている。AD600 年頃の中国の重錘に
よるパーカションドリルは，深さ 1,800 feet を穿孔し
ている。図─ 4に中国の井戸掘りの様子を示す。日
本では江戸時代，深い井戸は櫓を建て長い突き棒にて
穿孔したが，1817 年頃から上総掘り（図─ 5）の開
発が始まり，突き棒の代わりに竹籤を用いて巻き取っ
た。
西洋では，1683 年に Huthman が垂直孔のストライ
カバーに屈強な 2人で重錘を落とすドロップハンマ方
式／ドロップドリル（人力パーカション）を開発して
いるが，実用にはならなかった。同様の方法は 1721
年に Barthelsga が，1803 年にも Gainsbrig が行って

特集＞＞＞　建設機械

図─ 1　穿孔機の分類

図─ 2　 Egyptian drill 図─ 3 　The earlier method

図─ 4　中国の井戸掘り 図─ 5 　上総掘り
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いる。図─ 6は，17・18 世紀のドリルチゼル等を示
している。
19 世紀初頭の米国では油井掘りに図─ 3と類似の

スプリングポール法（図─ 8）を利用していて，後に
蒸気機関と組み合わせている（図─ 9）。
近代になり重錘落下による穿孔法（図─ 7）が普及
しているが，この方法が機械化されることになる。
一方，火薬の歴史を辿ると，化学反応を用いた燃焼

－爆発の利用は，B.C.10 世紀に遡ると云われていて，
最初の火薬は B.C.4 ～ 5 世紀に火攻具「ギリシャ火」
として登場した。黒色火薬は 6・7世紀の唐で生まれ，
北方騎馬民族との戦いに使われた。宋代には原料の硫
黄が日本から輸出されている。欧州には 13 世紀に製
法が伝わり，1397 年になると最初の発破をスウェー
デンのMerat が行うが，詳細不明である。1415 年に
は英ヘンリー 5世が坑道地雷を用いている。

2．さく岩機 Rock Drill

ピストンハンマを利用したさく岩機は，主に地下鉱
山で発達し，トンネル工事等にも利用されていく。

（1）ロックドリル前史
穿孔発破は，1613 年に独Martin Weigel が始唱し，

フライスベルグ鉱山での採鉱発破の穿孔にタガネとハ
ンマを利用している。1627 年にはハンガリーの
Caspar Weindl がワイゲル提唱の黒色火薬による穿孔
発破法をドイツで実践した。5 人一組で，1 人が
Striker bars（チゼル）を持って回し，3人が大ハン
マを持って交代でバーを叩き，その間 1人は休息して
いる。1689 年に薬包が考案され，穿孔装薬が容易と

なる。1749 年にはハンガリーでウェッジビットを利
用，10 年後ドイツ人がチゼルビットを導入した。

（2）ロックドリルの近代化
蒸気動力回転さく孔機は，小型高圧蒸気機関を開発
して，機関車やバケットラダー浚渫船を発明し，鉱山
技師でもあった英 Richard Trevithick が 1813 年に石
灰岩穿孔用として開発した（写真─ 1）。1840 年に石
炭や軟岩に手動回転ドリルが使用され，1844 年には
英 Brunton が圧縮空気さく岩機（Wind Hammer：図
─ 10）を発明した。
1849 年に米 J. Couchが中空ピストンとドリルロッ
ドの組合せによる蒸気式さく岩機の特許を取得してい
る。1851 年には米 Joseph Fowleがさく岩機に回転機
構を採り入れて，仏 Cave は蒸気と圧縮空気両用のさ
く岩機を発明している。1854 年に Schumannもパー
カッション式さく岩機を発明。1861年に伊G. Sommeiller
が高能率さく岩機を実用化している。1866 年に米
Charls Burleigh等がバーレイ式さく岩機（空圧式ピ
ストンドリル方式）を発明，2年後に実用化（写真─ 2）
して，Fowle の特許も買取る。
1867 年には仏M.Leschott が Mont Cenis トンネル

でダイヤモンドビットを開発して使用する。
爆薬は，1846 年に Sobrero がニトログリセリンを
開発したが，高感度で危険なためA.B.Nobel が珪藻土
に吸収して安定化させたダイナマイトを 1866 年に発
明し，併せて起爆用雷管も開発して，安全な発破法を
確立した。
1870 年になると，米ヘンリ・サージャントがエク
リップスバルブを装備した高打撃さく岩機で穿孔速度
を大幅に向上させる。翌 71 年，米 Simon Ingersoll が

図─ 6　Drill Chisel 等 図─ 7　重錘落下法

図─ 8　スプリングポール法 図─ 9　蒸気機関組合せ

写真─ 1　蒸気式回転さく岩機 写真─ 2　Burleigh Drill

図─ 10　Brunton の Wind Hammer
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三脚架台の圧気式ピストンドリル（図─ 11左）を考
案し，Ingersoll Rock Drill 社を設立，バーレイの特
許も買取る。1872 年に独アルフレッド・ブラントが
水圧式さく岩機を考案。1873 年には英ダーリントン
式さく岩機，1875 年にランド式さく岩機，1879 年の
独シーメンスの電機式さく岩機が，それぞれ発明され
る。1890年にデンバーさく岩機製作所が設立される。
そして，1897 年に米 J.George Leynerが中空ロッド
による革命的エアーブロー式さく岩機（ハンマドリル：
写真─ 3）を発明するが，坑内では酷評され，解決策
として翌年にウォータブロー式を開発し，中空ロッド
によるブロー方式の先駆となる。この会社は 1912 年
に Ingersoll-Rand が買収する。
20 世紀に入ると，1904 年にフロットマン社がハン

ドハンマの生産を始める。1905 年には Ingersoll-
Sergeant 社と Rand 社が合併して Ingersoll-Rand 社
（I-R）となる。1912 年には I-R が Riple bar 及び Sleeve  
Chuckの回転機構を有する手持ちさく岩機Jackhamer 
（写真─ 4）を開発。因みに I-R の商標 Jackhamer は，
hammer の mを 1つ抜いている。
1936 年になるとAtlas Copco がレッグドリルを導

入する。戦後，このワンマン操作ができるプッシャレッ
グとハードメタルチップ鋼の組合せを“The Swedish 
Method”と称し，世界のスタンド式を一掃する。
日本：
日本では，幕末期の安政 2年／ 1855 に島津斉彬が

採鉱発破を山が野金山と谷山錫山で行っていて，文久
2年／ 1862 に遊楽部鉛山（北海道）でバンベリーが
黒色火薬発破を行っている。明治 6年／ 1873 になる
と後藤象二郎が仏マンスに常磐炭鉱と三池炭鉱で採炭
発破を行わせ，採炭発破も一般化する。
明治 10 年／ 1877 に栗子道路隧道にエアドリルを初
導入し，翌年に逢坂隧道でジョルダン鑿岩機 2台を用
意したが軟弱なため未使用，柳ヶ瀬隧道ではインガソ
ルさく岩機でダイナマイトを初使用。明治 14 年／
1881 になると三菱吉岡鉱山，佐渡鉱山に鑿岩機を輸
入した（英ダーリントン式，独シュラムハーガ式，米
バーレイ式）。そして，工部省赤羽工作分局で英ダー
リントン式さく岩機を模倣試作するが不調，翌 15 年
に米バーレイ式空気圧縮機を製造して実用を果たす。
明治 38 年／ 1905 にはショウ式ストーパを輸入してい
るが，本格使用は5年後にサリバンストーパ20台，ハー
ドソックスストーパ 11 台，インガソルストーパ 16 台
を輸入してからとなる。
大正 3年になると，手持鑿岩機（シンカ）が住友別
子礦業所と足尾鉱山で製作され，国産化が進む。
火薬生産については，大正 6年に日本火薬がダイナ

マイトを，カーリットは大正 8年に浅野カーリット（日
本カーリット）が，無煙火薬は帝国火薬（日本油脂）
が大正 11年に生産を開始した。昭和 7年／ 1932 には
日本窒素火薬（旭化成）が脆質ダイナマイトを生産する。
足尾製作所：
古河鉱業は，明治 15 年／ 1882 に独シュラム式さく
岩機を古河／阿仁鉱山に導入して好成績であった。明
治 18 年には足尾銅山に鑿岩機（写真─ 6）を導入し，
明治 20 年から工作課で機械の修理・製作を始めた。
明治 33 年／ 1900 になると足尾銅山に間藤工場を開設
し，鑿岩機の製作・修理を始め，明治 38 年に個人経
営を古河鉱業会社とした。大正3年／1914になると，
独フロットマン社のハンドドリルを参考に日本人の体
格に合わせた鑿岩機（足尾式 3番型）を開発した。そ
して，大正 5年に鑿岩機工場を新設して国産を本格化図─ 11　I-R の三脚式とレール台車式 写真─ 3　Leyner

写真─ 4　Jackhamer 写真─ 5　Ingersoll-Sergeant 写真─ 6　足尾の輸入鑿岩機
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させ，好評のため輸入インガソルを押さえてシンカの
トップメーカとなり，大正 7年／ 1918 に古河鉱業を
㈱とした。昭和 11 年／ 1936 に軽量鑿岩機（ASD18，
ASD25，ASD41 ストーパ）を開発，そして，昭和 17
年／ 1942 に足尾製作所として独立した。
その他：
住友別子鉱業所機械課でも大正 3年に小型軽量の鑿

岩機を製作していて，翌年には別子式ストーパも国産
化している。
大正 11 年／ 1921 に東京鋼材（三菱製鋼）が中空ロッ

ドの生産を開始し，昭和 2年／ 1927 になると山本鐵
工所（大正 4年創設）がヤマモト式鑿岩機の製造販売
を開始し，翌年に大成鑿岩機が設立される。日鉱／日
立鉱山でも昭和 5年／ 1930 に鑿岩機製作を開始。昭
和 9年／ 1934 に山本鐵工所がライトドリフタYS-49
を生産。昭和 14 年／ 1939 に㈱山本鐵工所を設立，翌
15 年にはストーパCC-11 を生産した。
東洋工業は，昭和 8年に鑿岩機 S49（写真─ 7），

R39 の製作に取組む，日窒コンツエルンの野口遵が長
津江開発用の鑿岩機生産を慫慂，インガソルランド
S-49，R-39，L-67，L-74 をスケッチ試作して，昭和 10
年／ 1935 に製品として完成させ，長津江水電に納入
した。昭和 12 年には，ライトドリフタDCS49 を独自
開発する。同年，大同製鋼が中空鋼を量産，北越工業
がコンプレッサを生産した。
明かり発破穿孔の例として，大河津分水工事（明治

～大正）の突タガネ（写真─ 8）による穿孔と大正 7
年の鑿岩機施工（写真─ 9）を示す。

坑内では，ジャックハンマ，ライトドリフタが使わ
れ，固定コンプレッサを動力源としていた。手持ち鑿
岩機は，通称ジャックハンマと呼ばれ，軽量な一人操
作用や 2・3 人で取扱う重量級があった。水平穿孔や
上向き穿孔にはスタンド（支柱や三脚）とストーパが
用いられた。写真─ 10は，佐渡鉱山でのシンカ，ス
タンド（支柱）式，ストーパの鑿岩機三様である。

3．サーフェスドリル

（1）ワゴンドリル
ワゴンドリルの元祖は，ドリルワゴンと称して採石
場の水平掘りに使用していたもので，1884 年に米W.L. 
Saunders がその特許を取り，1909 年頃に米 A.H. 
Taylor が改良設計した。そして，1924 年に Ingersoll 
Rand（I-R）が全金属製ワゴンにハンマドリル X-70
を搭載して，ワゴンドリルと名付けて販売した。標準
フィードは 12 feet であるが，長孔穿孔ではタワートッ
プを伸ばして，先端滑車を通してワイヤでさく岩機を
吊り下げる手動ウインチ方式であった（写真─ 11）。
1926・7 年頃に 3輪台車として，クローラドリルが登
場するまでサーフェスドリルの主役であった。写真─
12は，1936年の 3輪タイヤFMワゴンドリルである。
わが国では，戦前に朝鮮の鉄鉱開発にデンバー，イ
ンガソル，ウオシントン，ジョイ社製等を輸入して，
ポータブルコンプレッサと組合わせて使っていた。内
地では需要がなかったが，戦後は佐久間ダムで I-R 
FM3/X71 型と Gardner Denver UMC/D99DT型が各
8台導入され利用が始まる。写真─ 8　突タガネ

写真─ 9　明かり鑿岩機

写真─ 10　鑿岩機三様

写真─ 11　I-R ワゴンドリル 写真─ 12　FM ワゴンドリル

写真─ 7　東洋 S49



79建設機械施工 Vol.74　No.1　January　2022

（2）チャーンドリル Churn Drill

近代になり，重錘落下による穿孔法（図─ 7）を機
械化したものが油井掘削で発達するケーブルツールド
リルで，チャーンドリルに発展する。チャーンドリル
は，クランク回転等を利用してビットを自重落下させ
て破砕穿孔する衝撃式穿孔機の一種で，突き攪拌する
古典的バターチャーン製法の連想から付けられた名称
である。大口径をドリリングビットの重量懸垂衝撃方
式で穿孔し，動力は主に電動機，走行方式は初期の鉄
輪からクローラ式となった。
このチャーンドリルは，ベンチ発破の大口径装薬の

穿孔に海外で用いられていた。日本でも内地の需要は
なかったが，外地の露天掘り鉱山等で使われていた。
戦後間もなく，国内ではダム建設の原石山発破に需

要があり，日本開発製造がビサイラス製 29T，22Tを
模した GC-15，GC7 と HC7 を造っていた時期がある。
構造が単純で故障が少なく，穿孔費も安価であった
が，穿孔速度は遅く，6”径で穿孔長 12 m 程度を
15 hr 程掛かった。やがて，B-E 50R 等のロータリド
リルやダウンザホールドリルが輸入され，その地位を
譲ることになる。
海外における開発の変遷：
1838 年に米シンガー兄弟がタガネ重力落下による

打撃式さく岩機の引き揚げに蒸気を利用した。
最初の可搬型ロータリドリルは，1867 年に Henry 
Kelly が製作，類似の可搬性を持たせたケーブルツー
ルードリル（図─ 12）の特許をNelsonが1871年に取っ
ている。1970年代から1980年代の多くのメーカがケー

ブルツールドリルを製作したが，R.M. Downiega が
最初である。写真─ 13は彼の 1880 年の製品で，三
脚櫓を利用している。最初のマスト（Aフレーム）装
着機（写真─ 14）は 1892 年で，油井用を改良して発
破用を開発した。そして，これらリグの商標を
Keystoneとした。図─ 13はArmstrongの前身の1898
年の Kelly & Taneyhill 製である。
1890 年代末期からいくつかのメーカが自走式ロー

タリドリルを造り始めた。その 1 つが 1903 年の
Austin の製品（図─ 14）である。ロータリドリルは
戦後，チャーンドリルに代わる大口径穿孔機となる。
1904 年に Kelly, Morgan & Company は Armstrong 
Quam Co, となる。図─ 15は，1906 年の Keystone 
drill であるが，写真─ 15の機械骸は，初期の木製
Keystone drill で，ドリル治具を昇降する蒸気機関と
麻ロープを備えている。1900 年代早期には，他の有
力メーカ Loomis，Cyclone，Star 等がオハイオ州か
ら生まれているが，写真─ 16に Loomis のドリルを
示す。Suppdder は，パーカションドリルの一般名で
あったが，その 1つの初期の全金属製のArmstrong
牽引式チャーンドリル（1915 年）を写真─ 17に示す。
自走式も 1917 年に同社が開発しているが，写真─ 18

は 1922 年のものである。チャーンドリルへのクロー
ラを装着は，1920 年代末期にKeystone が果たすが，
その例として 1933 年の Keystone No.25（写真─ 19）

図─ 12　1871 Nelson drill 写真─ 13　Downie drill

写真─ 14　Downie 図─ 13　Kelly & Taneyhill

写真─ 15　Keystone drill 写真─ 16　Loomis

写真─ 17　全金属 Armstrong 写真─18　自走式Armstrong

図─ 14　Austin 図─ 15　1906 Keystone
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を示す。写真─ 20は 1934 年の Armstrong チャーン
ドリルである。

（3）撫順炭鉱等の発破
戦前，世界最先端の露天掘り機械化を進めていた撫

順炭鉱（満州）の発破穿孔法を参考として記す。
撫順炭鉱の穿孔機（写真─ 21）は，衝撃式で穿孔
錐を上下させて穿孔するチャーンドリルである。サイ
クロン式とキーストーン式の 25 台であるが，純正か
模倣品かは不明である。穿孔速度は一昼夜 40 m位で
あった。他に撫順式の 7台があり，回転式ビットで，
5 m中空ロッドを継足しブロー穿孔ができ，穿孔速度
は一昼夜100 mで能力はチャーンドリルの3倍となっ
ている。
昭和 9年の穿孔総延長は 30万m，その方式別比は，

チャーンドリル：撫順式：手掘り式が各 10 万mずつ
となっている。手掘り（写真─ 22）は，機械穿孔機
の進入が難しい箇所で利用しているが，5人一組で鑿
を上下運動させて穿孔する伝統的方法で，穿孔速度は
9 m/10 hr であった。撫順の露天掘り発破は，ベンチ
カット，盤打ち，小割があり，ベンチ発破は 100 mm
径 11 m垂直孔にK号硝安爆薬を装填して，親ダイを
電気雷管で斉発する。穿孔の基本配列は抵抗線 5 m，
孔間 8 mの 2 列千鳥型配列としている。褐色頁岩の
薬量は 0.7 g/m3，軟質な緑色頁岩はその半量，特に軟
らかい場合等では黒色火薬を併用する。盤打ち発破

は，ベンチ発破の補助として，60 mm径で適当な深
さで行う。小割発破は30 mm径の手ノミ穿孔である。
坑内用はインガソルランド製ジャックハンマ S49，
DCR23，ストーパ CC-11，デンバードリフタ 7 L，電
動コールドリルは昭和萬能式と泉式を使用。
その他の外地鉱山の例を示すと，茂山鉄鉱山（北朝
鮮）が 9吋チャーンドリBucyrus Armstrong 29T を
導入していて，稼働実績も残っている。火薬は液体酸
素，国産ダイナマイトを使用。
石碌鉄鉱山（海南島）では，長谷川式C-15 型チャー

ンドリル 20 台を計画したが，戦局の悪化で実績 7台
に止まった。近傍の田独鉱山はチャーンドリル 2台，
鑿岩機 31 台を導入している。

4．おわりに

発破穿孔機史に関する市販書籍は少ないが，蔵書中
に意外と多くの史料があり，拾い書きしていくと，圧
縮しても紙幅に収まらず悩んだが，熟慮の末，構成を
変えて戦前編と戦後編に分けることにした。
参照した社史やメーカの人々の著書は非常に参考と
なるが，営業的なバイアスに留意した。また，調査し
た様々な史料に，年代等の食い違いや誤記があり，本
稿ではその検証は不十分であるが取敢えずまとめ，詳
細不明な箇所や疑問点は，今後の課題として調査を続
けたい。
�
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1．はじめに

地球温暖化対策として CO2 排出量の削減が急務と
なっている。世界の自動車を含む運輸部門における
CO2 排出量（2016 年度）は 367 億 5,360 万トンで，
CO2 総排出量の 21.4％を占める。運輸部門の内訳は，
自家用乗用車と貨物車を合わせた自動車が 58 億 7,860
万トンで運輸部門の 74.8％を占め，世界全体の総排出
量の 16.0％を排出している。この運輸部門の CO2 排
出量ゼロ化の実現のためには，化石燃料を搭載せず
モータのみで走行する車両，すなわち，電気自動車
（EV）や燃料電池車（FCV）の導入が必要不可欠と
なる。
しかしながら，EVは現時点でも幾つかの大きな課

題を抱えており，その主要課題は，①航続距離，②バッ
テリ搭載量（素材資源や生産量の確保，廃棄 等），③
充電（煩わしさ，充電待ち時間，充電渋滞，超々急速
充電対応，発熱対策 等），④インフラ設置（充電器数
量，設置エリアの確保 等），そして，⑤走行性能の低
下（車重増加，電欠セーブ運転 等）等が挙げられる。
また，大パワー出力が必要となる大型トラックを電気
エネルギのみを搭載して走行するEV化（フルエレク
トリック化）は，大容量のバッテリを搭載する必要が
あるため，EV化には多くの課題があり困難とされて
いる。その解決策として走行中充電システム（Electric 
Road System）の導入が期待されている（図─ 1）。
本研究では，接触サイド式による ERS を考案し，

乗用車やレース車両への適用化検討を進めてきた（図
─ 2）。更に本研究では，運輸部門の 36.8％を占める
貨物自動車の課題解決に視点を向け，今までEV化が

困難とされていた大型トラックへ の適用化を推進し
ている。

2． 接触サイド式走行中充電システム（Electric 
Road System ：ERS）

前述した課題を解決するため，ERS の開発を推進
している。ERS 開発のキーポイントは，給電電力，
伝達効率，安全性（電磁ノイズ，路面異物，二輪車等
との混走），利便性（位置決め，レーンチェンジのし
易さ等），インフラ設置・メンテナンス性，およびコ
スト等であるという観点から，最も優位性があると判

田　島　孝　光

自動車走行中のCO2 排出ゼロ化にはEVの普及がキーポイントとなる。その実現に向けた技術として，
走行中のEVに給電道路から直接充電する走行中充電システム（Electric Road System：ERS）の導入が
挙げられる。本稿では，接触サイド式による ERS を乗用車から大型トラックに適用した結果について述
べる。
キーワード：走行中充電，ダイナミックチャージ，Electric Road System，電化道路，大型EVトラック

走行中充電システムの動向と�
我が国の取り組み

図─ 1　世界の Electric Road System

図─ 2　Honda ダイナミックチャージ EV
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断した車両横方向からの回転式の点接触方式とした。 
また，走行中に給電する総電力（バッテリ充電電力＋
モータ駆動電力）は，走行車両の駆動エネルギを上ま
わり，かつ車載バッテリ充電が十分可能となるように， 
450 kW以上（DC750 V 以上 /600 A）としている。 

（1）システム概要
図─ 3に ERS のシステム概要を示す。本システム

は，ERS インフラとダイナミックチャージ・エレク
トリック・大型トラックで構成される。ERS は，大
容量鉛蓄電池と充電レーンで構成される。車両は，集
電アーム，ダイナミックチャージャー，大電力・超々
急速充電バッテリーシステム，統合ECU，大容量ハー
ネス，ならびに一般的なEVシステムで構成される。

（2）制御システム
図─ 4に ERS の制御ブロック線図を示す。大容量

鉛蓄電池から，直流で電力を ERS レーンに供給し，
ERSレーンから車両にも直流で電力を供給する。

（3）ERSレーンと集電メカニズム
走行中に給充電を行う走行車線である ERS レーン

を図─ 5に示す。両 ERS レーンは共に乗用車から大
型車用まで共用できるインフラである。
トローリー線は，碍子を介してプラス（陽極）側と

マイナス（負極）側を 90°V字型に配置している。そ

して，2本のトローリー線の上下に集電アームのロー
ラーをトローリー線にガイドするガイド板を配置し，
その周囲を絶縁樹脂製の防護カバーで覆う構造とし，
防塵や雨等に対する対候性に対応している。 
集電のメカニズムは，V字型に配置されたトローリー
線に対して，集電アームを横方向から押し付けるだけ
で，高さがセンタリングされ，ローラーが正規の位置
で接触する。そして，集電アームに配置されたローラー
の回転接触によって集電が行われ，ローラーに接触し
たブラシを介して強電ハーネスに電力が伝達される。
電気安全性については，JRIS 規格（日本鉄道車両
工業会規格）の基準を導入している。

（4）ERSインフラの敷設方法
本ERSインフラは，高速道路とローカルエリア（市
区町村の充電専用エリア）に敷設することを想定して
いる。
高速道路への敷設は，車両の自立走行区間（通常の
EV走行）と走行中給充電区間の総距離をサービスエ
リア区間に近い 50 km を一区間とし，フルエレクト
リック大型トラックが 80 km/h で走行した場合は，
50 km 区間内で 15 km 給充電し，35 km を自立走行
する。給充電走行と自立走行の比率は，3：7（走行区
間の 30％給充電）となる。一区間でのバッテリ充電
容量は約 89 kWhで，間欠充電を行いながら走行を継
続する（図─ 6）。

図─ 3　Honda Electric Road System

図─ 4　システム図

図─ 5　走行中充電レーン

図─ 6　走行中充電の運転パターン
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3．大型トラックシステム

本研究で製作したダイナミックチャージ・エレクト
リック・大型トラックの仕様を表─ 1に示す。製作し
た車両外観を図─ 7に示す。図─ 7（a）は集電アー
ムを車体に収納した状態（自立走行時の状態），図─ 7

（b）は集電アームを開いた状態（走行中給充電時の状
態）を示す。図─ 7（a）に示すように集電アームを車
体サイド下部に外観上違和感ないように配置した。そ
して，図─ 3に示す全てのパワーユニットは，図─ 7

車両の床下フレーム内（タイヤ上面より下部）に搭載
した。従来ディーゼルエンジン車両に対して，キャビ
ンコックピット下部に空間を確保することができた。

4．実走テスト

製作したダイナミックチャージ・エレクトリック・
大型トラックを用いて実走テストを実施している。車
両側が受け取るエネルギは，電力 450 kW，電圧 DC 
750 V，電流 600 Aとし，車載バッテリの充電方法は，
定電流充電モード（CCモード），定電力充電モード（CP
モード），定電圧充電モード（CVモード）の 3モー
ドによって制御を行っている。また，走行中給電の車

図─ 7　ダイナミックチャージ大型 EV トラック

（b）アーム開状態（充電時）（a）アーム閉状態（通常走行時）

速は 7 km/h ～ 80 km/h で実施している。実走テスト
により，設定した制御即に基づき制御できていること
が確認できている。

5．おわりに

本研究では，運輸部門の 36.8％を占める貨物自動車
の課題解決に視点を向け，接触サイド式による ERS
を，今までEV化が困難とされていた大型トラックへ
の適用化を推進した。
その取り組みの中で，フルエレクトリック大型ト
ラックを製作し，車速 7～ 80 km/h，電圧DC750 V，
電流 600 A で，設定した制御即（CC-CP-CV モード）
下での走行中給充電について検証した。
本技術により，今まで技術的に困難とされていた大
型トラックのフルエレクトリック化，走行中 CO2 排
出量ゼロ化，車載バッテリの大幅削減（停止中充電用
大型トラック EVに対して 1/10，長距離走行乗用車
EVと同等の 100 kWh），そして，走行中の間欠充電
により航続距離無限化が可能となる。
今後は，更なる信頼性と安全性の向上，間欠充電方
法の最適化（現状距離ベースの定期間欠充電，バッテ
リ SOC状態をベースとした間欠充電等），インフラ敷
設や電力供給の方法をはじめとする実社会への導入等
について検討を継続し，本システムの早期実用化を目
指す（図─ 8）。

�

図─ 8　電気での移動範囲の拡大

表─ 1　ダイナミックチャージ大型 EV トラック仕様

車両総重量 45.29 t
最大積載量 38.04 t

車両重量（トラクタヘッド） 7.25 t
最高車速（法定速度） 80 km/h（リミット制御）

航続距離 無限 km

モータ
最大出力 350 kW（476 PS）
最大トルク 3,500 N・m

バッテリ
容量 100 kWh（50 kWh× 2）

最大出力 DC750V，600A

走行中充電

充電電力 450 kW（DC750 V，600 A）
車速 7（クリープ）～ 80 km/h

路車間距離 0.1～1.5 ｍ
高速道路充電

（80 km/h 走行時）
50 km区間で，15 km充電

［筆者紹介］
田島　孝光（たじま　たかみつ）
㈱本田技術研究所
先進パワーユニット・エネルギー研究所
先進エネルギー研究ドメイン
チーフエンジニア
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有　迫　隆　志

2013 年，アメリカ・ネブラスカ州で開催されたNAGA
チャンピオンシップに日本代表選手として出場し，
Associate Division で初優勝した。本大会は 3日間の
トータルスコアで争われる。
障害者になってゴルフをはじめたのが 2004 年のこ

と。昔からスポーツをすることが好きであったため，
ゴルフもすぐにのめり込んだ。
また，障害者ゴルフについて色々調べると，全国の
強者が集まる「日本障害者オープンゴルフ選手権」（全
国大会）が毎年開催されていることを知り，2006 年
の第 11 回大会に上肢障害部門で初出場したが，結果
は 2位であった。翌年以降，2位，4位と続いていたが，
2009 年，3度目の挑戦で初日 87，2日目 87，トータル
174 スコアで上肢障害部門初優勝した。その後，更な
る高みを目指し，障害部位は関係のないクラスである
グランプリ部門に移行し，優勝目指して奮闘している。
本大会に加え，その他に行われる国内での大会で上

位争いをしていたことが認められ，2012 年に海外の
遠征試合（アメリカ・インディアナ州で開催）に日本
代表選手として初めて選出された。
海外でのゴルフは初めてで，日本とは言葉や食事，

生活スタイルはもちろんのこと，ゴルフ場の環境も全
てが異なるため，試合までに馴染むことが出来ず，試
合当日は悪戦苦闘した。初日は緊張もあり，94 を叩
いたが，2日目は少しリラックスしてプレー出来たた
め85でラウンドした。3日目は生憎の雨天中止となり，
トータル 179 で，何とか部門 3位に食い込むことが出
来た。

翌年アメリカ・ネブラスカ州で開催された同大会に
日本代表として出場した。前年に経験したことを活か
し，国内からお米やお味噌汁などを持参し，リラック
スする時間を作るように心掛けた。これにより，試合
当日は疲れや緊張はさほど無い状態でスタート出来
た。その結果はスコアに反映し，初日 42/39＝81 と好
ダッシュ出来た。2日目はスイングが乱れ，45/43＝
88 であったが，3日目は落ち着きを取り戻して 41/40
＝81 で，トータル 250 ストロークで部門優勝するこ
とが出来た。自分の実力が海外でも発揮でき，同じ障
害を持つ海外選手と張り合えることが出来たことは本
当に嬉しかったし，自信にも繋がった。ちなみに，こ
の大会の総合優勝は，アメリカ人の片足義足選手で，
初日 73，2 日目 72，3 日目 68，トータル 213 ストロー
クであった。
しかし帰国直後，突如ゴルフへの情熱が冷めてしま
い，何をしてもゴルフが面白く無くなり，一時は止め
たいと考えていたが，周囲の仲間に励まされながらな
んとかゴルフを続けていた。
そんな中，2016 年に世界各国の障害者ゴルフ団体
が結束し，真の世界大会として「世界障害者ゴルフ選
手権」が開催されることが決まった。本大会は 2年に
1度，各国の持ち回りで開催される。第 1回大会は日
本で開催されたが，国内での成績が揮わず，本大会に
出場することは出来なかった。この悔しさをバネに猛
練習し，2018 年アメリカ・オレゴン州で開催された
第 2回大会で，日本代表選手 6名に選出された。意気
込んで出場したが，世界の壁は高く，表彰台にすら上

障害者ゴルフ日本代表選手として�
出場して部門優勝

～パラリンピック出場を目指して邁進中～

写真─ 2　�世界障害者ゴルフ選手権（第２回）に日本代表として初めて出場写真─ 1
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がることが出来なかった。その 2年後，第 3回大会が
アメリカ・ミシガン州で開催されたが，さらに世界の
壁は高くなっており，ここでも表彰台に上がることは
出来なかった。2020 年に第 4 回大会が開催される予
定であったが，コロナで大会は中止となった。
2016 年リオデジャネイロオリンピックでゴルフが

正式種目に登録された。2020 年は日本で開催され，
稲見萌寧選手が銀メダルを取った。一方，パラリンピッ
クは IPC の承諾がおりず，未だ正式種目に登録され
ていない。原因は，世界選手権が開催されてまだ年数
が経過していないことや，障害のクラス分けが明確に
なっていないことなど，さまざまな課題があるようだ。

─ありさこ　たかし　
コベルコ建機㈱　技術開発本部　開発企画部　業務改革推進グループ─

2024 年のパリパラリンピックも落選したとのことで，
2028 年のロサンゼルスパラリンピックで正式種目に
なるよう各国の障害者ゴルフ団体が PGAや IPC と協
議を行っている。
現在のベストスコア「73」。世界の上位に手が届く
ところまで来ていると確信している。パラリンピック
でゴルフが正式種目に登録される日を願っており，現
在はその目標に向けて精進している。もし本当に開催
されることが決まれば，日本代表選手になれるよう全
力で頑張りたい。
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「思い込み」のタイプは色々！

【ファクトフルネス】
お読みになった方もおられるかと思いますが，ス

ウェーデンの公衆衛生の専門家の著書で，ファクト（事
実）の正しい認識を妨げる思い込みがテーマの本です。
イントロダクションの質問に皆さんもチャレンジして
みてください。

「世界の人口のうち，極度の貧困にある人の割合は，
過去 20 年でどう変わったでしょうか？」
A　約 2倍になった　B　あまり変わっていない
C　半分になった
不正解でもご安心を！正答率は平均 7％です。
正解はCですが，こんな質問が合わせて 13 問あり，
私は正解がたった 3問。サイコロで選んでも 4問は

当たるので中途半端な知識は逆に曲者です。
この事実誤認には，色々な要因があって著者は，10

の思い込みのパターンを挙げています。例えば，過去
の傾向を未来に当てはめる「直線化本能」，一つの例
を全てに当てはめる「パターン化本能」等々，思わず
「あるある」と頷いてしまいました。
【正常性バイアス】
正常性バイアスは自分に都合の悪い情報は無視した

り過小評価したりする心理です。2003 年の韓国・大
邱地下鉄火災事故で煙が立ち込める車内で平静を装い
避難しなかったり，東日本大震災で隣近所が避難しな

いのを見て，右に倣えで避難しなかったという事例が
ありました。この不可解な行動は，異常事態が緩慢に
進展した際に異常ではなく平常通りと思い込もうとす
る正常性バイアスが働いたとされています。
【錯視】
下図の中央の円はどちらが大きく見えますか？

正解は「同じ」です。しかし，同じ大きさとわかっ
ていても左の方が大きく見えませんか？
この錯視は，脳の視覚中枢が受けた情報を勝手に修
正して，誤認識してしまうためで，このプログラムさ
れた脳の判断を意識的に変えることはできません。
しかし，10 歳未満の子供の場合，同じ大きさに見
えるというのはとても興味深いことです。
このような錯覚は，記憶，知識，自信，原因などの
様々な知覚で生じ，記憶の錯覚に起因する間違った目
撃証言が冤罪を生んだ事例もあります。（詳しくは「錯
覚の科学」（チャプリス，シモンズ共著 ; 文春文庫））
また，大きな社会問題となる差別や偏見もネガティ
ブな情報刷り込みによる思い込みと言えるでしょう。
いずれにしても思い込みは，意識的に制御し難いと
いう点で私達の理性の限界を思い知らされる厄介な代
物と言えそうです。

「思い込み」のメカニズム～「バカの壁」

養老孟司著のベストセラー「バカの壁」は，思い込
みのメカニズムをわかりやすく説明しています。
脳の反応は入力情報に比例するので，脳の反応を y，
入力情報を x，情報に対する感度を aとすると y＝ax

図─ 1

図─ 2

小町谷　信　彦

「思い込み」の罠
～ファクトフルネスから錯覚まで～
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と表すことができ，情報感度がゼロに近い人には，ど
んなに合理的に説明しても反応は返ってこないという
わけです。養老氏はこれを「バカの壁」と称していま
すが，この壁に当人が気付きにくいという点に問題の
本質がありそうです。

「思い込み」の自覚～事実を見極める素直な目

【天動説と地動説】
今では地動説は子供でも知っていますが，自分が幼

い頃に無人島に一人取り残され，教育を受けずに育っ
たとしたらどうでしょうか？太陽が海から上り，海に
沈むのを眺め，太陽は地球の周りを回っていると考え
たに違いありません。地球の自転や公転は見ることも
実感することもできないので，昔の人々が知り得な
かったのは当然と言えば当然なのです。
科学は，このような目に見えない事実を明らかにし，

知識として蓄積することによって文明や文化を高度化
させてきました。しかし一方，科学的知識の中には，
証明された事実以外に証明されていない仮説も混在し
ている点に注意する必要がありそうです。常識や先入
観，固定観念といった思い込みに目を曇らされること
なく事実を見極めるようにしたいものです。

次の事象を進化論の観点から考えてみて下さい。
①カンブリア爆発
古生代カンブリア紀（およそ 5億 4,200 ～ 5 億 3,000

年前）の 1,200 万年で突如として今日見られる動物の
「門」が出揃った現象（出典：ウィキペディア）。この
爆発的分岐は，生命の誕生から人間までの進化は約
40 億年の歳月をかけて漸進的に進んだという進化論

の説明とは矛盾する現象です。

②鶏が先か？卵が先か？という問題
●細胞の主成分タンパク質は酵素がないと作れない
　　　　　　　　　 　↕
酵素は主成分のタンパク質がないと作れない
●タンパク質も酵素も活動する力がないと作れない
　　　　　　　　　 　↕
�活動する力（ATPサイクル）は酵素なしでは生じ
ない
●タンパク質は設計図となるDNAがないと作れない
　　　　　　　　　 　↕
DNAは酵素（タンパク質）がないと作れない
●遺伝子DNA，RNAがないと子孫は残せない

上記の事実は，生物が生命を維持し，子孫を残すた
めには，タンパク質，酵素，DNA，RNAが同時に存
在していることが必須ということを意味しています。

③ジャンクDNA
ヒトの DNAの 97％は機能が不明で無駄に見える
ことからジャンクDNA（ガラクタ遺伝子）と呼ばれ
ていましたが，最近の研究で発見されていない機能の
可能性も指摘されてきました。しかし，例えば自然界
に存在しなかった人工的化合物を分解する微生物が何
故その機能を持つ遺伝子を持ちえたのかは自然淘汰に
よる進化論では説明できません。

3つの共通点は進化論で説明がつかないことです。
学校教育でもNHKの科学番組でも進化論は将来証
明されるという前提で定理のように扱われています
が，実は一つの「仮説」なのです。この事実を意識し
ている方は多くはないのではないでしょうか？
ダーウィンは，150 年前に「種の起源」を発表した時，
将来発掘される化石や研究の進展により自説が証明さ
れ，定説になると考えていたことでしょう。しかし，
ダーウィンの没後，進化の証拠となる化石は全く発見
されず，ダーウィン説の不備が様々指摘され，遺伝子
レベルでの自然淘汰説など，新たな仮説が提唱されて
いるもののその証明には程遠い状況です。

次は宇宙について考えてみましょう。
①エントロピー増大の法則
エントロピーは増大の方向に向かうという熱力学の
法則。エントロピーとは，「乱雑さを表す物理量」と
定義づけられます。

図─ 3　動物の進化系統樹
（出典：第 4 章 地球上の生命の進化，山岸明彦，山岸明彦編集「アストロ
バイオロジー」，化学同人，43-65（2013））
＊楕円で囲んだ部分がカンブリア爆発に該当
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②宇宙の構成と運行
宇宙を構成する物質の構造（素粒子－原子－分子）

は全て同じで，同じ法則に従って秩序正しく運行。宇
宙は膨張し続けているがその尽きないエネルギーの源
は何か解明されていません。

エントロピーの法則は，ざっくり言うと宇宙の森羅
万象は無秩序に向かうということです。一方，実際の
宇宙は驚くべき緻密で精巧な秩序を保っています。こ
れは不思議なことだとは思われませんか？
天体観測技術と理論物理学の発展は，ビッグバンか

ら現在までの宇宙の変遷と物質の驚嘆すべき精緻なメ
カニズムを解明しましたが，最先端の宇宙物理学者は，
この宇宙が存在する確率はあり得ない程小さく，その
存在自体が奇跡的だということを認めています。一方，
彼らの多くは「宇宙は偶然生じた」と考え，一般的に
もそういう見方が科学的常識とされています。
宇宙や生命の誕生は偶然か？意図的か？という問題

は，答えを証明するのが難しい難問です。というのは，
宇宙をその起源まで遡ると観察し得ない領域に行き着
き永遠に理論の域を脱し得ず，他方，創造者は実際に
見ることができず，その存在を直接証明するのは難し
いからです。
では，意図的に設計されたという考え方は科学と矛

盾するでしょうか？そんなことはありません。科学が
解明した 138 億年の宇宙の生成から現在に至る変遷は
一つのシナリオとして設計されたと考えても何の矛盾
もありません。科学と創造は二者択一ではなく，両立
するのです。

「思い込み」からの脱却～私のコペルニクス的
転回

結びは，「ずいそう」らしく私の経験談です。
私は 10 年余り前にクリスチャン（エホバの証人）

の妻の勧めで聖書の研究を始めました。学生時代に教
養として新約聖書は少し読んだことはあったのです
が，妻との数少ない共通の話題として改めて旧約聖書
から通して読んでみようかという気になったのです。

読んでみて意外だったのは，聖書は単なる道徳書で
はなく，科学的という点です。例えば，地球は球体で
宇宙に浮いているという記述があり，コロンブスの時
代に大西洋の先は地の果てと恐れられていたことを考
えると，今から 3千年以上前に書かれたということが
一つの驚きです。また，モーセの時代にイスラエル人
は 40 年間，荒野での放浪生活を余儀なくされ，300
万人もの集団でのテント生活は疫病の蔓延リスクが極
めて高かったと考えられますが，糞便の処理や死人や
病人との接触に関する律法による事細かな指示が守ら
れ，人々は疫病に集団感染することはありませんでし
た。今では当たり前の公衆衛生という概念が，近代に
なってパスツールの発見でようやく欧米で意識される
ようになったことを考えると，まさに人知を超えた知
恵だったと言えそうです。そして，関連書籍を調べる
ことにより，遺跡発掘の進展が聖書の記述の歴史的な
正確さや預言が実際に起きたことを裏付けつつあるこ
とを知ることができました。
さらに最近の宇宙論や進化論の本は，進化か創造か，
偶然か必然か，という問いを考える良い教材でした。
そして，この 8年間の聖書研究は，私の脳内革命「コ
ペルニクス的転回」を引き起こしました。進化論と無
神論という 60 年来の思い込みの壁は崩れ，宇宙と生
命の創造，そして聖書の神が創造者であるという二つ
の確信を得た時，世界の見方は 180 度変わり，私はエ
ホバの証人としての人生の再出発を決意しました。
ソクラテスの「無知の知」は，自分の無知を自覚し，
知ることの大切さを教えていますが，私は人類史上最
大のベストセラー聖書は，混沌として目的を見失いが
ちな現代においてこそ読んで知る価値がある最高の本
だと確信しています。
「目に見えるもの」は信じても「目に見えないもの」
の存在は中々信じられないものです。子供のように，
先入観という曇りのない目で周りを見渡す時，知識と
経験に埋もれて見えなかった，これまでとは違う風景
が見えてくるかもしれません。

─こまちや　のぶひこ　草野作工㈱　執行役員副社長─
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世界の建設機械史の出版
大　川　　　聰

『写真で読み解く　世界の建設機械史　蒸気機関誕
生から 200 年』を 2021 年 11 月に出版することができ
た（写真参照）。『写真でたどる建設機械 200 年』（2008
年）の増補二訂版である。旧版から早くも約 14 年に
なる。当協会『日本建設機械要覧』では筆者は 2010，
2013，2016，2019 年版に続き，5 回目の改定の 2022
年版総論章「建設機械化の歩み」を執筆することになっ
た。この間に，当協会の仲間達と旧版と建設機械要覧
の出版で期待していた建機マニア向け雑誌，建機紹介
テレビ番組あるいは建機プラモデルも発売されて，よ
うやく建機が世間に広く認識されたことは嬉しい限り
である。これは勿論自著の影響だけではなく，各建機
メーカの世界的な活躍，マスコミの寵児となった経営
者の出現と，話題を呼ぶ新しい建機の発売が大きく影
響したことは間違いない。
今回，執筆中はちょうどコロナ禍の最中で外出もで

きない状況であったため，執筆に専念するには反って
好都合とも言えたが，60 数葉に及ぶ新規の写真転載
許可には問題があった。海外建機メーカでは連絡が一
切取れない会社もあり，別の国の支社に許可を頂いた
例もある。海外博物館はほとんどが閉館しており，大
学の関係者を探し出してようやく転載許可を貰った。
世界の動きがコロナ禍により停止したことが実感させ
られた。
本書は紀元前の古代ローマの人力大型クレーンか

ら，15 世紀のレオナルド・ダ・ヴィンチ他の人力・
馬力を利用した建設器械の発明の紹介から始めてい
る。ダ・ヴィンチは実用的な建設用器械も多く描いた
一方，実現不可能と分かっていた筈のヘリコプターも
設計したが，最近の研究で演劇の舞台装置であったこ
とが明らかになっている。19 世紀初めに英国と米国
でそれぞれ高性能な高圧蒸気機関が開発され，英国で
世界初の蒸気浚

しゅんせつ

渫船が実用化されている。1834 年に
は米国で世界初の蒸気ショベルが開発され，当時盛ん
に行われた欧米の鉄道工事に使われた。蒸気自動車が
実用化されたのもこの時期である。1869 年開通した
スエズ運河の工事にはフランス製の陸上浚渫船（バ
ケットチェーン掘削機）が導入されていた。1861年（文
久元年）には水戸藩がオランダ造船所から蒸気浚渫船

を購入したが，1870 年に明治政府が横須賀造船所で
組み立てることになった。この日本初の蒸気浚渫船は
新橋―横浜間の線路敷設のための埋立て工事に使われ
ていたことを筆者は見つけた。この最初の鉄道用とし
て，英国製の汽車やレールが開通したばかりのスエズ
運河を通って運ばれてきたのである。1904 年からの
米国のパナマ運河工事では重量 95 トンの大型蒸気
ショベル 100 台が使われ開通にこぎ着けたのである。
1905 年前後には米国 2社と英国 1社がほぼ同時期に
クローラ（履帯）足回りを発明している。1909 年の
信濃川分水工事では，ドイツ製バケットチェーン掘削
機（重量 80 トン）が 12 台と国産初の建機となる新潟
鐵工所製 40 トンバケットチェーン掘削機が使われ，
東洋一の大工事となった。1920 年～ 1930 年代には，
米国を中心にブルドーザ，モータグレーダ，モータス
クレーパやオフロードダンプなど新しい建機が開発さ
れて発達したが，これを知らない日本軍は無謀な太平
洋戦争を仕掛けた。戦時中に日本が製造したブルドー
ザは 600 台余り，これに対して米国は 12 万台のブル
ドーザで対峙したのである。戦後間もなくイタリアで
油圧ショベルが発明された。1960 年代には日本で油
圧ショベルブームが起きて，国産派，ドイツ・フラン
ス・米国からの技術導入派に別れて，建機メーカ 11
社が激しい競争を繰り広げた結果，今日の建機王国日
本の礎を築いたのである。
本書で追加した主な歴史的建機の図や写真は，1810
年のスペイン人べタンコート氏がロシアで製作した低
圧蒸気機関の浚渫船，1860 年の仏バリソン氏のアー
ティキュレート式の世界初の蒸気ロードローラ，1916
年の米ホルト社の世界初のブルドーザや 1923 年の世
界初のモータスクレーパなどである。いずれも日本で
は余り知られていない写真を掲載している。また当時
の社名，人名，機械の詳細を旧版よりも一層正確に調
べているので，建機に関する年表や参考文献も活用し
て頂ければ大人の図鑑として役に立つと思う。
2010 年以降には建機市場は世界的に大きな変化が
進行している。キャタピラー社は米鉱山機械大手のビ
サイラス社，コマツは同ジョイ（P&H）社をそれぞ
れ買収している。農機メーカのジョンディア社も独道
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─おおかわ　さとし　建設機械要覧編集委員，　 
� 博士（システムズエンジニアリング），元慶応義塾大学大学院研究員─

路機械メーカのヴィルトゲン社を買収して世界 3位の
建機メーカとなった。一方，中国メーカは，習近平の
一帯一路政策を追い風に徐工集団（英語名XCMG），
三一重工（Sany）と中联联重科（Zoomlion）の 3 社が
世界ベストテンの大メーカの仲間入りをした。特に，
民営の三一重工の油圧ショベルは性能・耐久性で日本
製に追い付いたと言われて久しい。2021 年には同社
はインドネシア市場で日本勢を抑えてトップとなって
いる。欧米の建設雑誌を見ると中国メーカの宣伝攻勢
は激しく，性能の良くなった中国製建機の紹介記事も
増えている。これに対する日本メーカ側は販売方法の
変更や低コスト機を導入する程度の対応で，正面から
対抗する製品は少ない。日本メーカにはかって世界の
油圧ショベル市場を席巻した驕りがないか心配であ
る。当協会で中国製建機の調査をする必要があるかも
しれない。
近年の建機そのものの変化では，大規模鉱山での無

人ダンプの稼働がいまや普通のことになり，遠隔操作
の油圧ショベルやブルドーザも実用間近になってい
る。欧州では CO2 排出削減のために電池駆動化が急
速に進みつつあり，既に大型のクローラドリルや 220
トン吊りクローラクレーンなども発売されている。日
本の電池駆動について大型機では若干の遅れがある。
一方，日本の ICT 建機は，世界を断然リードしてい
ることなども本書で取り上げている。
本書で取り上げた建機は最初に発明された機種，外

観に特徴がある機種，超大型機などが主になった。筆
者は過去ベストセラーと言われる機種を探したが，多
くの場合は難しいことが分かった。各メーカでの製造

期間，生産台数あるいはユーザや社内の評価を知るこ
とができないためである。本書推薦者の故高松武彦氏
から筆者に，設計者として世界のベストマシンとなっ
た湿地ブルドーザを掲載して欲しいと言われていた。
今回あとがきの下にその写真を追加して見ると，その
姿には設計者の自信がにじみ出ている様な気がした。
当協会誌で過去の各社自慢の機種についてのコラムを
掲載したら，建機メーカ技術者やユーザの参考となる
のではないかと思う。

著　者：大川聰
発売日：2011年 11月 29日
出版社：三樹書房
サイズ：B5判，156頁
写　真：347葉，図：29点
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一般社団法人日本建設機械施工協会主催による「令
和 3年度　建設施工と建設機械シンポジウム」が，令
和 3年 12 月 1 日（水），2日（木）の 2日間にわたり，
東京都港区の機械振興会館において開催されました。
このシンポジウムは，「建設施工と建設機械」に関す
る技術の向上を目的に，技術開発，研究成果の発表の
場として昭和 50 年より開催しています。今回で 47 回
目の開催になり，産学官あるいは異業種間の交流連携
の場にもなっています。
今年度は，昨年度に引き続き新型コロナウイルス感

染拡大の徹底した防止をふまえて，次の 4つの方針の
もとで行いました。
①�論文発表では，従来の会場での口頭発表方式に加え
て，遠隔会議システム Zoomウェビナーを利用した
オンライン発表方式を併用。

②�特別講演，パネルディスカッション，表彰式等を 2
年ぶりに実施。

③�ポスター発表においては，会場に参加できない人の
ために，参加者専用HP内で各出展者からの出展内
容の紹介動画を掲載。

④�十分な感染防止対策を実施（マスク着用，入場前の
検温，手指のこまめなアルコール消毒，飛沫拡散防
止のための発表席・座長席でのアクリルパーティ
ションの設置，会場扉の常時開放による換気量の強
化，マイク等の頻繁なアルコール消毒，ポスターセッ
ション会場における通路の一方通行化や歩行路と説
明用ゾーンの区分けによる密の回避，等）。
国交省が推進する i-Construction 工事の一層の拡大

普及により，適用事例の論文発表が増えるとともに，
建設改革に繋がる新しい技術シーズに関する論文発表
（特に，建設DX（デジタルトランスフォーメーション）
の実現に向けた様々なデジタル技術に関する研究開発
発表）がほぼ倍増し，参加者の関心が集まりました。
建設業界のみならず，メーカー特に情報機器関連の企
業などからの参加も見受けられ，建設関係団体や学生
の皆さん含めて参加者数は，会場参加者が延べ 284 名，

リモート参加者が延べ 339 名となりました。
シンポジウムは，当協会の渡辺業務執行理事による
開会挨拶の後，2 日間に渡って論文発表とポスター
セッション発表，ならびに特別講演とパネルディス
カッションが行われ，最後にシンポジウム実行委員会
の建山委員長（立命館大学理工学部教授）の講評を持っ
て滞りなく盛況に終了いたしました。

開会式では，渡辺業務執行理事から，コロナ禍の影
響や参加費を 1年ぶりに有償化したことにより応募や
参加が少なくなるのではないかと懸念していたが，会
場参加予定者は昨年と同程度の 100 名程度，オンライ
ン参加予定者 200 名超，という多くの参加をいただい
たことに感謝を申し上げること，また今年度は「建設
改革」の分野に関する応募は全体の 3割近くを占める
ようになり，ICT・DX・データ連携・自動化・ロボッ
ト化といったキーワードが多く目立つようになってき
たことから，建設の分野では改革は必要・必須である
との認識が広がっていること，発注者と企業との連名
による論文が増えており，様々な分野が融合している
印象を受け，熱い議論が交わされるものと期待される，
との挨拶がなされました。
シンポジウムは，6分野について 2会場で論文発表，

企画部

「令和 3 年度　建設施工と建設機械シンポジウム」開催報告

─優秀論文賞 3 編・論文賞 2 編・審査員特別賞 1 編， 
および優秀発表賞（ポスター部門）3 編を表彰─

JCMA報告

写真─ 1　�渡辺業務執行理事（（一社）日本建設機械施工協会）による開会
挨拶
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1 会場でポスターセッションの発表を行い，多数の参
加者によって熱心な聴講と質疑応答が会場内およびオ
ンラインを通して行われました。
論文発表は，以下の 6 分野，「災害，防災，復旧・

復興」，「品質確保，生産性向上」，「環境調査・保全，
省エネルギー対策」，「安全対策，事故防止」，「維持・
管理・補修」，「建設改革に繋がる技術シーズ」につい
て広く募集しました。
ポスター発表においては論文と同様の 6分野に加え

て，さらに「新技術，新製品」，「有用性の高い成果」，
「関心の高い課題」などに該当することを条件に募集
しました。
アブストラクトによる事前審査を経て，論文 44 編，

ポスター 11 編の発表をお願いいたしましたが，これ
は直近 5年間では最も多い発表件数となった昨年とほ
ぼ同程度の結果でした。

論文発表では実行委員会による事前の 1次選考で厳
正に査読・審査と，当日の発表内容を審査する 2次審
査を踏まえ，優秀論文賞 3編，論文賞 2編が，またポ
スターセッション発表では 3 編の優秀発表賞（ポス
ター部門）が選定され，表彰状が授与されました。

◆優秀論文賞 3編◆
▪�「台形 CSG ダムにおける保護コンクリート構築の
合理化施工システム」
� ○丹秀男（鹿島建設㈱）
従来のプレキャスト型枠から保護コンクリート形状
を階段上にした一連の施工機械の開発に加えて，施工
全体の合理化システムを開発し，実現場への適用を通
じて生産性向上，安全性向上に多くの有効性が確認さ
れ，新規性・有用性が大変高いこととともに，図表や
写真により分かりやすくまとめられている点が評価さ
れました。
▪�「海上地盤改良工事における施工の合理化および
3D施工管理システムの導入事例報告」

写真─ 2　論文発表会場の様子

写真─ 3　ポスターセッション会場の様子

写真─ 4　�建山実行委員長による全体講評，および渡辺業務執行理事によ
る表彰状授与・表彰者記念写真
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� ○那須野陽平（東亜建設工業㈱）
海上地盤改良工事において，省力化，工期短縮，品

質の安定化を実現した優れた自動化技術が開発され，
実用性，効率性と多方面での効果があり，今後の展開
が期待されることが評価されました。
▪�「圧入施工データを利用した圧入機の自動運転と地
盤情報の推定」
� ◯岡田浩一，石原行博（㈱技研製作所）
時間短縮効果が大きく見られ施工の効率化に繋がる

有用な技術であり，運転条件の設定自体を自動化した
運転システムは理論的に究明されており，今後の適応
範囲拡大に期待できる，として評価されました。

◆論文賞 2編◆
▪�「自動式墨出しシステムによる墨出し精度および実
用有効性の検証」
� ○野瀬健一（西尾レントオール㈱）
� 堀盛豊（日立チャネルソリューションズ㈱）
実用を想定した十分な検証ができており，省人化お

よび作業安全性に高い有用性があり，また完成度が高
い，として評価されました。
▪�「遠隔操作型油圧ショベルの自動化へ向けた制御手
法の開発」
�○遠藤大輔，山内元貴，橋本毅（（国研）土木研究所）
遠隔操作で問題になる無駄時間による効率低下に対

する改善の道を示す研究になる可能性があり，建機の自
動化に大変重要な技術である，として評価されました。

◆審査員特別賞◆
▪�「ケーブルクレーン自動運転システムの開発」
� ○井上洸也，戸田泰彰，田中勉（西松建設㈱）
ダム堤体のコンクリート打設自動化に加え，統合管

理システムとしての現場適用性も確認されており，本
格的な運用が期待されると評価されました。

◆優秀ポスター賞 3編◆
▪�「AI 人物検知・距離検知・クラウド録画に対応した 
重機から作業員を守る安全システム「ドボレコ JK」
～カメラによる人・距離検知～」
� ○荻野裕昭（西尾レントオール㈱）
監視カメラ・ドライブレコーダー・接触防止センサ

の 3つの機能がオールインワンで搭載された安全対策
機器として，安全性向上，生産性向上に寄与すると評
価されました。
▪�「建設現場の非接触・リモート化を実現する「遠隔
協議」および「遠隔臨場」～データ共有クラウドサー

ビス「CIMPHONY Plus」による施工データ一元管
理～」
� ○谷澤亮也，深山あい子，池場謙次
� （福井コンピュータ㈱）
インフラ分野のDXに対応した「遠隔協議」・「遠隔

臨場」に関する有用な技術であり，適用事例の拡大が
期待される，として評価されました。
▪�「緊急車両等を通行させることのできる排水ホース
の検討について」
� ○山川史，田村秀之
� （国交省中国地整中国技術事務所）
自然災害の増加に伴う排水ポンプ車による排水活動
において，緊急車両等の通行を止めることなく，排水
作業に専念できる技術として，実用性，有用性が高い，
と評価されました。

■特別講演「演題：建設DXの目指すところ　～高性
能計算と都市データを利用した構造物と都市の予測シ
ミュレーション～」
講演者：堀宗朗氏（本務先：国立研究開発法人 海洋
研究開発機構　付加価値情報創生部門　部門長，兼務
先：東京大学大学院工学系研究科「i-Construction シ
ステム学」寄付講座　特任教授，理化学研究所計算科
学センター）

写真─ 5　�堀宗朗様（（国研）海洋研究開発機構 付加価値情報創生部門 部
門長）の講演状況
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建設関係の技術者にとって，建設DXはどういった
ところに向かって進むべきなのかは非常に悩ましい課
題であるが，本講演ではそのDXが目指すべき最終形
について事例をふまえてご紹介いただくとともに有用
な示唆をいただいた。

■パネルディスカッション「テーマ：生産技術として
のリーンマネジメント導入による建設改革のすすめ」
コーディネーター：�建山和由氏�  

（立命館大学 理工学部 教授）
パネリスト　　　：�岩見吉輝氏�  

（国土交通省 総合政策局 公共事
業企画調整課長）�  

善本哲夫氏�  
（立命館大学 経営学部 教授）�  
湯沢　信氏�  
（湯澤工業㈱ 常務取締役）�  
須田清隆氏�  
（㈱環境風土テクノ 取締役）�  
坂田泰章氏�  
（㈱オプティム Industrial DX 事
業部 GM）

i-Construction がスタートして 5年が経過し，その
施策の柱の一つである ICTもある程度は普及したが，
「きつい」「きたない」「きけん」の 3Kを解消し，「給料」
「休暇」「希望」で明るい展望を持つことのできる新
3Kを実現するには，さらなる取り組みの推進が求め
られている。このような状況を背景に，商品開発技術
とともに重要な‘生産技術’として，一般製造業を中
心に普及しているリーンマネジメントの考え方を導入
し，現場力を活かして , 新技術を導入するとともにム
ダを排除することにより，省人化 , 効率化とともに安
全性の向上をはかる取り組みが動き出している。ここ
では，これらの最新の動向に関して様々な分野からの
情報をご提供いただいた。
岩見氏からは，事業者・発注者として必要な，建設
事業における‘生産技術’について，善本氏からは，
他産業におけるリーンマネジメントの成功事例，湯沢
氏からは，ローカルの建設会社の取り組み，須田氏か
らは，発注者との連携事例，坂田氏からは，中小建設
工事向け ICT 技術の開発事例（ローカル企業との連
携）についての話題提供がなされた。
パネルディスカッションでは , 建設分野における生
産技術の観点，リーンマネジメントの導入についてパ
ネリストの方々と議論が行われた。

【事務局から】
今回のシンポジウムは，新型コロナウイルス感染症
の拡大防止をふまえて，論文発表は昨年と同様に対面
開催とWeb 開催の併用で行いました。また，昨年は
開催を見送った特別講演・パネルディスカッション・
表彰式については，コロナ感染防止対策の徹底を前提
として実施いたしました。参加に当たっては有料とし
たこと，また，Web 配信の際に不手際や至らない点
が少なからずあったにも関わらず，2日間で会場参加
者：延べ 284 名（昨年：211 名），Web 参加者：延べ
339 名（昨年：403 名）という多くの皆様にご参加い
ただきました。
業務繁忙の中，論文やポスター（動画作成含む）を

写真─ 6　�上：コーディネーター　建山和由様（立命館大学理工学部教授），� 
中：パネリストの皆様，下：パネルディスカッションの状況
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作成し，ご発表いただきました皆様，開催にあたりい
ろいろとお骨折りをいただきましたシンポジウム実行
委員会の委員の方々，運営をお手伝いいただきました
皆様，等多くの皆様のご支援・ご協力を賜りました結

果，お陰様で無事にシンポジウムを終了することがで
きました。来年度も多くの皆様にご参加いただくこと
を祈念して，ここにあらためて深く感謝の意を申し上
げます。

図─ 1　近年の参加者の推移

�
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杉本電機工業㈱・フォッサマグナミュージアム見学会 報告

機械部会　トンネル機械技術委員会

1．はじめに

当委員会では，令和 2年度からの継続活動である「小
断面トンネル工事保有機械・設備調査報告書」の取り
纏めがこのほど完成し，この調査にご協力いただいた
杉本電機工業㈱様の新潟県糸魚川工場と，同市内にあ
る「石の博物館　フォッサマグナミュージアム」を見
学しましたので本誌に紹介します。
参加者は事務局を含め 25 名でした。

2． 見学会スケジュール：2021年 11月 11日
（木）

11：45	� 糸魚川駅バス乗り場集合
11：50 ～ 12：20	� 糸魚川駅～青海総合文化会館�  

移動
12：30 ～ 13：00	� 杉本電機工業㈱　概要説明�  

「50 年のあゆみ」
	 コトブキ技研工業㈱�  
	� 「シャフローダー開発経緯説明」，

質疑応答

13：00 ～ 13：30	� 青海総合文化会館～杉本電機工業� 
工場移動

13：30 ～ 14：30	� 工場見学，機械保管ヤード・保管
機器見学，質疑応答

14：30 ～ 15：00	� 杉本電機工業～青海総合文化会館
～フォッサマグナミュージアム　
移動

15：00 ～ 16：00	� フォッサマグナミュージアム見学
16：00 ～ 16：30	� フォッサマグナミュージアム～�  

糸魚川駅　移動，糸魚川駅解散

3．杉本電機工業㈱・コトブキ技研工業㈱概要

（1）杉本電機工業㈱事業内容
トンネル工事用　特殊建設機械一式　リース・販売
特殊建設機械　整備・改良・新規製作
トンネル工事・ダム工事　計画検討・提案
（2）コトブキ技研工業㈱シャフローダー開発の歴史
1985 年　　　�ドイツカール・シャフ社と技術提携�  

KL シリーズ形成
2021 年現在　�総製造台数 200 台以上

写真─ 1　概要説明
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4．主な取扱い機械

（1）杉本電機工業㈱

（2）コトブキ技研工業㈱

写真─ 2　シャフローダー・バッテリーロコ

写真─ 3　吹付けロボット・アジテーターカー

図─ 1　シャフローダー現行シリーズ 写真─ 5　シャフローダー KL-7

写真─ 4　シャトルカー・ずり鋼車
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5．工場見学

工場では，各種トンネル機械の整備を行っており，
整備を終えた出庫前のシャフローダーKL-7 の作動状
況および各装置の説明をして頂いた。

6．フォッサマグナミュージアム見学

『石のまち』プロジェクトを展開するほど石の種類
が豊富な糸魚川。石が語る大地の歴史は，日常の時空
を超えた遥かなロマンです。ヒスイやフォッサマグナ，
日本列島の生い立ち，地震，火山，大地と暮らしとの
関わりが，工夫をこらした展示方法で楽しく学べます。
（※パンフレットより抜粋）

7．おわりに

見学に際し，杉本電機工業㈱・コトブキ技研工業㈱
様，大変お忙しい中，概要説明会場の「青海総合文化

会館」の手配，並びに説明資料の作成に多くの時間と
手間を惜しみなく使っていただき，誠にありがとうご
ざいました。また併せて，“小断面トンネル工事保有
機械・設備調査”にも多大な協力を頂き，重ねてお礼
申し上げます。改めてトンネル工事用機械の整備等ま
た使用する側の我々もいかに大事に，かつメンテナン
スを十分行わなければならないかを勉強させていただ
きました。今後も，当委員会の活動参加に何卒ご協力
よろしくお願いいたします。

�

写真─ 6　吹付けロボット・シャトルカー

写真─ 7　アジテーターカー

写真─ 8　シャフローダー KL-7 装置説明

写真─ 9　ミュージアム全景

写真─ 10　展示コーナー見学状況

写真─ 11　見学者集合写真

［筆者紹介］
高村　勝之進（たかむら　かつのしん）
大豊建設㈱　土木本部　本部長付
（一社）日本建設機械施工協会
機械部会　トンネル機械技術委員会　委員



99

新工法紹介　機関誌編集委員会

建設機械施工 Vol.74　No.1　January　2022

10-46
小型水中バックホウ
ガイダンスシステム 熊谷組

▶概　　　要

ダム放水口などの暗渠をはじめ，河川での応急対策など，グ

ラブバケット浚渫等の気中から作業船舶による施工が不可能な

環境では，潜水士による人力施工が必要となる。

一方，海洋も含め水中での施工は，通常は透明度が低いため，

目視確認での施工は非常に困難となる。また潜水服での作業や

低水温の影響など潜水士の肉体的負担も大きく，人力での施工

ではその能力に限界がある。

本システムは，狭隘な場所での水中作業と機器投入が容易と

なる 3 t クラスの小型バックホウを，水中で動作させるための

改造を行い，さらに透明度が低い状態において，オペレータが

自機の相対位置・傾斜角・旋回角とブーム・アーム・バケット

の姿勢をグラフィカル表示によって容易に把握できる「水中マ

シンガイダンス」（図─ 1）を備えたシステムである。

▶特　　　徴

水中マシンガイダンスシステムは，図─ 2に示すとおり，機

体の姿勢を検出する各種センサ，外界状況を計測するソナーで

構成され，水中で潜水オペレータがガイダンス画面を確認しな

がら操作する。外界状況を計測するためのソナーにより機体周

辺の堆積物の形状や，機体と水路等の障害物までの距離を 3D

表示することで狭隘部での位置関係を直感的に認識することが

可能となり，放水路壁面や天井などとの接触事故を防ぐことが

できる。

▶用　　　途

・ダムの維持管理・老朽化対策

・河川等の応急対策工事

▶実　　　績

・電源開発㈱船明発電所放水口堆積土砂撤去工事

▶問 合 せ 先

㈱熊谷組　土木事業本部 ICT推進室

〒 162-8557　東京都新宿区津久戸町 2番 1号

TEL：03-3235-8653

図─ 1　ガイダンスシステム画面

図―２　水中マシンガイダンスシステム
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11-120 安全・注意喚起 AI 三井住友建設

▶概　　　要

本システムは建設技能者の意識に訴えかけ，ヒューマンエ

ラーを回避するための一方策として，今から行おうとしている

作業の前に，その作業で過去に実際に発生した災害事例をタイ

ムリーに各技能者に紹介することによって効果的な注意喚起を

行うものである。自然言語処理AI（人工知能）＊1 の技術を利

用しており，これまで培われた安全文化に加え先進的な技術を

活用した新しい切り口で残留リスクを減少させるソリューショ

ンと位置付けられる。システムの概要を図─ 1に示す。

本システムの基本的な利用シーンは作業所における朝のKY

活動である。場所を選ばず利用できるように当社社員が所持し

ている iPad＊2 で稼働するものとなっている。社員がそれぞれ

作業チームのKY活動に参加してこのシステムで災害事例を検

索し，技能者に紹介する。ブラウザ経由でシステムにアクセス

し ID/PWを入力した後は以下のような手順で操作する。

①�対象職種をリストから選択する。

②�「対応する作業内容をセットする」を押すと関連する作業が

表示される。複数表示された状態から当日の作業に該当しな

いものを削除する。

③�「対応する使用道具などをセットする」を押すと②で表示さ

れた作業に関連する「使用道具」「危険要素」「作業場所」が

セットされる。

④�「検索」を押すと，3秒程度で入力した情報に関連する災害

事例のサムネイル画像と災害状況の冒頭部分が 20 件表示さ

れる。

⑤�参照したい事例を決め「詳細」を押すと，災害の詳細が表示

される。

その他，②や③において表示されたリストにないキーワード

も付加したい場合は文章で入力することができ，入力された内

容は抽出の比重が高くなる。

▶特　　　徴

本システムの特徴を以下に示す。

①AI 技術による柔軟な災害事例抽出

一般的な検索システムと異なり，AI により言葉が一致しな

いと事例が抽出されないということがなく，状況の類似性をス

コアリングすることで起こりうる災害が複数抽出される。また，

新たな事例データを追加する際，災害報告書の文章をそのまま

ナレッジとして活用することができる。

②簡単な操作

非常に簡単な操作で誰でも使いこなせるシステムであり，作

業内容を変更するような場合でも，その場で作業に即した災害

事例の確認が可能である。また，若手技術者の手軽な教育ツー

ルとしても有効である。

③KY活動のマンネリ化を防止

日々同じ作業が継続されるような場合でも，一度KY活動で

使用した事例は一定期間表示させない機能により毎日違う事例

を表示することでKY活動のマンネリ化を防止できる。

▶用　　　途

・土木，建築工事全般

▶実　　　績

・�土木３現場，建築 3現場に先行導入。フィードバック結果を

反映して 2021 年度中に全店展開予定。

▶問 合 せ 先

三井住友建設　広報室

〒 104-0051　東京都中央区佃二丁目 1番 6号

TEL：03-4582-3015

図─ 1　安全・注意喚起 AI の概要

＊ 1：自然言語処理 AI エンジン：FRONTEO 社「KIBIT」（キビット）
＊ 2：iPad は，米国 Apple,Inc. の登録商標
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▶〈02〉掘削機械

HD17V5，HD25V5，HD30V5，HD35V5 は，本年 4 月より発売

開始されたミニショベルである。

HD17V5 は，狭い通路を通過する場合や輸送性を考慮したスパン

ナー可変脚（990 mm⇔ 1,300 mm）を採用。

最大掘削深さは従来機に比べて 4％深くしている。またダンプ荷

台への積み込み作業に必要な高さを確保した。足元空間を従来機よ

りも前後方向 10％拡張した。上部フレームを機械全周鋳物構造と

した。

HD25V5，HD30V5，HD35V5 は，全体を徹底的に見直し，低重

心化により高安定度を実現した。作業効率のアップおよび 1クラス

上の作業を可能とした。また ECOモード，オートデセル，ダイヤ

ル式スロットルコントロールを採用し燃料消費量低減に貢献してい

る。整備性においては，フルオープンカバー構造を採用しエンジン

や油圧機器の点検，メンテナンスがスムーズに行える。カバーには

頑丈な鉄板プレスカバーを採用している。

さらに HD30V5，HD35V5 においては，高耐久ゴムシュー「タ

フトラック」を標準装備した。防錆スチールコードによるスパイラ

ル構造で耐久性を向上させた。またエンジンエラーコード表示機能

付きモニターを搭載し，故障箇所の特定ができる。最小旋回半径時

のダンプ積込み高さを，従来機比 110 mm高くした。

HD35V5 は狭い通路を通過する場合や輸送性を考慮したスパン

ナー可変脚（1,550 mm⇔ 1,800 mm）を採用。

さらに 4機種に共通して，国土交通省第 3次排出ガス基準に適合

している。またTOPS 規格適合の 2POSTキャノピーおよびシート

ベルトを標準装備。ニュートラルエンジンスタート&全操作ロッ

クシステムを搭載した。HD30V5，HD35V5 においては，セカンダ

リエンジン停止スイッチを追加した。

写真─ 2　㈱加藤製作所　HD35V5

写真─ 1　㈱加藤製作所　HD17V5

問合せ先：㈱加藤製作所　営業本部

〒 140-0011　東京都品川区東大井 1-9-37

21-〈02〉-05

加藤製作所
ミニショベル
HD17V5・25V5・30V5・35V5
 （後方超小旋回型）

’20.04
新機種

表─ 1　HD17V5 の主な仕様

機械質量 （t） 1.74

エンジン定格出力 （kW/min-1） 10.5

バケット容量 （m3） 0.044

全長 （mm） 3,450

全幅 （mm） 1,300（縮小時 990）

全高 （mm） 2,380

最大掘削深さ （mm） 2,190

価格（工場裸渡し税別） （千円） 3,100

表─ 2　HD35V5 の主な仕様

機械質量 （t） 3.42

エンジン定格出力 （kW/min-1） 17.2

バケット容量 （㎥） 0.11

全長 （mm） 4,750

全幅 （mm） 1,800

全高 （mm） 2,500

最大掘削深さ （mm） 3,060

価格（工場裸渡し税別） （千円） 5,400
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建設機械産業の現状と今後の予測について

1．はじめに

当業界は，100 年に一度と言われる世界同時不況となった 2009

年度から一転，2010 年度にはV字回復した。2011 年度も内需は震

災復興の需要，外需は新興国，資源開発国向けの需要を中心に好調

に推移した。2012 年度は，内需は震災復興需要等で継続的に良かっ

たものの，外需は世界的な景況の悪化から減少に転じた。2013 年

は震災復興の本格化，排ガス規制継続生産猶予期間終了前の旧規制

機の需要増で再び 2011 年度並みに回復した。2014 年度は国内に一

部機種に反動減が見られたものの，輸出が好調に推移し，2年連続

で増加したものの，2015，2016 年度は輸出が反動減となり，2年連

続で減少となった。北米等の需要が好調であることから，2017，

2018 年度は輸出が再び大きく増加し，2年連続で増加したものの，

2019 年度は一転，全地域輸出が落ち込み減少，2020 年度は新型コ

ロナウイルスの影響により，国内輸出ともに減少した。

2．建設機械産業の現状

経済産業省の機械動態統計から建設機械の生産金額の推移を見て

いきたい（図─ 1参照）。

2012 年度の総計は，1兆 5,747 億円で前年比約 10％減少し，2005

年度と同水準となった。2009 年度は，総計が 8,000 億円を下回り，

30 数年前の生産金額と同水準まで落ち込んだが，2010 年度，2011

年度と，そこから大きく回復した。しかし，2012 年度は，アジア

を中心とした世界的な景気の悪化から一時的に減少に転じたもの

の，2013 年度は，主力機械を中心に国内向けが大きく増加し，再

び 2011 年度水準まで回復した。2014 年度は，輸出を中心に続伸し

たものの，2015 年，2016 年度は資源開発国や中国向けが減少し，2

年連続で減少した。2017，2018 年度は再び輸出が大きく増加した

ものの，2019 年度は一転輸出が落ち込み，2020 年度は新型コロナ

ウイルスの影響により，国内輸出ともに減少した。

機種別の詳細は図─ 2の通り。

次に当工業会の自主統計である出荷金額統計で建設機械産業の現

状を見ていきたい。

当工業会設立の 1990 年度から統計を開始した（図─ 3参照）。

2008 年度のリーマン・ブラザーズ破綻を契機とした世界的な景

気低迷により，内外需とも大幅に減少し，2009 年度は，前年比

43％の減少となった。

しかし，2010 年に入ると旺盛な海外需要により，国内出荷は前

年比 14％増加，輸出が 84％増加した。2011 年度は，震災復興の需

要等で国内出荷は同 34％増加，輸出は同 17％増加した。2012 年度

は，震災復興の需要等の継続により国内出荷は同 18％増加したも

図─ 1　生産金額推移（総合計）
出典：経済産業省　機械動態統計

（百万円）

（年度）
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のの，アジアを中心とした景気の悪化から，輸出は同 19％減少した。

2013 年度は，震災復興の本格化や排ガス規制継続生産猶予期間の

終了前の旧規制機の需要増などにより，2011 年度水準まで戻った。

2014 年度は，国内で一部機種に反動減が見られたものの，輸出が

緩やかに回復し，続伸した。2015 年度は，国内の一部機種の反動

減の継続，輸出も反動減となり，2016 年度もその傾向が続いた。

2017，2018 年度は輸出が続伸し，過去最高の出荷額を記録した。

2019 年度は輸出が落ち込み，2020 年度は新型コロナウイルスの影

響により，国内輸出ともに減少した。

輸出比率は 2010 年に，最高の 75％を記録した（国内輸出比率は，

当工業会が統計を取り始めた 1990 年度と真逆となった）ものの，

2011 年度は 72％，2012 年度は 64％，2013 年度は 57％と減少して

きている。これは上記の通り，震災復興や排ガス旧規制機の需要増

により，国内に機械が多く出荷されたためである。ここ数年 50％

台で推移してきたが，再び輸出にドライブがかかり，2018 年度は

65％となったが，2019 年度は輸出の落ち込みもあり 59％，2020 年

度はコロナの影響もあり 55％となった。

機種別出荷金額構成比は，代表的建設機械である油圧ショベルと

ミニショベルで 55％，これに主力機械である建設用クレーンとト

ラクタを足すと主力 4機種で 8割以上の構成比となっている（図─

4参照）。

また，輸出先では，一時，不動産価格の下落や金融引き締め等の

影響を大きく受け中国市場の比率が大きく下がったが，ここ数年
総額　14,280 億円

図─ 2　機種別生産金額構成比
出典：経済産業省　機械動態統計

総額　1 兆 9,372 億円
図─ 4　機種別出荷金額構成比

※ �9�機種（油圧ショベル，ミニショベル，トラクタ，建設用クレーン，
道路機械，コンクリート機械，トンネル機械，基礎機械，油圧ブレー
カ圧砕機，その他建設機械，補給部品）の出荷金額ベース

出典：日本建設機械工業会自主統計

図─ 3　出荷金額推移（総合計）
※ �9 機種（油圧ショベル，ミニショベル，トラクタ，建設用クレーン，道路機械，コンクリート機械， 

基礎機械，油圧ブレーカ圧砕機，その他建設機械，補給部品）の出荷金額ベース
出典：日本建設機械工業会自主統計

（百万円）

（年度）



104 建設機械施工 Vol.74　No.1　January　2022

3％程度で推移している。2020 年は比較的堅調で 4割を超えた構成

比となっている（図─ 5参照）。

2020 年度は，最大輸出先の北米向けが 37％となり，欧州向けは

25％，アジア（中国を除く）向けは 10％と，3 大輸出先の比率は

72％となった（図─ 6参照）。

3．今後の建設機械産業の展望

当工業会は 2021 年 8 月末に建設機械産業の 2021 年度上下期～

2022 年度上下期の補給部品を除いた建設機械本体ベースでの需要

予測結果を発表した。

（国内出荷）

2021 年度は，前年度の新型コロナウイルス感染拡大影響による

需要減から回復し，上期計では，トラクタが前年同期比 14％増加

するなど 6機種が増加もしくは横這いとなり，4,108 億円（前年同

期比 4％増）と見込まれる。下期も，8機種で増加もしくは横這い

となり，下期計では，4,731 億円（前年同期比 2％増）と予測した。

この結果，2021 年度合計では，8,839 億円（前年度比 3％増）とな

り 2年ぶりに増加すると予測した（前回本年 2月時の予測（99％）

と比較して，4ポイント上方修正となった）。

2022 年度は，安定した公共投資や民間設備投資の回復が予測さ

れ，上期計では，4,133 億円（前年同期比 1％増）下期計では，4,778

億円（前年同期比 1％増）と予測した。この結果，2022 年度合計で

は，8,911 億円（前年度比 1％増）となり，2年連続の増加と予測し

ています。

（輸出）

2021 年度は，国内と同様に新型コロナウイルス感染拡大影響に

よる需要減から回復し，上期計では，主力機種である油圧ショベル

が前年同期比 39％増加するなど 7機種が増加となり，5,828 億円（前

年同期比 32％増）と見込まれる。下期は，建設用クレーンも前年

同期比 36％増加するなど 8機種で増加となり，下期計では，7,515

億円（前年同期比 18％増）と予測した。この結果，2021 年度合計

では，1兆 3,343 億円（前年度比 24％増）となり，3年ぶりに増加

すると予測した（前回本年 2月時の予測（106％）と比較して，18

ポイント上方修正となった）。

2022 年度も，3大輸出先（北米，欧州，アジア）を中心に増加す

ると予測し，上期計では 6,208 億円（前年同期比 7％増），下期計で

総額　9,186 億円
図─ 5　地域別輸出額構成比

※ �9 機種（油圧ショベル，ミニショベル，トラクタ，建設用クレーン，
道路機械，コンクリート機械，トンネル機械，基礎機械，油圧ブレー
カ圧砕機，その他建設機械，補給部品）の出荷金額ベース

出典：日本建設機械工業会自主統計

図─ 6　新車輸出の推移

（年度）
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表─ 1　建設機械需要予測

2021 年度予測� 上段：金額　百万円　　　　
� 下段：対前年同期比指数　％

上期見込 下期予測 年度予測
国　内 輸　出 合　計 国　内 輸　出 合　計 国　内 輸　出 合　計

トラクタ
48,700 65,200 113,900 71,700 92,100 163,800 120,400 157,300 277,700
114 125 120 107 120 114 110 122 116

油圧ショベル
146,900 267,400 414,300 159,100 349,500 508,600 306,000 616,900 922,900
106 139 125 101 117 111 103 126 117

ミニショベル
41,700 122,100 163,800 45,400 155,700 201,100 87,100 277,800 364,900
102 130 121 100 116 112 101 122 116

建設用クレーン
81,600 29,300 110,900 90,100 28,700 118,800 171,700 58,000 229,700
100 99 100 102 136 109 101 114 104

道路機械
19,600 12,000 31,600 23,600 15,900 39,500 43,200 27,900 71,100
106 150 119 108 117 111 107 129 115

コンクリート機械
15,900 500 16,400 15,500 400 15,900 31,400 900 32,300
99 103 99 101 104 101 100 115 100

基礎機械
15,300 2,300 17,600 17,400 2,200 19,600 32,700 4,500 37,200
88 89 88 93 90 93 91 90 91

油圧ブレーカ
油圧圧砕機

9,700 3,500 13,200 10,900 3,700 14,600 20,600 7,200 27,800
107 118 109 108 114 110 107 116 109

その他建設機械
31,400 80,500 111,900 39,400 103,300 142,700 70,800 183,800 254,600
98 135 122 100 122 115 99 127 118

合　　計
410,800 582,800 993,600 473,100 751,500 1,224,600 883,900 1,334,300 2,218,200
104 132 118 102 118 111 103 124 115

2022 年度予測� 上段：金額　百万円　　　　
� 下段：対前年同期比指数　％

上期予測 下期予測 年度予測
国　内 輸　出 合　計 国　内 輸　出 合　計 国　内 輸　出 合　計

トラクタ
49,200 65,200 114,400 73,900 92,100 166,000 123,100 157,300 280,400
101 100 100 103 100 101 102 100 101

油圧ショベル
148,400 291,500 439,900 162,300 374,000 536,300 310,700 665,500 976,200
101 109 106 102 107 105 102 108 106

ミニショベル
42,500 127,000 169,500 46,300 157,300 203,600 88,800 284,300 373,100
102 104 103 102 101 101 102 102 102

建設用クレーン
81,600 33,100 114,700 89,200 30,100 119,300 170,800 63,200 234,000
100 113 103 99 105 100 99 109 102

道路機械
19,400 13,400 32,800 23,400 17,800 41,200 42,800 31,200 74,000
99 112 104 99 112 104 99 112 104

コンクリート機械
15,700 500 16,200 15,500 400 15,900 31,200 900 32,100
99 98 99 100 98 100 99 100 99

基礎機械
14,100 2,000 16,100 15,700 2,000 17,700 29,800 4,000 33,800
92 89 91 90 89 90 91 89 91

油圧ブレーカ
油圧圧砕機

10,100 3,600 13,700 11,300 3,800 15,100 21,400 7,400 28,800
104 104 104 104 104 103 104 103 104

その他建設機械
32,300 84,500 116,800 40,200 108,500 148,700 72,500 193,000 265,500
103 105 104 102 105 104 102 105 104

合　　計
413,300 620,800 1,034,100 477,800 786,000 1,263,800 891,100 1,406,800 2,297,900
101 107 104 101 105 103 101 105 104
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は 7,860 億円（前年同期比 5％増）と予測した。この結果，2022 年

度合計では，1兆 4,068 億円（前年度比 5％増加）となり，2年連続

の増加と予測した。

実需ベースで見ると，2021 年度上期の補給部品を除いた建設機

械出荷金額は，国内出荷が 3,950 億円で 0.5％の減少，輸出が 7,825

億円で 77.2％の増加となり，輸出は実績が予測を大きく上回る結果

となった。

今年度に入ってから，国内出荷は対前年同月比で毎月プラスマイ

ナスを繰り返しているが，安定した建設投資等により堅調に推移し

ている。輸出については，今年度に入ってから対前年同月比で 2桁

増を継続しており，力強さがある。一方で，部材不足や鋼材値上げ

などのマイナス要因もあり，下期以降，注意深く見ていく必要はあ

る。

国内需要と相関関係のある中古車輸出については，2020 年度の

実績で，主要 6機種（油圧ショベル，ミニショベル，ホイールロー

ダ，クローラトラクタ，クローラクレーン，ラフテレーンクレーン）

で，約 4万 4千台が輸出された（ピークは 2007 年度の約 9万 5,000

［筆者紹介］
内田　直之（うちだ　なおゆき）
（一社）日本建設機械工業会
調査部長

図─ 7　機種別中古車輸出台数推移
データ出典：財務省貿易統計

台）。

2013 から 2016 年まで 4 年連続で増加したものの，一転 2017 年

から2020年は4年連続して減少となった。為替等外的な要因もあっ

たかもしれないが，落ち着いてきている。

2020 年度は前年比較で 3千台程度減少しており，中古車輸出の

主力機である排ガス 2006 年次規制機が国内に少なくなったとみて

いる。すでに転換期を迎えたと思われるため，状況の変化をしっか

りと確認する必要がある。

今後も国内の需要を図る上で，中古車輸出台数の推移は重要な資

料であるので，継続してウオッチしていきたい。
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令和 3年度（2021年度）建設投資見通し

1．はじめに

我が国の建設投資は，社会経済活動・市場動向等に与える影響が

極めて大きい。

このため，国土交通省では，国内建設市場の規模とその構造を明

らかにすることを目的とし，1960 年度から毎年度，建設投資推計

及び建設投資見通しを作成し，「建設投資見通し」として公表して

いる。

2．建設投資見通しの概要（表─ 1～ 3，図─ 1，2）

2021 年度の建設投資は，前年度比 2.9% 増の 62 兆 6,500 億
円となる見通しである。

2021 年度の建設投資は，前年度比 2.9% 増の 62 兆 6,500 億円とな

る見通しである。このうち，政府投資が 24 兆 5,300 億円（前年度

比 2.4% 増），民間投資が 38 兆 1,200 億円（前年度比 3.2% 増）とな

る見通しである。これを建築・土木別に見ると，建築投資が 38 兆

3,500 億円（前年度比 2.2% 増），土木投資が 24 兆 3,000 億円（前年

度比 4.0% 増）となる見通しである。

2020 年度の建設投資は，前年度比 2.5% 減の 60 兆 9,000 億円とな

る見込みである。このうち，政府投資が 23 兆 9,500 億円（前年度

比 5.4% 増），民間投資が 36 兆 9,500 億円（前年度比 7.1% 減）と見

込まれる。これを建築・土木別に見ると，建築投資が 37 兆 5,400

億円（前年度比 6.8% 減），土木投資が 23 兆 3,600 億円（前年度比 5.1%

増）となる見込みである。

建設投資は，1992 年度の 84 兆円をピークに減少基調となり，

2010 年度には 1992 年度の半分程度にまで減少した。その後，東日

本大震災からの復興等により回復傾向となっている。2021 年度の

建設投資については，2020 年度の補正予算等に係る政府建設投資

が見込まれること等から，総額として 62 兆 6,500 億円となる見通

しである。

国土交通省　総合政策局　建設経済統計調査室

表─1　2021年度建設投資額（名目値）

（単位：億円・％）
年　度

項　目

投　　　　　資　　　　　額 対　前　年　度　伸　び　率
2018 年度
（実績）

2019 年度
（見込み）

2020 年度
（見込み）

2021 年度
（見通し）

2018 年度 2019 年度 2020 年度 2021 年度

総　　計 618,271 624,900 609,000 626,500 0.8 1.1 ▲ 2.5 2.9
建　　　築 404,856 402,600 375,400 383,500 ▲ 0.9 ▲ 0.6 ▲ 6.8 2.2

住　　　宅
政　　府
民　　間
非　住　宅
政　　府
民　　間

建築補修（改装・改修）
政　　府
民　　間

172,580 
5,214 

167,366 
153,994 
38,778 
115,216 
78,282 
13,049 
65,233 

167,100 
4,400 

162,700 
156,500 
40,600 
115,900 
79,000 
14,100 
64,900 

155,700 
4,500 
151,200 
146,800 
41,600 
105,200 
72,900 
14,300 
58,600 

158,100 
4,600 

153,500 
150,500 
42,600 
107,900 
74,900 
14,600 
60,300 

▲ 1.7
▲ 16.0
▲ 1.2
▲ 1.8
▲ 8.4
0.6
2.9

▲ 1.1
3.7

▲ 3.2
▲ 15.6
▲ 2.8
1.6
4.7
0.6
0.9
8.1

▲ 0.5

▲ 6.8
2.3

▲ 7.1
▲ 6.2
2.5

▲ 9.2
▲ 7.7
1.4

▲ 9.7

1.5
2.2
1.5
2.5
2.4
2.6
2.7
2.1
2.9

注 2

注 2

注 2

土　　　木 213,415 222,300 233,600 243,000 4.3 4.2 5.1 4.0
政　　　府
公共事業
そ の 他
民　　　間

158,869 
135,472 
23,397 
54,546 

168,100 
142,800 
25,300 
54,200 

179,100 
148,300 
30,800 
54,500 

183,500 
152,000 
31,500 
59,500 

1.8
1.8
1.9
12.2

5.8
5.4
8.1

▲ 0.6

6.5
3.9
21.7
0.6

2.5
2.5
2.3
9.2

注 2

注 2

再
　
掲

政　　府
民　　間

215,910 
402,361 

227,200 
397,700 

239,500 
369,500 

245,300 
381,200 

▲ 0.9
1.7

5.2
▲ 1.2

5.4
▲ 7.1

2.4
3.2

民間非住宅建設注1 169,762 170,100 159,700 167,400 4.1 0.2 ▲ 6.1 4.8

　（注）	 1.　民間非住宅建設投資＝民間非住宅建築投資＋民間土木投資
	 2.　�2021 年度の伸び率は，「令和 3年度の経済見通しと経済財政運営の基本的態度」（令和 3年 1月 18 日閣議決定）及び�  

「令和 3（2021）年度 内閣府年央試算」（令和 3年 7月 6日）の公的固定資本形成及び民間住宅の指標から算定している。
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図─２　建設投資額（名目値）の伸び率と寄与度
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図─1　建設投資額（名目値）の推移

（単位：億円）
地　　　域 北海道 東　北 関　東 北　陸 中　部
建　築　計 14,800 27,100 154,400 16,500 44,300
土　木　計 17,000 36,500 70,300 15,200 27,400
合　　　計 31,800 63,600 224,700 31,700 71,700
地　　　域 近　畿 中　国 四　国 九　州 沖　縄 合　計
建　築　計 54,200 20,300 10,000 34,900 7,000 383,500
土　木　計 24,900 15,200 9,200 24,300 3,000 243,000
合　　　計 79,100 35,500 19,200 59,200 10,000 626,500

表─２　2021 年度の地域別・建設投資（見通し）
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3．国内総生産と建設投資の関係（図─ 3～ 5，表─ 4）

2021 年度の建設投資が国内総生産に占める比率は，11.2%
となる見通しである。

地　　　域 北海道 東　北 関　東 北　陸 中　部
建　築　計 4％ 7％ 40％ 4％ 12％
土　木　計 7％ 15％ 29％ 6％ 11％
合　　　計 5％ 10％ 36％ 5％ 11％
地　　　域 近　畿 中　国 四　国 九　州 沖　縄 合　計
建　築　計 14％ 5％ 3％ 9％ 2％ 100％
土　木　計 10％ 6％ 4％ 10％ 1％ 100％
合　　　計 13％ 6％ 3％ 9％ 2％ 100％

表─３　2021 年度の地域別・建設投資のシェア（見通し）

％
30

25

20

15

10

5
1960 1965 1970 1975 19851980 1990 1995 2000 2005 2010 2015 2020

（年度）

図─３　建設投資の国内総生産に占める比率
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100
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2011 2012 2013 2014 20162015 2017 2018 2019 2020 2021
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国内総生産建設投資

図─４　過去 10 年間の国内総生産と建設投資の水準の推移

国内総生産に占める建設投資の比率は，1975年頃は 20%以上あっ

たが，その後，減少傾向となった。1986 年度から 1990 年度にかけ

て一時増加したものの，その後再び減少基調となった。近年では，

約 10%程度で推移している。
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（単位：億円・％）
項目

年度

国内総生産
（名 目 値）
（Ａ）

建設投資
（名 目 値）
（Ｂ）

国内総生産のうち，
建設投資が占める割合
（Ｂ）÷（Ａ）× 100

1960 166,806 25,078 15.0 
1961 201,708 33,418 16.6 
1962 223,288 37,772 16.9 
1963 262,286 44,979 17.1 
1964 303,997 54,750 18.0 
1965 337,653 59,531 17.6 
1966 396,989 67,820 17.1 
1967 464,454 84,928 18.3 
1968 549,470 101,915 18.5 
1969 650,614 125,251 19.3 
1970 752,985 146,341 19.4 
1971 828,993 166,768 20.1 
1972 964,863 214,625 22.2 
1973 1,167,150 286,673 24.6 
1974 1,384,511 293,944 21.2 
1975 1,523,616 316,241 20.8 
1976 1,712,934 341,965 20.0 
1977 1,900,945 387,986 20.4 
1978 2,086,022 426,860 20.5 
1979 2,252,372 479,219 21.3 
1980 2,483,759 494,753 19.9 
1981 2,646,417 502,198 19.0 
1982 2,761,628 500,689 18.1 
1983 2,887,727 475,988 16.5 
1984 3,082,384 485,472 15.7 
1985 3,303,968 499,645 15.1 
1986 3,422,664 535,631 15.6 
1987 3,622,967 615,257 17.0 
1988 3,876,856 666,555 17.2 
1989 4,158,852 731,146 17.6 
1990 4,516,830 814,395 18.0 
1991 4,736,076 824,036 17.4 
1992 4,832,556 839,708 17.4 
1993 4,826,076 816,933 16.9 
1994 5,119,546 787,523 15.4 
1995 5,253,045 790,169 15.0 
1996 5,386,584 828,077 15.4 
1997 5,425,005 751,906 13.9 
1998 5,345,673 714,269 13.4 
1999 5,302,975 685,039 12.9 
2000 5,376,162 661,948 12.3 
2001 5,274,084 612,875 11.6 
2002 5,234,660 568,401 10.9 
2003 5,262,226 536,880 10.2 
2004 5,296,336 528,246 10.0 
2005 5,341,097 515,676 9.7 
2006 5,372,610 513,281 9.6 
2007 5,384,840 476,961 8.9 
2008 5,161,740 481,517 9.3 
2009 4,973,668 429,649 8.6 
2010 5,048,721 419,282 8.3 
2011 5,000,405 421,139 8.4 
2012 4,994,239 424,493 8.5 
2013 5,126,856 482,997 9.4 
2014 5,234,183 474,941 9.1 
2015 5,407,394 566,468 10.5 
2016 5,448,272 587,399 10.8 
2017 5,556,874 613,251 11.0 
2018 5,568,279 618,271 11.1 
2019 5,596,988 624,900 11.2 
2020 5,361,000 609,000 11.4 
2021 5,595,000 626,500 11.2 

表─ 4　国内総生産及び建設投資の推移
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図─５　国内総支出と建設投資の関係（2019 年度）
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4．建設投資の構成と推移

（1）建設投資の構成と推移（図─ 6，7）

2021 年度建設投資見通しにおける建設投資の構成を見る
と，政府土木投資と民間建築投資の合計が全体の 80%超を占
めている。

2021 年度の建設投資の構成を見ると，民間投資が 61%，政府投

資が 39%である。

民間投資のうち住宅，非住宅及び建築補修（改装・改修）投資を

合わせた建築投資が全体の 52%を占めている。政府投資は土木投

資が全体の 29%を占めており，この両者で建設投資全体の 80%超

を占めている。
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図─６　2021 年度 建設投資の構成（名目値）

図─７　政府・民間別構成比の推移

政府　　民間

100％

80％

60％

40％

20％

0％
12

62

38

13

62

38

2002

54

46

03

56

44

04

61

39

61

39

61

39

05

63

37

06

65

35

07

64

36

08

65

35

09

58

42

10

57

43

11

61

39

15

64

36

14

61

39

18

65

35

19
（見込み）

17

64

36

64

36

64

36

16 20
（見込み）

21
（見通し）
（年度）



112 建設機械施工 Vol.74　No.1　January　2022

100％

80％

60％

40％

20％

0％
（年度）04

44

56

06

40

60

05

42

58

03

47

53

2002

49

51

11

44

56

07

42

58

10

47

53

09

47

53

13

41

59

12

41

59

08

41

59

14

41

59

15

35

16

35

17

33

18

35

19
（見込み）

36

20
（見込み）

38

65 65 67 65 64 62

建築　　土木

21
（見通し）

39

61

図─８　建築・土木別構成比の推移

（2）建築・土木別構成比の推移（図─ 8）

2021 年度の建設投資は，建築投資が 61% で，土木投資が
39%となる見通しである。

建築と土木との構成比については，1998 年度以降，建築投資が

増加する一方で政府土木投資が減少し，建築投資の占める比率が

2006 年度には 60%となった。

その後，一時的に土木投資が増加したが，近年は建築投資の占め

る比率が高まる傾向にあり，建築投資が 60%台，土木投資が 30%

から 40%で推移している。

（3）政府建設投資の動向

2021 年度の政府建設投資は，前年度比 2.4% 増の 24 兆 5,300
億円となる見通しである。

2021 年度は，前年度比 2.4% 増加し，24 兆 5,300 億円となる見通

しである。

2020 年度は，前年度比 5.4% 増加し，23 兆 9,500 億円となる見込

みである。

（4）住宅投資の動向

2021 年度の住宅投資は，前年度比 1.5% 増の 15 兆 8,100 億
円となる見通しである。

2021 年度の民間住宅投資は，前年度比 1.5% 増の 15 兆 3,500 億円

となる見通しである。また，政府住宅投資を合わせた 2021 年度の

住宅投資全体では，前年度比 1.5% 増の 15 兆 8,100 億円となる見通

しである。

（参考）2020 年度の新設住宅着工戸数は，前年度比 8.1% 減の 81.2

万戸であった。利用関係別に見ると，持家は26.3万戸（前年度比7.1%

減），貸家は 30.3 万戸（前年度比 9.4% 減），給与住宅は 0.7 万戸（前

年度比 13.1% 増），分譲住宅は 23.9 万戸（前年度比 7.9% 減）となっ

ている（表─ 5）。

（5）建築補修（改装・改修）投資の動向（図─ 9）

2021 年度の建築補修（改装・改修）投資は，前年度比 2.7%
増の 7兆 4,900 億円となる見通しである。

2021 年度の民間建築補修（改装・改修）投資は，前年度比 2.9%

増の 6兆 300 億円となる見通しである。また，政府建築補修（改装・

改修）投資を合わせた 2021 年度の建築補修（改装・改修）投資全

体では，前年度比 2.7% 増の 7兆 4,900 億円となる見通しである。

建築補修（改装・改修）投資は，建築投資全体に対し約 20%を

占めている。

（6） 民間非住宅建設（非住宅建築及び土木）投資の動向（表─ 6）

2021 年度の民間非住宅建設（非住宅建築及び土木）投資は，
前年度比 4.8% 増の 16 兆 7,400 億円となる見通しである。

2021年度の民間非住宅建築投資は，前年度比2.6%増の 10兆 7,900

億円となる見通しである。また，民間土木投資は，前年度比 9.2%

増の 5兆 9,500 億円となる見通しである。

これにより，2021 年度の民間非住宅建設（非住宅建築及び土木）

投資は，前年度比 4.8% 増の 16 兆 7,400 億円となる見通しである。

2020 年度の民間非住宅建設（非住宅建築及び土木）投資は，前

年度比 6.1% 減の 15 兆 9,700 億円となる見込みである。

このうち，民間非住宅建築投資は 10 兆 5,200 億円（前年度比 9.2%

減），民間土木投資は 5兆 4,500 億円（前年度比 0.6% 増）となる見

込みである。

本稿はダイジェスト版であり，建設投資見通しは，国土交通省の

ホームページで公表しているので参照されたい（https://www.

mlit.go.jp/report/press/joho04_hh_001014.html）。
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図─９　住宅・非住宅・建築補修（改装・改修）構成比の推移

（単位：戸・％）

年度
総　　計 持　　家 貸　　家 給　　与 分　　譲

着工戸数 伸び率 着工戸数 伸び率 着工戸数 伸び率 着工戸数 伸び率 着工戸数 伸び率

2016 年度 974,137 5.8 291,783 2.6 427,275 11.4 5,793 ▲ 0.7 249,286 1.1

2017 年度 946,396 ▲ 2.8 282,111 ▲ 3.3 410,355 ▲ 4.0 5,435 ▲ 6.2 248,495 ▲ 0.3

2018 年度 952,936 0.7 287,710 2.0 390,093 ▲ 4.9 7,958 46.4 267,175 7.5

2019 年度 883,687 ▲ 7.3 283,338 ▲ 1.5 334,509 ▲ 14.2 6,108 ▲ 23.2 259,732 ▲ 2.8

2020 年度 812,164 ▲ 8.1 263,097 ▲ 7.1 303,018 ▲ 9.4 6,908 13.1 239,141 ▲ 7.9

表─５　新設住宅着工戸数と伸び率（前年度比）の推移

（単位：億円・％）

年度
民間非住宅建築投資 民間土木投資 合計

（民間非住宅建設投資）

投資額 伸び率 投資額 伸び率 投資額 伸び率

2017 年度 　　　　 114,527 11.8 48,595 ▲ 3.4 163,122 6.8

2018 年度 　　　　 115,216 0.6 54,546 12.2 169,762 4.1

2019 年度（見込み） 115,900 0.6 54,200 ▲ 0.6 170,100 0.2

2020 年度（見込み） 105,200 ▲ 9.2 54,500 0.6 159,700 ▲ 6.1

2021 年度（見通し） 107,900 2.6 59,500 9.2 167,400 4.8

表─６　民間非住宅建設投資額（名目値）と伸び率（前年度比）の推移
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建設工事受注額･建設機械受注額の推移
建設工事受注額：建設工事受注動態統計調査(大手50社）　　　 　　　　　　　 （指数基準　2014年平均=100）
建設機械受注額：建設機械受注統計調査（建設機械企業数24前後）　　　　 （指数基準　2014年平均=100）

受注額受注額
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年'20 '21

200

300

100

建設機械受注額（海外需要を除く）

建設機械受注額（総額）

60

40

20

80

100

120

140

160

180

200

220

240

260

280

300

320
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建設工事受注動態統計調査（大手 50 社） （単位：億円）

年　　月 総　　計

受　　　注　　　者　　　別 工　事　種　類　別
未消化 
工事高 施工高民　　　間

官 公 庁 そ の 他 海　　外 建　　築 土　　木
計 製 造 業 非製造業

2014 年 139,286 80,477 16,175 64,302 43,103 4,822 10,887 86,537 52,748 138,286 125,978
2015 年 141,240 96,068 19,836 76,235 35,633 4,993 4,546 95,959 45,281 141,461 141,136
2016 年 146,991 99,541 17,618 81,923 38,894 5,247 3,309 98,626 48,366 151,269 134,037
2017 年 147,828 101,211 20,519 80,690 36,650 5,183 4,787 99,312 48,514 165,446 137,220
2018 年 142,169 100,716 24,513 76,207 30,632 8,561 5,799 95,252 46,914 166,043 141,691
2019 年 156,917 114,317 24,063 90,253 29,957 5,319 7,308 109,091 47,829 171,724 150,510
2020 年 143,170 97,457 19,848 77,610 35,447 5,225 4,175 91,725 51,443 171,740 14,287

2020 年�10 月 9,550 6,408 1,298 5,109 2,756 395 -872 6,500 3,050 171,551 8,961
11 月 9,564 6,486 1,782 4,704 1,895 418 764 6,111 3,452 170,235 10,572
12 月 15,466 10,468 2,390 8,078 4,191 526 281 10,863 4,603 171,740 14,287

2021 年� 1 月 10,502 6,174 1,004 5,171 3,886 337 105 5,667 4,835 173,721 8,776
2 月 12,435 8,190 1,257 6,932 3,293 431 521 7,719 4,716 174,626 10,895
3 月 36,395 26,029 3,932 22,097 8,640 499 1,226 24,517 11,879 191,713 18,787
4 月 7,252 4,965 1,141 3,824 1,711 396 181 4,239 3,014 188,230 8,931
5 月 7,470 4,666 940 3,726 2,440 332 33 4,576 2,894 186,346 8,999
6 月 13,631 9,020 1,807 7,213 3,611 500 501 9,074 4,557 187,713 12,869
7 月 8,925 6,244 2,042 4,202 2,324 305 51 6,069 2,855 188,502 8,489
8 月 8,766 6,304 2,156 4,149 2,059 370 32 6,285 2,481 187,177 10,180
9 月 15,826 12,449 1,698 10,750 2,780 419 179 11,984 3,842 188,820 14,729
10 月 9,753 7,135 2,003 5,132 2,202 360 57 6,806 2,947 － －

建　設　機　械　受　注　実　績 （単位：億円）

年　  　月 14 年 15 年 16 年 17 年 18 年 19 年 20 年 20 年
10 月 11 月 12 月 21 年

1 月 2 月 3 月 4 月 5 月 6 月 7 月 8月 9月 10 月

総　     　 額 18,346 17,416 17,478 21,535 22,923 20,151 17,646 1,577 1,756 1,859 1,793 1,940 2,351 2,089 2,080 2,405 2,132 1,833 2,245 2,341
海 外 需 要 11,949 10,712 10,875 14,912 16,267 13,277 10,966 1,035 1,149 1,245 1,279 1,448 1,444 1,450 1,477 1,562 1,574 1,371 1,611 1,762
海外需要を除く 6,397 6,704 6,603 6,623 6,656 6,874 6,680 542 607 614 514 492 907 639 603 843 558 462 634 579

（注）�2014 ～ 2016 年は年平均で，2016 ～ 2019 年は四半期ごとの平均値で図示した。 
2020 年 10 月以降は月ごとの値を図示した。

出典：国土交通省建設工事受注動態統計調査
　　　内閣府経済社会総合研究所機械受注統計調査
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■除雪機械技術委員会
月　日：11 月 1 日（月）（会議室，web
併行開催）

出席者：坂井幸尚委員長ほか 19 名
議　題：①国交省から除雪に関する状況
報告等：・R4年度除雪関連の予算概算
要求の概要説明，・除雪作業装置自動化
に向けた意見交換について　②ロータ
リ除雪車安全装置進捗状況報告：・安
全装置案の概要説明，・スケジュール
について　③自動化，情報化対応関連
についての情報共有：スマートコンス
トラクション機器を活用した除雪効率
化　④除雪機械の勉強会（除雪トラッ
ク）　⑤その他：R3 年度除雪機械展
示・実演会（ゆきみらい 2022）の概
要説明（JCMA企画部から情報提供）

■基礎工事用機械技術委員会
月　日：11 月 10 日（水）（会議室での
対面開催）

出席者：樗沢淳一委員長ほか 17 名
議　題：①各社トピックス：㈱加藤製作
所「KE-1500 Ⅲクラムシェル仕様の紹
介」　②今後のスケジュールについて�  
③西尾レントール㈱の技術プレゼ
ン：・会社，事業紹介，・建設 DXに
向けて～現場の生産性向上・安全管理・
遠隔操作等～

■トンネル機械技術委員会 見学会
杉本電機工業㈱・フォッサマグナミュー
ジアム見学

月　日：11 月 11 日（木）
参加者：丸山修委員長ほか 24 名
見学内容：①杉本電機工業㈱会社概要説
明　②コトブキ技研工業㈱シャフロー
ダ開発経緯の説明　③工場見学，機械
保管ヤード・保管機器見学，質疑応答
　③フォッサマグナミュージアム見学

■機械整備技術委員会
月　日：11 月 15 日（月）
出席者：小室実委員長ほか 9 名（web
会議で開催）
議　題：①整備作業の法規制，規格に関
する調査について：各社提出の必要資
格調査結果のまとめ方について　②見
学会について：今年度は中止として，
来年度の候補地を検討する　③その
他：活動スケジュールについて

（2021 年 11 月 1 日～ 30 日）

行 事一覧
■コンクリート機械技術委員会　
月　日：11月 18日（木）（会議室，web並
行開催）
出席者：木下洋一委員長ほか 10 名
議　題：①前回の議事録確認　②技術発
表：極東開発工業㈱「海外ポンプ車市
場の紹介」　③今年度の活動計画につ
いての討議　④委員長交代の件

■除雪機械技術委員会・ロータリ分科会
月　日：11 月 24 日（水）
出席者：久末忍リーダほか 6名（web 会
議で開催）
議　題：①ロータリ除雪車 安全装置に
関する討議：・各社の構造およびスケ
ジュールの確認，・国交省への報告に
ついて

■トンネル機械技術委員会　
月　日：11月 24 日（水）（会議室，web並
行開催）
出席者：丸山修委員長ほか 22 名
議　題：①委員および関係者からの情
報・話題提供：ニシオティーアンドエ
ム㈱…・人物検知システム「HADES」
について，・コンクリート剥離剤噴霧
装置・他ケミカル商品の紹介，・CO2
削減等環境保全の環境軽油「K-S1」
の紹介　②令和 3年度技術講演会につ
いて：講演者と講演内容について状況
確認　③次年度委員会活動について
（調査活動など）の討議

■ダンプトラック技術委員会
月　日：11月25日（木）（web会議で開催）
出席者：渡辺浩行委員長ほか 6名
議　題：①各社トピックス：キャタピ
ラージャパン（同）…電気駆動ホイー
ルローダ 988K-XE の紹介　②生産性
向上に関する輪講：日立建機㈱…トロ
リー式ダンプトラックによる生産性向
上について　③ R3 年度委員会活動に
ついて

■情報化機器技術委員会　
月　日：11月26日（金）（web会議で開催）
出席者：白塚敬三委員長ほか 10 名
議　題：①セキュリティに関する法規や
規制等の情報共有：・自動車サイバー
セキュリティの動向，・IoTコネクテッ
ドデバイス規格（㈱UL Japan による
技術プレゼン）　②規制・規格の最新
情報の共有　③レーザー距離計を用い
た 3Dスキャナのプレゼン／デモ（イ
エナオプテイック㈱）　④新しい測量
技術の調査，まとめに関する討議

■原動機技術委員会
月　日：11月29日（月）（web会議で開催）
出席者：工藤睦也委員長ほか 20 名
議　題：①前回の議事録確認　②海外排

出ガス規制の動向に関する情報交
換：・北米 Tier5 NRMMの検討状況， 
・欧州 Stage Ⅴ 改正，・国内特殊自動
車 規制強化の検討状況　④カーボン
ニュートラルに関する情報交換：・バ
イオ燃料に関する情報，・革新的建設
機械についての調査協力依頼の件

標　準　部　会

■ ISO/TC 127/SC国際バーチャル総会
月　日：11 月 2 日（火）夜
出席者：海外から 72 名，日本から坂井仁
首席代表（キャタピラー）ほか 13 名
場　所：Web 上（ISO Zoom）
議　題：①前回総会以降の SC 2 活動報
告　② SC 2 業務項目の活動状況報告
及び対応検討　・SC 2/AG 1 保護構
造の規格の見直し　・SC 2/AH 3 運
転員及び整備員の乗降用・移動用設備
ISO 2867 見直し　・SC 2/WG 12 全
身振動 TR 25398 改正 NP　・SC 2/
WG 13 補助席 ISO 13459 追補 CD�  
・SC 2/WG 15 火災予防WD 13649�  
・SC 2/WG 16 電磁両立性 ISO 13766
改正後のフォロー　・SC 2/JWG 22
自律式機械の安全 ISO 17757 改正後の
フォロー　・SC 2/WG 24 機能安全
ISO 19014 規格群各部のフォロー，進
捗状況，新規案件の扱いなど　・SC 
2/JWG 28 衝 突 警 報 及び回避 ISO 
21815 規格群進捗状況　・SC 2/WG 
30 シートベルト及び取付部DIS 6683
改正　・SC 2/JWG 31 運転員保護構
造の材料AWI 7021，たわみ限界領域
ISO 3164FDAmd 1追補　・SC 2/WG 32 
荷扱いアームWD 5953　・TC 82/SC 
8/JWG 1（鉱山機械の）緊急遠隔停止
PWI 23724　・同 JWG 2 自動運搬の
フリートマネージメントシステムのイ
ンターフェースAWI 23725　③今後
の新業務候補　・（韓国提案）チルト
ローテータ安全　・（韓国提案）多種
センサ組合せ物体検知システム　④次
回会合などその他案件

■ ISO/TC 214/WG 1（高所作業車）国際
バーチャルWG会議
月　日：11 月 4 日（木）
出席者：海外から 19 名，日本から事務局
1名
場　所：Web 上（ISO Zoom）
議　題：WD 16368高所作業車－設計，計
算，安全要求事項及び試験方法 改訂
案文に対する各専門家意見検討

■ ISO/TC 127国際バーチャル総会
月　日：11 月 4 日（木）夜
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出席者：海外から 50 名，日本から間宮崇
幸首席代表（コマツ）ほか 11 名

場　所：Web 上（ISO Zoom）
議　題：①前回総会報告の確認　②中央
事務局担当官のプレゼン　③作業グ
ループ等活動報告　・TC 127/AH 3
ブロックハンドラ　・TC 127/SG 1 路
外走行作業機械調整グループ　・TC 
127/WG 8 持 続 可 能性　・TC 127/
WG 17 再生可能エネルギー貯蔵シス
テム PWI 5757　・TC 82/JWG 1 ロッ
クドリルリグ　④各分科委員会今回総
会報告　⑤ 次回会合など　⑥ その他
案件　・持続可能性に関する SC設立
提案　・ISO 5010 かじ取り要求事項
に関する非常かじ取りの問題　

■ ISO/TC 127/SC 2/JWG 28（衝突警報及
び回避）国際バーチャルWG会議
月　日：11 月 8 日（月）夜，11 日（木）夜
出席者：日本から岡ゆかりコンビナー（コ
マツ）ほか 4名，海外から 14 名
場　所：Web 上（ISO Zoom）
議　題：ISO/PWI 21815-5 土工機械－衝
突警報及び回避－第 5部：その他の機
械動作のリスク範囲及び程度 案文検
討

■ ISO/TC 127/SC 2/WG 32-ISO/WD 5953

（土工機械―ローダ及びバックホウロー
ダの荷扱いアーム―通則）国際バーチャ
ルWG会議
月　日：11 月 9 日（火）夜
出席者：海外から 9名，日本から間宮崇
幸委員（コマツ）ほか 2名

場　所：Web 上（ISO Zoom）
議　題：ISO/WD 5953 作成のため�　　
①案文検討　・安定性及び吊り荷能力 
・設計及び強度　・フックの基準�  
・ワイヤロープの巻き上げ部　・装置
の図　②その他（次回会合，当面の作
業など）

■ ISO/TC 127土工機械委員会 国内総会
月　日：11 月 10 日（水）
出席者：間宮崇幸（コマツ）TC 127 委員
長ほか 24名
場　所：Web 上（ISO Zoom）
議　題：TC 127・SC 1～ SC 4国際バー
チャル総会 議事報告

■ ISO/TC 82/SC 8/JWG 4（ISO/PWI 

3510遠隔運転・自律運転・有人運転鉱
山機械の相互運用性の仕様）国際バー
チャルWG会議
月　日：11 月 10 日（水）夜
出席者：日本からは岡ゆかりコンビナー
（コマツ）ほか 6名，海外から 16 名
場　所：Web 上（ISO Zoom）
議　題：ISO/PWI 3510 作成推進　①前

回議事録（指摘事項を追記とされた）�  
② PL 作成の案文を検討

■ ISO/TC 127/SC 3/WG 5–ISO/DTS 

15143-4工事データ特設会合
月　日：11 月 11 日（木）
出席者：海外から 5名，日本から正田国
際議長（コマツ）ほか 1名
場　所：Web 上（TEAMs）
議　題：ISO/WDTS 15143-4（施工現場
情報交換―施工現場地形データ）工事
データの扱いに関する検討

■国内標準委員会（JIS A 8341-1原案作成
分科会）
月　日：11 月 15 日（月）
出席者：分科会委員 5名ほか 4名
場　所：Web 上（Zoom）
議　題：①今年度の JIS 原案作成の進捗
報告　② 2022 年度作成の JIS 原案選
定　③ JIS A 8341-1（機能安全－第 1
部）原案の協議　④今後の予定

■ ISO/TC 127/SC 2/JWG 31（TC 23/SC 

15森林用設備合同作業グループ -運転
員保護構造の材料要求事項）国際バー
チャルWG会議
月　日：11 月 16 日（火）夜，17日（水）夜
出席者：海外から14名，日本から間宮崇
幸委員長（コマツ）ほか 5名
場　所：Web 上（ISO Zoom）
議　題：ISO/AWI 7021 土工機械及び林
業機械－運転員保護構造－材料要求事
項　①業務の概要　②新業務提案投票
結果検討　③（強化）窓材料の検討

■ ISO/TC 214/WG 1（高所作業車）国際
バーチャルWG会議
月　日：11 月 16 日（火）
出席者：海外から17名，日本から事務局
1名
場　所：Web 上（ISO Zoom）
議　題：WD 16368高所作業車－設計，計
算，安全要求事項及び試験方法 改訂
案文に対する各専門家意見検討

■ ISO/TC 127/SC 2/JWG 28（衝突警報及
び回避）国際バーチャルWG会議
月　日：11 月 16 日（火）深夜，18 日（木）
深夜
出席者：日本から岡ゆかりコンビナー（コ
マツ）ほか若干名，海外から数名
場　所：Web 上（ISO Zoom）
議　題：ISO/PWI 21815-4（土工機械－衝
突警報及び回避－第 4部：履帯動作及
び旋回／回転動作のリスク範囲及び程
度）案文検討

■ ISO/TC 127/SC 3/WG 5（施工現場情報
交換）国際バーチャルWG全体会議
月　日：11 月 17 日（水），19 日（金）
出席者：日本から山本共同コンビナー兼

PL（コマツ）ほか 14 名，海外から 23
名
場　所：Web 上（TEAMs）
議　題：ISO/WDTS 15143-4（土工機械
及び走行式道路建設機械－施工現場情
報交換－施工現場地形データ）検討　
①（サーバー間交信へのUMA 2.0 の
代わりに）RFC 8693 適用　② REST 
API に関して　③（現場座標系変換
に関して ISO/TC 211 の）ISO 19111
適用検討　④（作業結果データでの）
締固め機械のデータについて　⑤ ISO
の規格化に関する最新のルールなどの
説明　⑥（農業機械の ISOBUS の標
準化に関する検証に関する）AEF で
の手順の概要　⑦案文の概念実証につ
いて　⑧その他（日程，次回会合など）

■ ISO/TC 195/SC 1コンクリート工事用
機械委員会
月　日：11 月 18 日（木）
出席者：川上晃一（日工㈱）委員長ほか
13 名（対面／Web 参加）
場　所：Web上（ISO Zoom）及び JCMA
打合せスペース
議　題：SC 1 バーチャル総会（10/19）及
びTC 195 バーチャル総会（10/22）報
告

■ ISO/TC 195/SC 2/WG 2道路作業機械
及び関連装置 -路面清掃車 国際バーチャ
ルWG会議
月　日：11 月 19 日（金）夜
出席者：和田悟知（豊和工業㈱）委員ほ
か 16 名
場　所：Web 上（ISO Zoom）
議　題：①ドイツ提案 ISO/AWI 24147路
面清掃車－用語及び商業仕様 コメン
ト審議（続き）　②今後のWeb 会議
日程（12 月 6 日キャンセル・2022 年
3 月以降）

■ ISO/TC 127/SC 3/WG 5–ISO/DTS 

15143-4作業結果データ特設会合
月　日：11 月 23 日（火）
出席者：海外から 6名，日本から 1名
場　所：Web 上（TEAMs）
議　題：ISO/WDTS 15143-4（施工現場
情報交換－施工現場地形データ）案文
の作業結果データが関係する箇条 4，
箇条 7及び附属書Gに関して検討

■ ISO/TC 127/SC 2/JWG 28（衝突警報及
び回避）国際バーチャルWG会議
月　日：11 月 24 日（水）夜
出席者：日本から岡ゆかりコンビナー（コ
マツ）ほか1名，海外から 11 名
場　所：Web 上（ISO Zoom）
議　題：ISO 21815 規格群「土工機械－
衝突警報及び回避」に関して，「運転
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員能力補強システム」の規格での扱い
に関して検討

■ ISO/TC 127/SC 3/WG 5–ISO/DTS 

15143-4工事データ特設会合
月　日：11 月 25 日（木）
出席者：海外から 8名，日本から正田明
平国際議長（コマツ）ほか 2名

場　所：Web 上（TEAMs）
議　題：工事データの扱いに関する検討 
①（工事データについての）REST 
API に関する検討，Notification API，
Trusted data provenance　②（概念
実証）試験の枠組み

■ ISO/TC 127/SC 3/WG 5（施工現場情報
交換）ISO/TS 15143-4案文統合会議
月　日：11 月 30 日（火）
出席者：日本から共同コンビナー兼PLの
山本氏ほか 4名，海外から 9名
場　所：Web 上（ISO Zoom）
議　題：ISO/WDTS 15143-4（施工現場
情報交換－施工現場地形データ）の各
特設チームで分担して作成中の案文統
合　①案文統合及び作成の準備状況に
ついての見直し　②処置及び継続対応
要事項　③要処置事項の見直し　④作
業グループの議事と作業グループの意
見聴取　⑤概念実証の段階的実施に関
して－正田国際議長提示の資料検討

■ ISO/TC 195/WG 9自走式道路建設用機
械－安全要求 国際バーチャルWG会議
月　日：11 月 30 日（火）夜
出席者：小倉公彦（JCMA標準部）ほか
11名
場　所：Web 上（ISO Zoom）
議　題：ISO/DIS 20500-1 共通要求事項
他 コメント審議

■ ISO/TC 127/SC 2/AG 1運転員保護構造
の規格（の整合化）国際バーチャルWG

会議
月　日：11 月 30 日（火）夜
出席者：海外から12名，日本から小塚大
輔委員（コマツ）ほか1名
場　所：Web 上（ISO Zoom）
議　題：各種の運転員保護構造の規格の
整合化に関して検討　①以前の親 SC 
2 会議での論議及び決定事項のフォ
ロー　② SC 2/JWG 31 会議の論議の
報告　③ SAEでの動向に関する論議 
④その他

■建設業 ICT安全情報WG

月　日：11 月 9 日（火）
出席者：岩下正剛主査ほか8名（内WEB
参加者 3名）

議　題：①「建設施工への ICT 活用に
よる安全施工に関し取り組むべき課題
に対するアンケート調査」報告書の取
り扱い・報告書案の検討，HP掲載に
伴う調整　②本WGにおける次の活
動提案・検討　③その他

■三役会
月　日：11 月 12 日（金）
参加者：鈴木博士部会長ほか 4 名（内
WEB参加者 1名）
議　題：① 10/25 クレーン安全情報WG
からの報告　② 11/9ICT 安全WGの
報告　③ 11/18 機電交流企画WGで
の予定議題報告・10/8 機電技術者の
ための講演会報告書の進捗状況　④そ
の他

■機電交流企画WG

月　日：11 月 18 日（木）
出席者：本多茂主査ほか 9名（内WEB
参加者 5名）
議　題：① 10/1「機電技術者のための
講演会」報告書について（アンケート
分析結果含む）　②その他

■機関誌編集委員会
月　日：11 月 4 日（木）
出席者：中野正則委員長ほか 29 名
議　題：①令和 4 年 2 月号（第 864 号）
計画の審議・検討　②令和 4年 3月号
（第 865 号）素案の審議・検討　③令
和 4年 4月号（第 866 号）編集方針の
審議・検討　④令和 3年 11 月号～令
和 4年 1月号（第 861 ～ 863 号）進捗
状況報告・確認　※通常委員会及び
Zoomにて実施

■建設経済調査分科会
月　日：11 月 25 日（木）
出席者：持丸修一分科会長ほか 5名
議　題：①「建設業における労働災害の
発生状況」（古澤委員）原稿依頼検討 
②「R04 建設投資見通しの概要」「R04
主要建設資材の見通し」（国交省執筆）
の状況報告　③「R03 建設業の業況」
（清水委員執筆）の調整　④「技能評
価制度について」JCMA技能評価鈴
木勝氏の掲載号・執筆依頼・情報提供
の調整　⑤その他

支部行事一覧

■除雪講習会
⑱仙台（1）会場
月　日：11 月 4 日（木）
場　所：仙台市 フォレスト仙台
受講者：145 名
⑲仙台（2）会場
月　日：11 月 5 日（金）
場　所：仙台市 フォレスト仙台
受講者：123 名
⑳仙台（3）会場（特別開催）
月　日：11 月 16 日（火）
場　所：仙台市 太陽生命仙台本町ビル 
6 階会議室
受講者：10 名
■第 1回 EE東北’22 実行委員会
月　日：11 月 10 日（水）
場　所：東北地方整備局 会議室
出席者：角湯克典東北地方整備局 企画
部長ほか 28 名
内　容：①EE東北 2021 決算・監査報告 
②EE東北’22組織（案）　③EE東北’22
実施方針（案）　④ EE 東北’22 予算
（案）

■ EE東北’22インフラ DX（ICT）体験広
場 打合せ
月　日：11 月 26 日（金）
場　所：東北地方整備局 東北技術事務
所 会議室

出席者：伊藤圭技術副所長ほか 4名
内　容：①イベントの内容について　　
②出展社数（予定）について　③ EE
東北’22 予算（案）

■情報化施工技術委員会 幹事会
月　日：11 月 30 日（火）
場　所：東北支部 事務局会議室
出席者：鈴木勇治情報化施工技術委員会
委員長ほか 9名	
議　題：令和 3 年度 第 1 回情報化施工
技術委員会について…R3 年度の「活
動メンバーのエントリー制」について，
R3 年度活動報告について，R4 年度活
動計画について	

■令和 3年度 施工企画（建設機械・機械
設備）基本コース研修 研修カリキュラ
ム：維持用建設機械（除雪機械）
月　日：11 月 1 日（月）
場　所：Web による講師
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講　師：穂苅技師長
研修生：20 名　

■令和 3年度 関東甲信地区道路除雪講習
会
月　日：11 月 8 日（月）
場　所：Web 講習会
講　師：穂苅技師長（道路除雪の施工方
法について）

受講者：76 名
■外国人技能評価試験（11月期）
月　日：11 月 12 日（金）
場　所：CAT北陸教習センター
出席者：堤事務局長ほか 2名
受検者：
初級　　掘削　　学科及び実技　10 名
� （再試験含み）
　　　　締固め　学科及び実技　 3 名�  
� （再試験含み）

専門級　掘削　　学科及び実技　 2 名
　　　　締固め　学科及び実技　10 名
� （再試験含み）

■建設機械施工技能実習評価試験 試験監
督員研修会
月　日：11 月 15 日（月）
場　所：Web 会議
出席者：堤事務局長
議　題：①令和 3年度技能評価試験の実
施状況について　②実技試験採点上の
留意事項について　③本部及び支部提
案議題について

■ゆきみらい 2022 in白山（除雪機械展示・
実演会）出展者代表者会議
月　日：11 月 17 日（水）
場　所：興和ビル 10F 小会議室
出席者：本部（水口企画部長ほか 1名），
堤事務局長ほか 3名

議　題：①ゆきみらい 2022 in 白山実行
委員会資料について　②整備局HPに
ついて　③展示会の出展募集案内及び
過去の開催について　④出展者募集結
果について　⑤出展者募集の担当者に
ついて　⑥展示ブース計画及び実演会
計画について　⑦今後のスケジュール
について

■令和 3年度 北陸防災連絡会議
月　日：11 月 25 日（木）
場　所：北陸地方整備局 4F 共用会議室
（金沢会場：Web）
出席者：穂苅企画部会長
議　題：①南海トラフ地震における北陸
地方整備局の応援体制について　②各
機関からの情報提供（総務省信越・北
陸総合通信局，国土地理院，気象庁東
京管区気象台，（独）都市再生機構，（一
社）新潟県 LP ガス協会，（一社）富
山県エルピーガス協会，（一社）建設

コンサルタンツ協会，（一社）全国地
質調査業協会連合会）

■令和 3年度 新潟市車道除雪オペレータ
研修
月　日：11 月 25 日（木）
場　所：新潟テルサ
講師派遣：穂苅技師長（道路除雪の安全
対策について）
受講者：61 名
■ ICT活用講習会（実践者クラス）座学
及び実技
月　日：11 月 25 日（木）～ 26 日（金）
午前及び午後の 4回実施
場　所：北陸技術事務所富山出張所
出展者：堤事務局長
受講生：49 名
■令和 3年度 第 2回機械技術専門技術研
究会
月　日：11 月 29 日（月）
場　所：北陸技術事務所 技術情報棟 2F
出席者：堤雄生事務局長
議　題：除雪機械のけん引によるスタッ
ク車両除去について

■新潟県除雪オペレータ担い手確保協議会 

第 4回本部協議会
月　日：11 月 29 日（月）
場　所：新潟県トラック協会 総合会館
501 研修室
出席者：穂苅企画部会長ほか 1名
議　題：①第 3回本部協議会の振り返り 
②対策計画の取りまとめについて

■第 2回運営委員会
月　日：11 月 2 日（火）
場　所：愛知県名古屋市中区桜華会館
参加者：所輝雄支部長ほか 20 名
議　題：上期事業報告及び上期経理概況
について

■技術・調査部会
月　日：11 月 5 日（金）
出席者：青木保孝ほか部会員 10 名
議　題：技術発表会原稿査読及び準備つ
いて

■道路除雪講習会
月　日：11 月 10 日（水）
場　所：名古屋市中小企業振興会館
受講者：57 名
■建設 ICT出前授業
①名古屋工業大学
月　日：11 月 10 日（水）
受講者：工学部社会工学科環境都市分野
3年 60 名
②岐阜県立岐阜農林高等学校
月　日：11 月 15 日（月），16 日（火）

受講者：環境科 30 名，森林科 30 名
③愛知工業大学
月　日：11 月 15 日（月）
受講者：工学部土木工学科 1年約 160 名
■広報部会
月　日：11 月 17 日（水）
出席者：濱地仁部会長ほか 7名
議　題：支部だよりの校正について
■技術講演会及び技術発表会
月　日：11 月 29 日（月）
場　所：名古屋市中小企業振興会館 4階
第 3会議室
参加者：約 70 名

■「ふれあい土木展 2021」出展
月　日：11 月 12 日（金），13 日（土）
場　所：近畿技術事務所
入場者：1,821 名
テーマ：①「情報化施工の普及促進」　
② 2本腕のロボット建設機械「アスタ
コ」及びミニショベルの展示

■企画部会
月　日：11 月 17 日（水）
場　所：関西支部 会議室
出席者：村中浩昭企画部会長以下 3名
議　題：①令和 3 年度上半期事業報告
（案）・経理概況報告（案）について　
②会員の推移　③ 10 月以降の各種行
事等取り組み状況及び当面の行事等　
④運営委員会等の予定

■建設用電気設備特別専門委員会（第 471

回）
月　日：11 月 17 日（水）
場　所：中央電気倶楽部 会議室
議　題：① JEM–TR104 建設工事用受
配電設備点検補修のチェックリスト　
② JEM規格類制定改正時の新ルール
に係る連絡及び 5年見直しについて　
③その他

■建設施工研修会
月　日：11 月 24（水）
場　所：建設交流館 グリーンホール
参加者：72 名
内　容：第 53 回建設施工映画会
　現場での計測作業を手軽に効率化でき
る，現場計測アプリ「FIELD-TERRACE」
他 27編

■運営委員会
月　日：11 月 29 日（月）
場　所：大阪キャッスルホテル 会議室
出席者：深川良一支部長以下 20 名
議　題：①令和 3年度上半期事業報告　
②令和 3年度上半期経理概況報告　　
③その他
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■第 2回企画部会
月　日：11 月 4 日（木）
場　所：広島YMCA会議室
出席者：塩形幸雄部会長ほか 8名
議　題：令和 3年度中国地方整備局との
意見交換会について

■除雪機械の運転技術講習会
月　日：11 月 5 日（金）
場　所：島根県 松江県土整備事務所 広
瀬土木事業所

参加者：74 名
内　容：①除雪作業の安全確保と除雪機
械の取り扱いについて…日本建設機械
施工協会中国支部　柳瀬健一郎氏　　
②除雪機械毎の取り扱い（現地実習：
機械別）日本建設機械施工協会中国支
部・島根県安来建設業協会

■ DX・i-Con体験セミナー（発注機関向）
月　日：11 月 8 日（月）
場　所：【座学】広島県情報プラザ
【実習】広島市南区出島地先（メッセコ
ンベンション等交流施設用地）
参加者：60 名
講習内容：【座学】①体験会概要説明…
日本建設機械施工協会中国支部　②講
話「生産性向上の取組について（DX）」
…国土技術政策総合研究所社会資本マ
ネジメント研究センター　センター長
岩﨑福久氏　【実習】DX・i-Con 活用
ツール体験…日本建設機械施工協会中
国支部及び協力会員

■ DX・i-Con体験セミナー
月　日：11 月 9 日（火）
場　所：【座学】広島 YMCA国際文化
ホール【実習】広島市南区出島地先
（メッセコンベンション等交流施設用地）
参加者：91 名
講習内容：【座学】①講話「生産性向上
の取組について（DX）」…国土技術政
策総合研究所社会資本マネジメント研
究センター センター長　岩﨑福久氏 
②講話「中国地方整備局における建設
現場の生産性向上について」…中国地
方整備局企画部 建設情報・施工高度
化技術調整官　溝田亨氏　③概要説明
DX・i-Con 活用ツールについて…日本
建設機械施工協会中国支部　【実習】
DX・i-Con 活用ツール体験…日本建設
機械施工協会中国支部及び協力会員

■秋季運営委員会
月　日：11 月 12 日（金）
場　所：書面会議
参加者：河合研至支部長ほか 33 名

議　題：①令和 3年度上半期事業報告に
関する件　②令和 3年度上半期経理状
況報告に関する件　③令和 3年度下半
期事業実施計画（案）について

■令和 3年度新技術活用等現場研修会
月　日：11 月 16 日（火）
場　所：一般国道 2号 東広島・安芸バ
イパス
参加者：23 名
研修内容：新技術を活用した工事現場に
おいて新技術の活用状況を実習し，活
用上の課題や問題点等について研修す
る

■第 1回開発普及部会
月　日：11 月 18 日（木）
場　所：書面会議
参加者：松本治男部会長ほか 12 名
議　題：①令和 3年度建設技術講習会に
ついて　②令和 3年度新技術等現場研
修会について　③その他の取り組みに
ついて　④年間計画の一覧　⑤その他

■宮島工業高等学校建設技術体験授業
月　日：11 月 24 日（水）
場　所：広島県立宮島工業高等学校
受講生：建築科 2年生 33 名
内　容：①建設キャリアアップ，建設業
界の処遇等説明　②最新の建築 BIM
の紹介　③建築 BIMのサンプルを使
用したVR体験　④最新 3D測量体験

■ R3災害情報伝達訓練（協会独自）
月　日：11 月 1 日（月）
場　所：支部事務局（情報集約）を拠点
に会員各社にて
参加社：支部会員 40 社
伝達手段：E-mail
■ R3秋季合同部会幹事会
月　日：11 月 8 日（月）
場　所：建設クリエイトビル第 1会議室
（高松市）
出席者：宮本正司企画部会長ほか 17 名
議　題：① R3 上半期事業報告　② R3
上半期収支状況報告　③ R3 下半期事
業計画（案）　④人事異動等に伴う役
員等の変更について

■共催事業「ドローン操作訓練」
月　日：11 月 16 日（火）
場　所：国営讃岐まんのう公園（多目的
広場）
共催者：（一社）建設コンサルタンツ協
会 四国支部，（一社）四国クリエイト
協会，（一社）日本建設機械施工協会 
四国支部，（一社）日本補償コンサル
タント協会 四国支部，㈱建設マネジ

メント四国
参加者：共催団体から 7社 52 名，ドロー
ン 10 機
内　容：公園休園日を利用して，災害発
生時に迅速に対応するため，各社所有
のドローンを用いて訓練を実施

■国交省との共催事業「R3　遠隔操縦式
バックホウ等操作訓練（四技）」
月　日：11 月 16 日（火）～ 17 日（水）
場　所：国土交通省四国技術事務所構内
（高松市牟礼町）
受講者：支部会員会社等からの応募者
18 名
訓練評価者：山下安一事務局長ほか 2名
内　容：① 0.45 m3 バックホウをカメラ
映像のみにより遠隔操縦する訓練　　
② 1.0 m3 級級バックホウを目視によ
り遠隔操縦する訓練　③バックホウ遠
隔操縦訓練に関し，訓練前後の技量変
化を評価　④講習修了証の交付

■ R3第 2回運営委員会
月　日：11 月 18 日（木）
場　所：建設クリエイトビル第 1会議室
（高松市）
出席者：岡村未対支部長ほか 18 名
議　題：① R3 上半期事業報告　② R3
上半期収支状況報告　③ R3 下半期事
業計画（案）　④人事異動等に伴う役
員等の変更について

■協賛事業「建設フェア四国 2021 in徳島」
月　日：11 月 25 日（木）～ 26 日（金）
場　所：アスティ徳島（徳島市）
出展者：78 団体（社）（うち，支部経由
出展社は 3社）

■企画委員会
月　日：11 月 17 日（水）
場　所：リファレンスはかた近代ビル
103 会議室
出席者：企画委員長ほか 12 名
議　題：①第 2回運営委員会資料につい
て　②建設行政講演会の開催について 
③その他

■第 2回運営委員会
月　日：11 月 17 日（水）
場　所：リファレンスはかた近代ビル
103 会議室
出席者：松嶋支部長ほか 24 名
議　題：①令和 3年度上半期事業報告　
②令和 3年度上半期経理概況報告　　
③支部団体会員数について　④運営委
員交代に関する件について
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新年明けましておめでとうござい
ます。本年も本機関誌をよろしくお
願いします。
昨年は，一年遅れの東京オリン
ピックが開催され，開催前には中止
や無観客と相当もめましたが，開催
してみると大いに盛り上がり，金メ
ダルの数も歴代最高とアスリートの
方々にはこの停滞感を吹き飛ばして
頂き大変感謝しております。
今回の 1月号は，年に一度の「建
設機械」特集です。昨年，建機メー
カでは，欧州排出ガス規制 StageV
対応機発売の最後の追込みで大変
だったと思います。従って，昨年新
たに発売された機種は，少なかった
かと思います。
また世間では，2050 年のカーボン
ニュートラルに向けて，各業界，各
メーカで，カーボンゼロに向けての
開発が新たな段階に入り，自動車業
界では，一気に電動化に向かった年
といえるでしょう。それは欧州自動
車メーカはもちろんのこと，中国自
動車メーカでも電動化が進みました。
私が昨年一番驚いたことは，朝バ
ス停で待っていると地元の路線バス
に中国の自動車メーカの電気バスが
走ってきたことです。日本でも欧州

でも無く中国の電気バスです。安全
性，信頼性が一番要求されるであろ
う一般の人々が日常利用する路線バ
スにです。その他国内の宅配便の小
型電動化バンにも中国メーカが採用
され，その開発スピードが欧米日本
を遥かに超えていることに驚かされ
ました。中国の発展のスピードは，
一説には日本の 4倍とも言われてい
ることに納得しました。私もここ 2
年，中国に出張できていませんし，
あと半年は出張できないでしょうか
ら，もう10年も経っていることにな
り，以前の経験や知識が全く通じな
いことになっているかもしれません。
「シンギュラリティ」技術的特異点，
生物的に言えば突然変異。その代表
は，AIでありディープラーニングで
しょうが，我々，建設機械業界でも
それほどではありませんが特異点が
訪れたのではないでしょうか。操作
性向上や燃費向上と今まで油圧・エ
ンジン制御技術の向上を図ってきた
のが自動化無人化電動化となると今
までの技術やノウハウが役に立たず，
新たな技術分野での戦い，電動，
AI，５G，グローバルプラットホーム
等々，今までとは異なる技術を使っ
た競争となっていくでしょう。
最後になりますが，ご多忙中の中，
今回執筆いただいた方々，各社広報
関係の方々に厚く御礼申し上げます。
� （上田・石倉）

本誌上へ 
の広告は  有限会社 サンタナ アートワークスまでお申し込み，お問い合せ下さい。
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【年間定期購読ご希望の方】
①書店でのお申し込みが可能です。お近くの書店へお問い合わせください。
②�協会本部へのお申し込みは「年間定期購読申込書」に必要事項をご記入のうえ FAXをお
送りください。

詳しくはHPをご覧ください。
年間定期購読料（12冊）　9,408円（税・送料込）
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編集顧問
今岡　亮司	 加納研之助
後藤　　勇	 佐野　正道
新開　節治	 関　　克己
髙田　邦彦	 田中　康之
田中　康順	 中岡　智信
渡邊　和夫

編集委員長
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編集委員
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大森　茂樹　農林水産省
細田　　豊　（独）鉄道・運輸機構
岡本　直樹　‌�（一社）日本機械土工協会
穴井　秀和　鹿島建設㈱
赤坂　　茂　大成建設㈱
宇野　昌利　清水建設㈱
阿部　　靖　㈱大林組
内藤　　陽　㈱竹中工務店
宮川　克己　㈱熊谷組
松本　清志　㈱奥村組
京免　継彦　佐藤工業㈱
竹田　茂嗣　鉄建建設㈱
副島　幸也　㈱安藤・間
松澤　　享　五洋建設㈱
飯田　　宏　東亜建設工業㈱
佐藤　　裕　日本国土開発㈱
斉藤　　徹　㈱NIPPO
室谷　泰輔　コマツ
山本　茂太　キャタピラージャパン
花川　和吉　日立建機㈱
上田　哲司　コベルコ建機㈱
石倉　武久　住友建機㈱
小黒　　誠　㈱加藤製作所
五味　敏彦　古河ロックドリル㈱
太田　正志　施工技術総合研究所

事務局
（一社）日本建設機械施工協会

2 月号「新しい建設材料，コンクリート工，コンクリート構造特集」予告
・コンクリート分野におけるグリーンイノベーションの取り組み　・カーボンリサイクル・コン
クリート「T-eConcrete®/Carbon-Recycle」の開発　・i-Construction の実現に寄与する環境配慮
型コンクリートの活用に関する提案　・暑中期のコンクリート工事の施工性を改善できる新しい
暑中コンクリートの開発　・コンクリート締固め管理システムを開発　・部材製造速度を 2倍に
するサイト PCa 用超速硬コンクリートの開発　・「断熱耐火λ-WOOD®」柱・梁・床・壁の耐火
構造の国土交通大臣認定を取得　・プレキャスト桟橋上部工の施工合理化工法の開発　・タブレッ
トを用いたダムの敷均し・締固め管理　・生産性向上を目指した鉄道高架橋のプレキャスト化へ
の取組み　・世界初，自己治癒コンクリートの大量製造　・廃ペットボトル入りのアスファルト
舗装，従来の高耐久舗装を上回る性能　・コンクリート舗装のひび割れ補修材およびつまり物除
去工法の開発　・PC橋梁の内部鋼材破断検知ソリューション　・福島復興事業としての石炭灰
リサイクルの取組み　・新たなコンクリートスラグ骨材－石炭ガス化スラグ細骨材　
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外部認識機能を搭載した自動運転油圧ショベルの開発外部認識機能を搭載した自動運転油圧ショベルの開発

背 5mm

11

巻頭言 アフターコロナの課題
走行中充電システムの動向と我が国の取り組み交流の広場

「思い込み」の罠～ ファクトフルネスから錯覚まで～　他ずいそう

建設機械産業の現状と今後の予測について　他統　　計

● �製品紹介　ブルドーザ　D71-24
● 振動ローラ自律運転システムを搭載したコンセプトマシンの開発
● �四足歩行ロボットを用いた現場管理業務の遠隔化・自動化に

向けての取組み
● 転圧締固め度自動計測技術T-iCompaction® の現場導入事例
● 安全性と環境性能を向上した新型ラフテレーンクレーン　他

技術報文

● 建設施工分野における取り組み
● �国総研，土研の建設DX 実験フィールド（土工

フィールド）の整備及び活用

行政情報
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